
国土交通省　令和４年の地方からの提案等に関する対応方針に対するフォローアップ状況

区分 分野

北広島市 別添資料あり 室蘭市、網走
市、留萌市、
赤平市、深川
市、伊達市、
森町、宮城
県、水戸市、
入間市、桶川
市、八王子
市、相模原
市、石川県、
福井市、豊橋
市、常滑市、
城陽市、高槻
市、鳥取県、
出雲市、周防
大島町、八幡
浜市、東温
市、熊本市

○当提案については、地方税法第353条の規定により、個人情報の保護に関する法第18条
第３項第１号の「法令に基づく場合」として個人情報保護の適用から除外されるものと理解
するが、提案内容から現実に市町村の事務の遂行に支障があり、何らかの見解等を文書で
出すことによりそれが改善されるのであれば、検討いただきたい。
○当市においても、家屋調査及び評点付設にあたり、図面・見積書の提出を拒まれるケー
スが散見される。現地調査を縮小し、図面評価にシフトしているコロナ禍の調査において
は、家屋図面等の資料の提出なしに正しく評価を行うことが、非常に困難となっている。特
に、中～大規模非木造家屋の評価において、資材量を把握して評価計算を行うためには、
竣工図・見積書の提出が必要であるため、これを促すためにも個人情報保護法に抵触しな
い旨の後ろ盾を講じていただければ、説得しやすい環境になると考える。
○住宅等の施工業者から紙媒体による図面の交付もしくは提供を拒まれる事案がある。図
面に地番、所有者の記載がある場合に個人情報保護法で守られるデータとなるのか基準は
必要である。
○納税義務者より資料を取得することを原則としているが、接触ができない事例もあり施工
業者より取得できれば事務負担の軽減につながる。
○市内に新築された家屋については、翌年度から固定資産税等を課税するために固定資
産評価を行うことから、当該新築家屋に関する図面等の書類を入手する必要があるところで
あり、当該新築家屋の所有者に対して、地方税法第353条に基づき、当該新築家屋に関す
る図面等の書類の提出を求めている。しかしながら、所有者から図面等の書類を入手する
事が困難なケースにおいては、施工業者に対しても本条に基づき、当該新築家屋に関する
図面等の提出を求めているが、任意の協力規定のため施工業者によっては個人情報保護
の観点から図面等の提出を断るケースがある。

市町村の徴税吏員等が、地方税法第20条の11又は第353条第１項の規定に基づき、
協力を要請し、又は質問し若しくは帳簿書類その他の物件の提出等を要請してきた場
合に、個人情報取扱事業者が、これに応じて、納税義務者等の個人データを市町村に
提供することは、個人情報保護法第27条第１項第１号の「法令に基づく場合」に該当す
る。
このため、個人情報取扱事業者は、納税義務者等の個人データを市町村に提供する
にあたり、納税義務者等の本人同意（個人情報保護法第27条第１項）を得る必要はな
い。

第１次回答でお示しいただいた内容については、従前から当市におい
て個人情報取扱事業者へ説明している内容と同一であることから、現
行のままでは、支障が解消されないことが考えられる。
ついては、関係府省から関係する個人情報取扱事業者（建設業の許可
を受けている者等）に対して、通知等の発出等によって、早期にご周知
いただきたい。

37 B　地方に対
する規制緩
和

11_その他 施工業者等
が市町村等
の固定資産
評価補助員
等から地方
税法第353条
に基づく質問
検査を受けた
ときに図面等
の書類を提
出することは
個人情報保
護法に抵触し
ないことの明
確化

施工業者等が市町村等の
固定資産評価補助員等か
ら地方税法第353条に基づ
く質問検査を受けたときに
図面等の書類を提出するこ
とは個人情報保護法に抵
触しないことを明確化する
こと。

【支障事例】
市内に新築された家屋については、翌年度から固定資産税等を課税するた
めに固定資産評価を行うことから、当該新築家屋に関する図面等の書類を入
手する必要があるところであり、当該新築家屋の所有者に対して、地方税法
第353条に基づき、当該新築家屋に関する図面等の書類の提出を求めてい
る。
しかしながら、施工業者から納税義務者へ図面等が数種類しか渡っていない
ことも少なくないため、施工業者に対しても、地方税法第353条に基づき、当該
新築家屋に関する図面等の提出を求めているものの、地方税法と個人情報
保護法の規定との兼ね合いが不明確であることから、施工業者が当市へ提
出してよいものなのか、判断に時間を要することが多々あり、施工業者及び当
市ともに苦慮している。
【制度改正の必要性】
納税義務者、施工業者及び当市との調整に多大な時間を要するほか、個人
情報の取り扱いに関する同意書等の作成等に手間が生じているところであ
り、当市においては、家屋に係る固定資産評価年間400件程度のうち、十分な
図面が揃っていないため施工業者に図面の提出を求めた事例が50件程度あ
る。
納税義務者や施工業者の手続き負担の軽減及び地方税事務の効率化を図
る必要があるところであり、支障事例の解消を早急に実施すべきと考える。
また、図面の提供方法については、本件支障が生じていることも影響して、ほ
ぼ全件において、紙媒体の複写をもって実施されているところであることから、
本件支障の解消を実施することによって、ＰＤＦデータの提供等の電子的な手
段等を用いること、いわゆるデジタル化を促進することも必要であると考える。

納税義務者や施工業者の手続き負担の軽減及び地方
税事務の効率化に寄与するなど、地方税に対する納税
者の信頼の確保が促進される。
また、施工業者等から図面等の提出がされる場合に
は、ＰＤＦデータ等の電子的な手段を用いられることが
期待されることから、地方税の分野における更なるデジ
タル化を促進することに寄与する。

地方税法第353条、
個人情報の保護に
関する法律第27条

個人情報保
護委員会、総
務省、国土交
通省

求める措置の具体的内容提案事項名
管理
番号

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの見解

提案区分

各府省からの第１次回答追加支障事例追加共同団体名その他（特記事項）団体名
制度の所管・関係

府省
根拠法令等

制度改正による効果
（提案の実現による住民の利便性の向上、行政の効率化等）

具体的な支障事例

市街化調整区域内に立地
する農家住宅、分家住宅に
ついて、移住希望者の住宅
や事業所（サテライトオフィ
ス等）への用途変更の許可
を可能とすることを求める。
また、建物所有者が近隣に
転居した場合や、当該建物
が用途変更をせずに空き
家として放置すれば将来的
に倒壊のおそれがある建
物である場合についても、
やむを得ない事情として用
途変更の許可の検討を可
能とすることを求める。

市街化調整
区域における
農家住宅、分
家住宅の用
途変更の許
可要件の緩
和

01_土地利
用（農地除
く）
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31 開発許可運用指針（平成26年８月１日国都計第67号国土交通省都市
局長通知）において、「法に基づく許可を受けて建築された後相当期間
適正に利用された建築物のやむを得ない事情による用途変更」につい
ては、「周辺の土地利用に支障を及ぼさない限り」法第29条又は第43
条の規定による許可が相当か否かの審査の対象として差し支えないと
されていること（Ⅰ－７－１（20））及び「地域再生など喫緊の政策課題
に対応するため、市街化調整区域において既存建築物を活用する必
要性が認められる場合には、地域の実情に応じて、用途変更の許可を
しても差し支えないもの」とされていること（Ⅰ－15（１））は承知している
が、その要件の適合性の判断に苦慮することが多い。
空き家コミュニティの維持は、運用指針で移住者向けの住宅への用途
変更を許可して差し支えない地域の例として示されている「農村地域等
移住促進区域」に限られた課題ではなく、全国の市街化調整区域に広
く共通する課題である。市街化調整区域は建築に様々な制限がかかる
上、中古物件の流通量も十分でないことも踏まえれば、こうした課題を
解決するためには、  市街化調整区域一般において柔軟な用途変更を
可能とすることが求められている。
よって、市街化調整区域における移住希望者の住宅、事業所（サテラ
イトオフィス等）への用途変更について、許可の要件を満たす例として
明確に示してほしい。また、建物所有者が近隣に転居した場合や、当
該建物が用途変更をせずに空き家として放置すれば将来的に倒壊の
おそれがある建物である場合についても、やむを得ない事情として用
途変更の許可が可能であることを明示してほしい。

藤枝市国土交通省都市計画法第42条
第１項、第43条第１
項、都市計画法施
行令第36条、開発
許可制度運用指針
Ⅰ－７－１、Ⅰ－15

市街化調整区域内における農家住宅、分家住宅の売
買が容易になり、空き家問題が解消される。また、地方
への移住や事業所設立を希望する者のニーズに応え
ることが可能となるとともに、人口減少抑制、地方への
定住・移住促進による地域活性化が可能となる。

【現行制度について】
市街化調整区域内に立地する農家住宅や分家住宅を売却し、一般住宅や事
業所等として活用するためには、都市計画法に基づく都道府県知事の用途変
更の許可が必要となる。都市計画法、都市計画法施行令、開発許可制度運
用指針において、用途変更の許可に関する規定、留意事項が定められてお
り、用途変更の許可を判断する際は、これらの法令、指針に基づいて判断す
ることとなる。しかし、移住希望者のための住宅や事業所（サテライトオフィス
等）への用途変更を認めてよいか、また、建物所有者が近隣に転居した場合
や、当該建物が用途変更をせずに空き家として放置すれば倒壊のおそれが
ある建物である場合には用途変更の許可を検討してよいか、明確な規定が存
在しない。そのため、市街化調整区域における農家住宅や分家住宅の用途
変更の許可の判断が困難な状況である。
【生じている支障】
当市の市街化調整区域内の農家住宅や分家住宅について、空き家となって
いる事例が多数存在し、地域課題となっている。一方、当市の市街化調整区
域内への移住希望や、事業所（サテライトオフィス等）設立希望が複数寄せら
れていることから、当該区域内において空き家となっている農家住宅や分家
住宅を移住希望者や事業所設立希望者へ売却することで、空家問題等の地
域課題を解決したいと考えているが、法令や指針に用途変更を認める規定が
存在しないため、用途変更の許可の判断がつかず、売却が進まない状況であ
る。また、市街化調整区域内の農家住宅において、建物所有者が近隣へ転
居し、当該農家住宅が空き家となったため売却を検討した事例において、売
却のために必要となる用途変更については、用途変更を行うやむを得ない事
情が必要なことや、建物所有者が近隣に転居した場合は用途変更の許可を
することができる規定がないため、用途変更の許可の判断がつかず、売却が
進まない状況である。売却が進まないことで、当該建物は空き家となり、建物
の痛みも年々激しくなってきており、このまま放置すれば倒壊の危険がある状
況である。

市街化調整区域は市街化を抑制すべき区域であることから、建築物の用途変更は一
定の基準に該当する場合に限り許可が認められており、開発許可権者が建築物の用
途、目的、位置、規模等を個別具体的に検討して、周辺の市街化を促進するおそれが
なく、かつ、市街化区域内で行うことが困難又は著しく不適当と認められる場合には、
許可することが可能である。
これを受けて、開発許可制度運用指針（平成26年８月１日国都計第67号国土交通省都
市局長通知）において、「法に基づく許可を受けて建築された後相当期間適正に利用さ
れた建築物のやむを得ない事情による用途変更」については、「周辺の土地利用に支
障を及ぼさない限り」（Ⅰ－７－１（20））許可の対象とし得るものとしている。例えば、近
年、市街化調整区域において空家が多数発生し、地域活力の低下、既存コミュニティ
の維持が困難になる等の課題が生じていることなどを踏まえ、「地域再生など喫緊の政
策課題に対応するため、市街化調整区域において既存建築物を活用する必要性が認
められる場合には、地域の実情に応じて、用途変更の許可をしても差し支えないもの」
（Ⅰ－15（１））としている。
このため、農家住宅及び分家住宅を移住希望者の住宅や事務所に用途変更すること
について、上記の要件を満たす場合には現行制度で対応可能である。

○当市においても、市街化調整区域内に管理不全の空家が一定数存在し、地域の課題と
なっていることから、売却のための用途変更の可能性について検討していただきたい。
○市街化調整区域内における分家住宅等は許可者のみにその使用が限定されているた
め、当該住宅がいわゆる空き家となった場合、利活用を図る観点からは都市計画法の規制
が弊害となっている。市街化調整区域内おいても一定の人口が居住しており、すでに地域コ
ミュニティが存在している。少しでも定住人口の減少を防ぎ地域コミュニティの維持を図るた
めには、空き家の利活用を積極的に進める必要があると考えており、当該住宅が空き家と
なった場合の取り扱いについて、「開発許可制度運用指針」で具体的な方策を示していただ
きたい。
〇【現状】
当市の場合、農家住宅等から一般住宅へ用途変更する際は、農家住宅等が適法に建築等
された後 10 年以上適正に利用され、その用途を変更することに社会通念上やむを得ない
事情がある場合は、法34条第14号により許可している。サテライトオフィスについては事業
所単体では許可していないが、兼用住宅として使用するのであれば許可の対象としている。
なお、国道等の沿道においては、第２種住居地域に建築できる建築物（風俗営業等の規制
及び業務の適正化等に関する法律第２条に規定する業種は除く）を許可の対象としている。
【地域における課題制度改正の必要性】
用途変更を容易にしてしまうと市街化が進んでしまう恐れがあるため、ある一定の期間は適
正に利用された等の時間的な条件付きで移住希望者の住宅や事業所（サテライトオフィス
等）への用途変更の許可を可能とすべきである。
○開発許可制度運用指針において用途変更に係る考え方が一定示されており、当県にお
いても用途変更に係る許可基準を設けているが、サテライトオフィス等近年ニーズが増加し
ているものなど、用途変更を可能とする具体的な運用を示していただくことは、既存ストック
の活用による地域活力の維持に資すると考える。

名古屋市、稲
沢市、高槻
市、兵庫県、
熊本市

5 B　地方に対
する規制緩
和

11_その他 総合保養地
域整備基本
構想に関する
主務大臣協
議の廃止等

総合保養地域整備基本構
想について、主務大臣への
協議を廃止する等、廃止手
続きを簡素化する。

平成31年１月末現在で29道府県で30の基本構想が策定されているが、全国
的に休止状態となっているものが多い。そのため、多くの道府県が基本計画
の廃止や見直しを検討しているが、廃止等に当たっては、政策評価を行った
上での主務大臣への同意付き協議を行う必要があり、手続きが進んでいな
い。

業務の負担軽減、効率化につながる。 総合保養地域整備
法第６条

総務省、農林
水産省、経済
産業省、国土
交通省

鳥取県、兵
庫県、和歌
山県、全国
知事会

宮城県、岡山
県、福岡県

－ 総合保養地域整備法は、ゆとりある国民生活のための利便の実現、総合保養地域及
びその周辺地域の振興を目的に昭和62年に制定されている。
同法では、都道府県は関係市町村に協議した上で基本構想を作成することとされてい
る。また、基本構想について、主務大臣（総務大臣、農林水産大臣、経済産業大臣及
び国土交通大臣）に協議し、同意を得ることができるとされているが、現在の基本構想
は全て主務大臣の同意を得ているところ。
市町村や主務大臣の同意を得られた基本構想の廃止にあたっては、
・適切な政策評価が実施されているか、関係市町村や民間事業者等との調整が十分
に行われているか等の廃止に至るまでのプロセス
・都市計画や農業振興地域整備計画に基づく地区指定への影響や、廃止後の環境へ
の配慮をどのように行うか等基本構想廃止の影響
を確認するため審査が必要である。
このため、政策評価を行った上での主務大臣協議は必要な手続きと考えている。なお、
現在までに12の基本構想が主務大臣の同意を得て廃止されている。

社会経済情勢が総合保養地域整備法制定時（昭和62年）、基本方針
見直し時（平成16年）から変化する中、同意基本構想の廃止に係る事
務負担が過大ではないか。
具体的には、第１次回答では、「廃止に至るまでのプロセス」や「基本構
想廃止の影響」について確認するため国の審査が必要とのことである
が、すでに多くの同意基本構想が休止状態にある実態に鑑みれば、そ
うした確認事項について廃止に当たって改めて国の審査を経る必然性
は失われているのではないか。
総合保養地域整備法に同意基本構想の廃止に関する規定がないにも
関わらず、廃止を変更の一類型と解して取り扱い、同意付き協議を義
務付けるとともに、具体の廃止手続について詳細に定め、その中で負
担感の大きい政策評価を求めていることは不適当ではないか。
以上の理由により、廃止の手続を変更とは別途定め、例えば同意付き
協議ではなく届出とするなど、より簡易な手続とすべきではないか。
また、届出となった場合においては、同意基本構想の廃止に当たって
道府県に提出を求める書類について、基本構想の実現性が見込まれ
ないことを確認するために必要な書類を最小限としていただきたい。
さらにどのような書類が必要であるかについては、同意基本構想を廃
止しようとする道府県の事務負担が可能な限り軽減される方向で検討
していただきたい。



国土交通省　令和４年の地方からの提案等に関する対応方針に対するフォローアップ状況

措置方法
（検討状況）

実施（予定）
時期

これまでの措置（検討）状況 今後の予定

今後、関係省庁において、周知を図ることを検討する。 ５【個人情報保護委員会（２）】【総務省（13）】【国土交通省（８）】
地方税法（昭25法226）及び個人情報の保護に関する法律（平15法57）
事業者等への協力要請（地方税法20条の11）又は固定資産税に関す
る調査に係る質問検査権（同法353条１項）に基づき、徴税吏員等が施
工業者などの個人情報取扱事業者に納税義務者等の家屋の図面など
の個人データ（個人情報の保護に関する法律16条３項）の提供を求め
た場合の当該情報の提供については、個人情報の保護に関する法律
27条１項１号に定める「法令に基づく場合」に該当することを明確化し、
施工業者に令和５年中に文書で周知する。

・Q&Aの更新による明確化
・文書による周知

・Q&Aについては令和５年３月
31日更新、同年４月１日から適
用
・周知については令和５年４月５
日実施済

・「『個人情報の保護に関する法律について
のガイドライン』に関するQ&A」（令和５年３月
31日更新、同年４月１日適用）
・「固定資産税等の質問検査権への対応等に
ついて」（令和５年４月５日付け国土交通省住
宅局住宅生産課、国土交通省不動産・建設
経済局建設業課事務連絡）

－ 【全国市長会】
提案内容が現行制度下において対応可能であるならば、十分な周知を
行うこと。
【全国町村会】
提案団体の意向を踏まえ適切な対応を求める。

令和４年の地方からの提案等に関する対応方針（令和４年12月20日閣議決定）記載内容

対応方針の措置（検討）状況

各府省からの第２次回答提案募集検討専門部会からの主な再検討の視点（重点事項）地方六団体からの意見各府省からの第１次回答を踏まえた追加共同提案団体からの見解

開発許可制度運用指針Ⅰ－15（１）①、②（用途変更の許可をしても差
し支えないもの）及び同指針Ⅰ－７－１（20）③ロ（用途変更の審査対象
として差し支えない、やむを得ない事情によるもの）に記載されている
類型は、いずれも許可が許容され得る例として記載しているものであ
る。このため、提案団体から示された事例のような同指針に記載されて
いないケースについても、喫緊の政策課題に対応するため、市街化調
整区域において既存建築物を活用する必要性が認められる場合や、
社会通念上当該建築物を従前の用途に供しないことにやむを得ない事
情がある場合等、開発許可権者が許可の要件を満たしていると判断す
る場合には許可することが可能である。
なお、審査にあたっては、建築物の用途、目的、位置、規模等のほか、
「都市計画区域マスタープラン及び市町村マスタープラン並びに地域振
興等に関する方針・計画等と整合している」ことや、「当該建築物の用
途を変更することによる周辺の公共施設への影響等」（同指針Ⅰ－15
（３））を個別具体的に検討することが必要であると考えられる。
今後、提案団体からの意見も踏まえ、同指針Ⅰ－15（１）に基づく用途
変更許可の審査基準を定めている地方公共団体の一覧や活用事例に
ついて、地方公共団体への情報提供を検討している。

－－ ５【国土交通省】
（21）都市計画法（昭43法100）
開発許可を受けた開発区域内における建築物の用途変更の許可（42
条１項）及び市街化調整区域のうち開発許可を受けた開発区域以外の
区域内における建築物の用途変更の許可（43条１項）については、地
方公共団体の適切な判断に資するよう、「開発許可制度運用指針」（平
26国土交通省都市局）に基づき用途変更許可の審査基準を定めてい
る地方公共団体の事例を、開発許可権者に令和４年度中に周知する。

開発許可を受けた開発区域内における建築
物の用途変更の許可（42 条１項）及び市街化
調整区域のうち開発許可を受けた開発区域
以外の区域内における建築物の用途変更の
許可（43 条１項）については、地方公共団体
の適切な判断に資するよう、「開発許可制度
運用指針」（平26 国土交通省都市局）に基づ
き用途変更許可の審査基準を定めている地
方公共団体の事例を、地方公共団体に対し、
令和５年３月30日にメールにて周知した。

令和5年3月30日メールによる周知

【全国知事会】
総合保養地域整備基本構想の廃止に係る手続きについては、地域の
実情に応じた柔軟な対応が可能となるよう見直しを行うこと。

計画策定等の見直しは、閣議決定された「経済財政運営と改革の基本
方針2022」で「国が地方自治体に対し、法令上新たな計画等の策定の
義務付け・枠付けを定める場合には、累次の勧告等に基づき、必要最
小限のものとすることに加え、努力義務やできる規定、通知等によるも
のについても、地方の自主性及び自立性を確保する観点から、できる
限り新設しないようにするとともに、真に必要な場合でも、計画等の内
容や手続は、各団体の判断にできる限り委ねることを原則とする。あわ
せて、計画等は、特段の支障がない限り、策定済みの計画等との統合
や他団体との共同策定を可能とすることを原則とする。」と明記され、地
方からはこの原則明記を高く評価するとともに、既存の計画の見直しを
求める声が強まっている。
この原則を十分に踏まえ、地方からの提案が最大限実現するよう前向
きに対応いただきたい。
第１次回答、第１次ヒアリングでは、廃止手続きに際し、道府県に提出
を求める書類について、自治体の負担軽減について検討するとのこと
であったが、必要最低限に限るよう抜本的に見直されたい。
第１次ヒアリングでは、同意基本構想は策定時に主務大臣の同意を得
ているからその廃止に当たっても主務大臣協議が必要との説明であっ
たが、廃止の場合は道府県が国の支援を受けることはなくなるのだか
ら、協議を義務付ける必要はなく、例えば届出で足りるのではないか。
現行制度では廃止を変更の１類型と解して変更の手続を廃止に準用し
ているが、総合保養地域整備法制定時（昭和62年）においては基本構
想を廃止すること自体想定されていなかったのではないか。そうだとす
れば、廃止の手続について同法の制約はなく、通知等により廃止の手
続を新たに定めても問題ないのではないか。

提案団体及び提案募集検討専門部会からのご意見を踏まえて、
①提出を求める書類を必要最低限にすること
②道府県基本構想の廃止手続きを主務大臣同意ではなく届出により
可能とすること
の２点の観点から、以下のとおり回答する。
①提出を求める書類を必要最低限にすること
廃止手続きに係る道府県の負担軽減を図ることは必要と考えており、
主務大臣協議を行うにあたり、通知によって道府県に提出を求める書
類については、必要最低限な書類に限るなどの見直しを行ってまいる
所存。
具体的には、①各特定施設の整備予定がないこと、②関係市町村・民
間事業者等からの反対がないことなど、基本構想の実現性が見込まれ
ないことを確認するための必要最低限な書類をもって「政策評価」と見
なすことなどを想定している。
引き続き、道府県にとって負担となっている具体的な内容もお伺いしな
がら検討を行い、できる限り早期に通知の発出を行ってまいりたい。
②道府県基本構想の廃止手続きを主務大臣同意ではなく届出により
可能とすること
現行法令上、道府県基本構想については作成及び変更のみが規定さ
れているところ。廃止の手続きを変更とは別に定める場合は、法改正
が必要となり、作成時に主務大臣からの同意を得た基本構想の廃止手
続きを届出とすることが法制的に問題ないかの検討をはじめ改正手続
きに多大な時間を要するものと思慮。
一方、法改正によらず、通知等によって道府県基本構想の廃止を届出
で可能とする場合は、法令上根拠のない届出義務を通知により自治体
に課すことは適当ではないため、「届出を求める」内容の通知になるも
のと認識。このような任意の届出でもって基本構想を廃止することの是
非についても、法制的な整理が必要と考えているところ。
このため、現時点では同意手続きを廃止し届出とすることが可能かお
示しできないが、引き続き、抜本的な制度改正についても検討を行って
まいりたい。

５【総務省（19）】【農林水産省（９）】【経済産業省（５）】【国土交通省
（24）】
総合保養地域整備法（昭62法71）
総合保養地域整備法に基づく基本構想（５条１項）を廃止する場合の手
続については、道府県の事務負担を軽減するため、主務大臣への協議
を廃止し届出とすることについて検討し、令和４年度中に結論を得る。
その結果に基づいて必要な措置を講ずる。

事務連絡 令和5年3月23日 総合保養地域整備法に基づく基本構想を廃
止する場合の手続について、主務大臣協議
を不要とし、届出とすることとした事務連絡を
道府県に発出した。

総合保養地域整備法に基づく基本構想を廃
止する場合の手続きについて（令和５年３月
23日付け国土交通省国土政策局地方振興課
事務連絡）

－



区分 分野

求める措置の具体的内容提案事項名
管理
番号

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの見解

提案区分

各府省からの第１次回答追加支障事例追加共同団体名その他（特記事項）団体名
制度の所管・関係

府省
根拠法令等

制度改正による効果
（提案の実現による住民の利便性の向上、行政の効率化等）

具体的な支障事例

09_土木・
建築

建築基準法
施行令第130
条の４への農
林漁業を営
むために必
要となる農業
施設の追加

生産緑地法第８条に規定
する農林漁業を営むために
必要となる農業施設につい
て、建築基準法第48条第１
項、第２項、第３項、第８項
本則において第一種低層
住居専用地域、第二種低
層住居専用地域、第一種
中高層住居専用地域、田
園住居地域内（以下「本件
用途地域」という。）に建築
することができる建築物と
なるよう、建築基準法施行
令第130条の４の改正を求
める。

第１次回答において、「本提案の建築物が、公益性の観点から必要で
あることが明確でない場合には追加できない。」とのことであるが、当市
としては公益性があるものとして都市計画決定した生産緑地地区を維
持管理するために設置する本提案のような施設は公益性の観点から
必要であることが明確と考えている。そのため、建築基準法施行令第
130条の４へ追加することを前向きに検討いただきたい。
また、「建築基準法第48条各項ただし書における特例許可で対応する
ことが妥当」とのことだが、そもそも生産緑地法においては本提案に係
る施設の設置に当たり個別の許可が不要になっているにもかかわら
ず、建築基準法においては許可が必要との御判断について、両法律で
差がある理由を御教示いただきたい。
特例許可の場合は、公聴会での意見聴取や建築審査会の同意取得等
に要する費用や時間が多大であるため、農業従事者や新規就農者に
とって負担となっており、農業従事そのものを躊躇せざるを得ない状況
が生じている。
農地という就業地において最低限の就労環境（休憩施設やトイレ、倉
庫）を整えることができるような法律の整備が求められていることから、
農林漁業を営むために必要となる農業施設について建築基準法施行
令第130条の４への追加を検討いただきたい。

生産緑地法では、生産緑地地区内に農林漁業を営むために必要となる農業
施設のうち、90㎡以下の倉庫やトイレ、休憩所のような一部施設（以下「本件
施設」という。）については、市町村長の許可なく設置することが可能である。
しかし、建築基準法の規定により、本件施設を本件用途地域内に設置するこ
とは不可能となっている。
当市では、生産緑地地区の90％以上が本件用途地域内に指定されている
が、当市の生産緑地地区の大部分において本件施設の設置が不可能となっ
ているのが現状である。実際に、農林漁業を営むため農業従事者にとって必
要となるトイレを生産緑地地区内に設置したいという相談を現在２件受けてい
るが、その設置を希望する生産緑地地区が第一種低層住居専用地域内に所
在するため、トイレを設置することができず、農業従事者からも農業に支障が
生じている旨の不満の声があがっており、当市としてもその対応に苦慮してい
る。また、農業従事者が高齢男性中心から女性や次世代へ継承されているこ
とに伴い、安全衛生や働きやすさの観点から労働環境への意識が多様化して
いることから、これまで以上に生産緑地地区における本件施設の設置の必要
性が高まっているものと考える。
また、当市では面的に農業の利便の増進を図るべきエリアについて、田園住
居地域の指定を検討しているが、農業用の単独のトイレ、休憩所などは建築
できず、指定の目的と矛盾が生じることに懸念を感じている。
なお、建築基準法第48条各項ただし書における特例許可で対応することも考
えられるが、そもそも生産緑地法においては本件施設の設置に当たり個別の
許可が不要となっていることとの権衡の観点から、あくまで建築基準法施行令
を改正し、特定行政庁の許可を得ずとも設置が可能とすべきものと考える。

制度改正により、生産緑地地区の適切な維持に寄与す
ると考えられる。また、本制度改正により農業従事者の
就労環境が向上し、若年層の職業選択におけるイメー
ジアップにつながり、近年減少傾向にある農業従事者
の増加に寄与することが考えられる。

建築基準法別表第
二（い）（ろ）（は）
（ち）、建築基準法施
行令第130条の４

国土交通省 八王子市 さいたま市、
広島市

－ 建築基準法別表第２（い）項第９号の規定により政令で定められる建築物は、公益上必
要な建築物であり、本提案の建築物が、公益性の観点から必要であることが明確でな
い場合には追加できない。また、本提案の建築物が、良好な居住環境を害するおそれ
がないか、又は公益上やむを得ないかについて判断する必要があることから、建築基
準法第48条各項ただし書における特例許可で対応することが妥当と考える。

58 国土交通省地方版図柄入りナン
バープレート導入要
綱

計画や方針作成の義務付けによらずとも、住民個人の
地域への愛着形成など、地方版図柄入りナンバープ
レートが選択肢として存在することで、政策目的は達成
可能であると思料される。併せて、地域の実情に即した
運用が可能となり、事務の効率化につながる。

地方版図柄入りナンバープ
レート導入要綱の改正に伴
い、地方公共団体に対して
毎年の普及促進計画及び
普及促進活動報告の提出
が、協議会に対して寄付金
の活用方針等の提出が義
務付けられることとなった
が、当該計画等の提出の
義務付け廃止を求める。

地方版図柄
入りナンバー
プレートの普
及促進計画
及び普及促
進活動報告
並びに寄付
金の活用方
針等の提出
の義務付け
の廃止

10_運輸・
交通

【現行制度】
令和４年４月の地方版図柄入りナンバープレート導入要綱の改正により、地
方版図柄入りナンバープレートの導入地域を構成する地方公共団体に対し、
毎年４月末までに、普及促進計画及び前年度の普及促進活動報告を作成し
て国土交通省に提出することが義務付けられた。普及促進計画には普及率
や総申込件数等の目標や普及促進の取組予定について、普及促進活動報
告には目標達成状況や普及促進活動の取組状況について記載することと
なっている。
また、対象地域毎に設置している協議会に対し、寄付金の活用方針等を決定
の上、国土交通省に提出することが義務付けられた。寄付金の活用方針等に
は協議会の構成や具体的な使途等について記載することとなっている。
【支障】
本来、地方版図柄入りナンバープレートは住民個人が自由に選択できる事柄
であって、普及率等の数値目標を設定し、その達成を目指すことはなじまない
性質のものであると考える。また、自動車登録制度は国土交通省地方運輸局
の所掌事務であって、その責任は国が負うべきものであるにもかかわらず、地
方に義務付けがなされ、計画・報告の作成や普及促進の取組に係る新たな事
務が生じるとともに、その財源措置もないため新たな財政負担が生じる。
寄付金の活用方針等についても、地方版図柄入りナンバープレートの寄付金
は、配分される寄付金額や地域の実情を踏まえて協議会で議論し、その活用
方法を決定することとなっており、改めて一律に活用方針を作成する必要はな
いと考えられる。
さらに、今回の義務付けを伴う制度改正は、地方版図柄入りナンバープレート
導入後の後付けであるにもかかわらず、事前に説明会はなされたものの、地
方の意向が反映される機会のないまま義務付けされているなど、改正のプロ
セスも不十分であったと考える。

51 B　地方に対
する規制緩
和

－宮城県、鳥取
県、岡山県、
山口県、高松
市、宮崎県

国は、「経済財政運営と改革の基本方針2022」において、法令上新た
な計画等の策定の義務付け・枠付けは、必要最小限のものとすること
に加え、努力義務やできる規定、通知等も、地方の自主性及び自立性
を確保する観点から、できる限り新設しないようにすることを原則とする
政府の基本方針を示したところであり、今回の計画策定等の義務付け
は、国の定めた方針に逆行するものではないか。
普及促進計画等の策定にあたっては、地方自治体だけでなく、関係団
体等との調整等が必要であり、確実に事務負担が発生するが、これら
事務負担をかけて計画等を策定しなくとも、地方が創意工夫して事業を
実施することで目的達成は可能と考える。また、この普及促進計画等
策定の議論を、既に設置している寄付金活用のための協議会で行うこ
とで事務の効率化を図ることも考えられるが、そもそも、寄付金活用の
ために義務付けられている協議会開催についても、地方がそれぞれの
判断で対応を決めることで目的達成は可能であり、一律に開催を義務
付ける必要はないのではないか。
地方の意見の反映に関しては、アンケート調査では新たな計画策定等
に係る義務付けに関する内容は含まれていなかった。また、実施され
た説明会は参加が任意であったことに加え、有識者会議での検討状況
を説明のために実施するとされており、地方の意見を聴くために最大限
努めたといえないのではないか。さらに、説明会中の短時間の質疑時
間に地方としての意見をまとめることは難しく、制度の決定前に、明確
に方針を示したうえで、意見照会するなどの対応がとられるべきだった
と考える。

地方版図柄入りナンバープレートは、地域の観光資源等をデザインした図柄を取り付
けた自動車が地域の内外を走ることにより、その地域の知名度が向上し、地域振興及
び観光振興等に繋がることを目的としたものである。その効果を十分に発揮するため
には、同ナンバープレートの一定以上の認知度が必要であるため、継続した普及促進
活動が行われることが重要である。
このため、地方公共団体には、普及率や申込件数に関する数値目標、地方公共団体
が任意で設定する目標及び普及促進活動の予定を記載内容とする普及促進計画を作
成頂くとともに、その実績報告を提出頂くこととし、国は、地方公共団体の取組の好事
例等の共有等を行うなど、両者が連携して効果的に普及促進を図ることとしたものであ
る。
なお、地方公共団体の普及促進活動の内容や水準及び財政負担については一律の
措置を求めるものではなく、自主性によることを基本としており、地方公共団体への過
度な負担を求めるものとは考えていない。また、普及率等の数値目標の設定について
は、地域住民の選択の自由を阻害するものとまではいえないと考える。
また、寄付金の活用方針等について、これまでナンバープレートの交付開始後に地域
の協議会で決定頂いていたものを交付開始前に決定頂くこととしたところであるが、こ
れは、図柄入りナンバープレートに係る制度等のあり方を検討するための有識者会議
において、「交付開始前に寄付金の活用方針や目標を定めてＰＲする方が、図柄入り
ナンバープレートの普及及び寄付の促進に有効ではないか」とのご意見を頂いたことを
踏まえ、措置したものである。
なお、既に寄付金の活用方針が決定されている場合は、それで足りるものであり、地方
公共団体に新たに二重の事務負担を課すものではないと考える。
新たな同ナンバープレートの募集に係る手続きや要件については、上記有識者会議に
おいてご議論頂いた上で、当省において定めたものであるが、同会議の議事概要や配
付資料については当省ＨＰで公表した他、検討の初期段階において、全地方公共団体
対象のアンケート調査を実施するとともに、中間段階において、同ナンバープレート導
入済みの地方公共団体に対して、検討状況について複数回説明会を開催してご意見
を伺うなど、地方公共団体の意見を同会議における議論に反映させるよう最大限努め
たところである。

情報共有のあり方について、「様々な方法が想定され、置かれた事情
によっても様々であると考えられる」とあるが、生活保護部局から住宅
部局に対し、公営住宅の家賃の代理納付に関する情報共有が適正に
行われず、家賃の重複納付やその反対の滞納等の支障が生じており、
こうした現状をまずはしっかりとご理解いただきたい。また、共有方法に
ついては、生活保護部局と住宅部局（福祉事務所未設置の町村におい
ては、都道府県と町村）において事前に調整した上で実施するよう規定
すれば、各地方公共団体の実情に沿った対応を行うことが可能と考え
る。
以上を踏まえ、例えば両部局間において情報連携を行うよう通知等で
周知することなど、上記部局間の情報共有のあり方について具体的に
検討いただくとともに、検討スケジュールも併せてお示しいただきたい。

住宅扶助の代理納付に関する生活保護担当部局と住宅部局との情報共有のあり方
は、現状においてもそれぞれの地方自治体において様々な方法が想定され、置かれた
事情によっても様々であると考えられることから、各地方自治体の実情等に応じて対応
することが適当であると考えるが、生活保護担当部局と住宅部局で情報連携を行うよう
通知する等の対応を検討したい。

○当市では身元引受人がいない市営住宅入居者に対してNPO団体を紹介していて、NPO
団体の審査に通れば身元引受人でない方でも受け入れが出来るような取り組みを行ってい
る。しかしそのNPO団体を利用する場合生活保護で代理納付をしていた方は制度の都合
上、代理納付が不可能になりNPO団体を通して支払いをしなくてはならなくなる。その際に保
護課からの通知が十分でないことがあり代理納付なのか不明で業務に支障をきたすおそれ
があった。

千葉市、松本
市、半田市、
広島市、大牟
田市、芦屋
町、熊本市

砥部町、宇
和島市、八
幡浜市、大
洲市、四国
中央市、東
温市、上島
町、松前
町、伊方
町、松野
町、鬼北町

厚生労働省、
国土交通省
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香川県、徳
島県、愛媛
県、高知県

生活保護法第14
条、第33条第４項、
第37条の２、生活保
護法第37条の２に
規定する保護の方
法の特例（住宅扶助
の代理納付）に係る
留意事項について
（厚生労働省社会・
援護局保護課長通
知）

公営住宅の家賃徴収に係る事務負担の軽減と、安定し
た家賃回収によるセーフティネット住宅の拡大が図られ
る。

「令和２年３月31日付け社援保発0331第２号「生活保護法第37条の２に規定
する保護の方法の特例（住宅扶助の代理納付）に係る留意事項について」の
一部改正について（通知）」により、住宅扶助及び共益費の代理納付を積極的
に活用するよう改正され、公営住宅においては原則代理納付とされている。こ
ういった規定があるにも関わらず、福祉部局から住宅部局への通知方法が定
められていないため、公営住宅において県の福祉部局から通知のないまま代
理納付が行われており、重複納付を還付する事例が数回あった。また、逆の
場合も同様に通知がなく、滞納となることもあった。この事例は民間住宅でも
発生している可能性があることから、セーフティネット住宅の拡大のためにも
代理納付の通知方法等を明確に定めてほしい。

生活保護受給者が住宅扶
助の代理納付の適用を受
けた場合や適用から外れ
た際に、住宅部局へその旨
通知することとその方法を
明確に定めてほしい。

生活保護受
給者の住宅
扶助の代理
納付について
住宅部局へ
の通知を新た
に規定するこ
と
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建築
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措置方法
（検討状況）

実施（予定）
時期

これまでの措置（検討）状況 今後の予定

令和４年の地方からの提案等に関する対応方針（令和４年12月20日閣議決定）記載内容

対応方針の措置（検討）状況

各府省からの第２次回答提案募集検討専門部会からの主な再検討の視点（重点事項）地方六団体からの意見各府省からの第１次回答を踏まえた追加共同提案団体からの見解

要綱改正 令和５年２月10日 対応方針を踏まえ、「地方版図柄入りナン
バープレート導入要綱」（令４国土交通省自動
車局自動車情報課）を改正し、地方公共団体
あて周知するよう各地方運輸局あて通知し
た。

「地方版図柄入りナンバープレート導入要綱
の一部改正について」（令和5年2月10日付け
国自情第300号）

－ － ５【国土交通省】
（６）建築基準法（昭25法201）
（ⅲ）農作業のために必要な休憩施設や便所については、農産物の生
産、集荷、処理又は貯蔵に供するもの（別表２（ち））として、特定行政庁
の許可（48条８項）を得ずに、田園住居地域において建築できることを
明確化し、特定行政庁に令和４年度中に通知する。

建築基準法施行令第130条の４に記載されている公益施設とは、近隣
住民にとって必要な公益サービス施設等であり、本提案の建築物が、
その公益性の観点で必要であることが明確でない場合には追加できな
い。
また、生産緑地法では、都市農地の計画的な保全等を目的としている
ことに対し、建築基準法では、第一種低層住居専用地域は低層住宅地
に係る良好な住居の環境を保護するために設定されているため、目的
が異なる。そのため生産緑地法で許可が不要であるとしても、建築基
準法で許可が不要になるということにはならない。
本提案の建築物が、良好な居住環境を害するおそれがないか、又は公
益上やむを得ないかについて判断する必要があることから、建築基準
法第48条各項ただし書における特例許可で対応することが妥当と考え
る。
なお、当該建築物に係る許可基準などを作成し、事前明示することによ
り、農業従事者や新規就農者の負担が軽減されると考えられる。
また、田園住居地域の指定を検討しているとのことなので、当該地域で
は、農産物の生産、集荷、処理又は貯蔵のために必要な休憩施設やト
イレであれば建築可能である。

５【国土交通省】
（12）道路運送車両法（昭26法185）
「地方版図柄入りナンバープレート導入要綱」（令４国土交通省自動車
局自動車情報課）において導入地域等が作成することとされている普
及促進計画及び普及促進活動報告については、導入地域等の事務負
担を軽減するため、令和４年度中に同要綱を改正し、以下の措置を講
ずる。
・普及促進計画の提出については、毎年度提出を求めているものを地
方版図柄入りナンバープレートの導入時及び交付期間（５年間）の更新
時に限ることとする。
・普及促進計画及び普及促進活動報告の様式については、簡素化す
ることとし、記載例と併せて、導入地域等に周知する。

地方版図柄入りナンバープレートは、交付枚数が極端に少ない場合、
地域振興等の効果も不十分なものとなるほか、制度の維持が困難とな
る恐れがあるところ、効果的かつ効率的に普及促進を図るためには、
地方公共団体が多角的な視点から計画的に普及促進活動に取り組ん
でいただくとともに、国が好事例の共有を行う等、両者の連携が重要で
あるため、普及促進計画等を策定いただくことが必要と考えている。
しかし、提案団体からのご指摘を踏まえ、地方公共団体の事務負担の
軽減等の観点から、普及促進計画の国への提出について、毎年度提
出することとしていたものを、地方版図柄入りナンバープレートの導入
時及び交付期間（５年）の更新時に限ることとする。また、普及促進計
画等の様式を簡素化する方向で見直すとともに、記載例を国土交通省
から示すこととする。

計画策定等の見直しは、閣議決定された「経済財政運営と改革の基本
方針2022」で「国が地方自治体に対し、法令上新たな計画等の策定の
義務付け・枠付けを定める場合には、累次の勧告等に基づき、必要最
小限のものとすることに加え、努力義務やできる規定、通知等によるも
のについても、地方の自主性及び自立性を確保する観点から、できる
限り新設しないようにするとともに、真に必要な場合でも、計画等の内
容や手続は、各団体の判断にできる限り委ねることを原則とする。あわ
せて、計画等は、特段の支障がない限り、策定済みの計画等との統合
や他団体との共同策定を可能とすることを原則とする。」と明記され、地
方からはこの原則明記を高く評価するとともに、既存の計画の見直しを
求める声が強まっている。
この原則を十分に踏まえ、地方からの提案が最大限実現するよう前向
きに対応いただきたい。
普及促進計画等について「地方公共団体への過度な負担を求めるも
のとは考えていない」等の回答であるが、計画等の策定に当たっては
関係団体との調整等の事務負担が生じる。地方の声に耳を傾け、普及
促進計画等の廃止を基本として、事務の簡素化・効率化を検討いただ
きたい。

【全国知事会】
国において必要と考える政策目的の実現に関わる場合であっても、国
が定める計画等の策定という手法に限らず、地方公共団体自らの工夫
に基づく計画的な手法によることも可能であると考えられるため、具体
的な実行手法は地方に委ねるよう、政策実施の方法などの見直しを行
うこと。

－

農作業のために必要な休憩施設や便所につ
いては、農産物の生産、集荷、処理又は貯蔵
に供するもの（別表２（ち））として、特定行政
庁の許可（48条８項）を得ずに、田園住居地
域において建築できることを明確化し、特定
行政庁に通知した。

農作業のために必要な休憩施設、便所の取
扱いについて（技術的助言）（令和５年１月19
日付け国土交通省住宅局市街地建築課長通
知）

令和5年1月19日通知

住宅扶助の代理納付に関する事務の実態等
に関する自治体向けヒアリングを実施し、同ヒ
アリングで収集した生活保護部局と住宅部局
との情報連携に関して参考となる事例及び両
部局間において情報連携を適切に行う旨を、
生活保護部局に対しては厚生労働省から令
和５年３月30日付けで事務連絡を発出し、住
宅部局に対しては国土交通省から令和５年３
月31日付けで事務連絡を発出し、周知した。
・住宅扶助の代理納付に関する生活保護部
局と住宅部局との情報連携について（令和５
年3月30日付け厚生労働省社会・援護局保護
課事務連絡）
・住宅扶助の代理納付に関する生活保護部
局と住宅部局との情報連携について（令和５
年３月31日付け国土交通省住宅局住宅総合
整備課事務連絡）

令和５年３月事務連絡５【厚生労働省（23）（ⅲ）】【国土交通省（４）】
生活保護法（昭25法144）
住宅扶助の代理納付を開始又は終了する際の生活保護部局と住宅部
局間の情報連携については、地方公共団体に対する事務の実態等に
関するヒアリングの結果を踏まえ、両部局間において適切に行う旨と併
せて参考となる事例を通知することを検討し、令和４年度中に結論を得
る。その結果に基づいて必要な措置を講ずる。

住宅扶助の代理納付に関する生活保護担当部局と住宅部局との情報
共有のあり方は、現状においてもそれぞれの地方自治体の実情に応じ
て様々であると考えられることから、各地方自治体がその実情に応じて
柔軟に情報共有できるよう、通知等で実際に代理納付を行っている地
方自治体の生活保護部局と住宅部局との情報共有例等の周知を行う
等の対応を検討したい。

【全国知事会】
提案団体の提案を考慮した検討を求める。

－



区分 分野

求める措置の具体的内容提案事項名
管理
番号

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの見解

提案区分

各府省からの第１次回答追加支障事例追加共同団体名その他（特記事項）団体名
制度の所管・関係

府省
根拠法令等

制度改正による効果
（提案の実現による住民の利便性の向上、行政の効率化等）

具体的な支障事例

当市においては、国土交通省が推進している「居心地が良く歩きたくなるまち
なか」の実現に向けた各種事業に取り組んでおり、エリア単位で建物低層部、
オープンスペース及び街路等を包含した空間である「グランドレベル」の形成
のため、沿道建築物の１階部分に賑わい空間として利用することを想定したピ
ロティを設けることが有効な手段の一つであると考えている。
平成18年３月29日付け国土交通省住宅局市街地建築課長通知においては、
開放性を阻害せず、イベント等の一時的な利用に供されるピロティを総合設計
制度上有効な公開空地と評価できるとの取扱いが示されている一方、建築確
認事務における床面積の算入に係る取扱いは特段示されていない。
そのため、現状の建築確認事務においては、昭和61年通知のみにより建築
物の床面積の算入に係る判断をしていることから、当該ピロティを含め、通行
以外の何らかの用途に供されるピロティは「屋内的用途」に該当する建築物と
みなされ、床面積に算入される運用となっている。
以上により、不動産オーナー等が建物１階部分の利活用を想定したピロティ
の設置を検討していたとしても、建築確認申請時点でそれが「屋内的用途」に
該当する建築物であるとみなされ、床面積に算入されることとなるため、中小
規模の建物等の場合、ピロティを設置することで容積率を消化するより、事業
床とした方が事業採算性を見込めると判断し、ピロティの設置を諦めるケース
が多くなっている。
なお、令和２年度に制定された「滞在快適性等向上区域等」関連法令の「民に
よる空間整備の例」では、新たに整備する建物の低層部をオープン化（ガラス
張り化、ピロティ化等）することに対して課税の特例等が設けられてはいるが、
実施計画における建築確認時点で、屋内的用途に該当するために計画変更
を求められ、建物の低層部のオープン化が実現することが困難となっている。
そのため、計画変更に伴い協議に時間を要するピロティ等を設ける計画より
も、申請手続きが円滑な屋内空間（事業床）とした方が事業の効率性（工期短
縮）や採算性を見込めるため、不動産オーナーは、国土交通省が例示する
「民による空間整備の例」のような建物の低層部のオープン化を積極的に設
置しようとするインセンティブが働かない状況となっている。

建築基準法第６条に基づく
建築確認事務において、開
放性を阻害せず、可動式ベ
ンチやテラス席を置く等の
一時的でオープンな使用に
留まるピロティ（以下「当該
ピロティ」という。）について
は、昭和61年４月30日付け
建設省住指発第115号住宅
局建築指導課長通知（以下
「昭和61年通知」という。）
における「屋内的用途に供
しない部分」であることを明
確化し、当該ピロティ部分
を床面積に算入しない取扱
いを可能とすること。

建築確認事
務において
「屋内的用
途」に該当し
ないピロティ
の明確化

本件に関する参考となる情報の詳細については、滞在快適性等向上
区域等において、まちづくりに資する場合は、屋内的用途に該当しない
こととする等のピロティの考え方とその判断基準を具体的に提示してい
ただきたい。また、通知等の発出までのスケジュールについても明確に
示していただきたい。

床面積の算定方法について、ピロティにおける屋内的用途に供する部分の判断にあた
り参考となる情報を通知等で発出する。

○支障事例にかかわらず、ピロティ部分の面積の取扱いについては、判断に苦慮することも
あるため、取扱いが明確化されることは有益と思われる。
○予め一時的な利用が想定される場合には、屋内的用途に供する部分として、床面積に算
入するのが適当と判断しているのが現状である。なお、総合設計制度等を活用した公開空
地等におけるイベント等の一時的な利用に供されると判断されるものにあっては、平成18年
国住街第292号（技術的助言）により対応が可能と考える。

千葉市、徳島
県、久留米市

床面積の算定方法
について（昭和61年
４月30日付け建設
省住指発第115号住
宅局建築指導課長
通知）、容積率制限
に係る特例制度の
活用について（平成
18年３月29日付け
国住街第292号国土
交通省住宅局市街
地建築課長通知）

各自治体のまちづくり関連政策との整合性等に配慮し
つつ、「滞在快適性等向上区域等」関連法令の「民によ
る空間整備の例」のようなピロティ等を設ける際は、「屋
内的用途」に該当せず床面積に算入されない等の技術
的助言が明確化されることで、建築確認申請業務の担
当者の認識を統一化でき、不動産オーナー等による当
該ピロティの設置が促進され、「居心地が良く歩きたくな
るまちなか」の実現に向けた公民連携によるまちづくり
の推進が期待される。
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いわき市、ひ
たちなか市、
八王子市、川
崎市、松本
市、浜松市、
豊田市、高槻
市、八尾市、
寝屋川市、西
宮市、広島
市、山陽小野
田市、久留米
市、熊本市、
大分県

市町村の福祉部局や地域包括支援センターからの情報提供について
は、「地方公務員法第34条第１項との関係で問題とならないと解され
る」とのことだが、現行のガイドライン等ではその解釈が明確になってい
ないことから、市町村の空家対策所管部局が市町村の福祉部局、地域
包括支援センター、後期高齢者医療広域連合から必要な情報提供を
受けられないことがある。住民票、戸籍、固定資産税の課税情報など
で所有者の居所を特定できない場合に福祉部局等が保有する情報を
取得できないことが、市町村が危険な空家に対して当該所有者等への
空家法に基づく改善依頼等を行うに当たっての支障となっているため、
「空家法第10条に基づく福祉部局等から空家対策所管部局への情報
提供は地方公務員法第34条第１項の守秘義務に反しない」旨をガイド
ライン等において明確化していただきたい。
また、後段において「必要に応じた対応を検討する」とされているが、介
護保険、国民健康保険（後期高齢者医療を含む）、生活保護に係る情
報や、地域包括支援センターが有する情報に関して、情報提供を受け
られる旨をガイドライン等において明確化されるとの認識でよいか。そ
の場合、具体的なスケジュールを御教示いただきたい。
市町村が空家対策を推進するには所有者の特定が必須であり、空家
法第10条によって市町村の空家対策所管部局が介護保険等に係る情
報や地域包括支援センターが有する情報を取得できる旨及び情報提
供をしても守秘義務違反とはならない旨をガイドライン等で明確化する
ことが特定空家等の迅速な解消、ひいては住民の安全安心の確保に
つながることをお含み置きいただいた上で、必要な対応を検討願いた
い。

市町村の空
家対策所管
部局が福祉
部局から空
家等所有者
等に関する情
報提供を受
けられる旨及
び福祉部局
による空家等
所有者等に
関する情報
提供が地方
公務員法第
34条の守秘
義務に抵触し
ない旨の明
確化

市区町村の空家対策所管
部局が空家等所有者を円
滑に特定し、空家等対策の
推進に関する特別措置法
（以下「空家法」という。）第
12条に基づく情報提供等及
び同法第14条に基づく措置
を円滑に行えるよう、市区
町村の空家対策所管部局
が空家法第10条に基づい
て福祉部局から空家等所
有者等に関する情報提供
を受けられる旨及び福祉部
局による空家等所有者等
に関する情報提供が地方
公務員法（以下「地公法」と
いう。）第34条の守秘義務
に抵触しない旨を、ガイドラ
イン等において明確化する
ことを求める。

○当市においても、過去に他市の福祉部局から空家所有者等に関する情報提供を拒否さ
れたことがあるため、前向きに検討していただきたい。
○当市においても住民票を置いたまま施設入所されていると思われる案件は多数あり、福
祉部局に照会をした事例がある。施設入所していることの回答は得られたが、入所施設名
や緊急連絡先である親族等に関する情報提供までは受けられなかった。そのような経緯を
ふまえ現在の対応としては、親族や施設に転送されることを期待して住所地（空き家所在
地）に文書送付する、もしくは住民票情報等により親族が判明した場合は、親族に事情を聞
くなどケースバイケースで対応しているが、時間がかかるうえ事務負担も大きい。提案のとお
り、福祉部局が保有する情報が活用できることは、事務負担の軽減及び危険な状態の迅速
な解消に繋がり、必要性は非常に高いと考える。
○空き家や住宅の所有者の高齢化が続くなか、住民票を異動しない施設入所の場合や、空
き家所有者に後見人がついている場合など、福祉関連の情報があれば所有者の居場所の
特定や関係者との接触が容易となり、空き家対策を効果的に進めることが可能となる。
○住民票上は空家の住所のまま、所有者等の所在不明である状態が時々ある。また、空き
家となった要因として、所有者が施設に入ったという事例もよくある。情報を共有することで、
空き家対策の一助になると考える。
○空家等について苦情を受けた際、所有者に接触するため、所有者調査を行うが、所有者
が高齢のため、住民登録や固定資産税課税台帳上の住所を自宅から変更せず、施設に入
所していることがある。この場合、不動産登記情報、住民登録情報、固定資産税課税情報で
は所有者と接触することができず、近隣住民からの情報で施設に入所していることは分かっ
ても、具体的な入所施設までは分からないことが多く、また、福祉部局から所有者の入所施
設の情報を得ることもできないため、対応に苦慮することがある。
○当市においても管理不良な状態の空家に係る所有者調査で固定資産税課税情報を利用
しているところであるが、所有者が高齢者施設に入所している場合などでは住所地が空家
所在地のままになっていることも多く、固定資産税課税情報だけでは、所有者の所在が不明
で連絡が取れないケースも多い。このような場合に、福祉部局など市の他部署で把握してい
る所有者の情報を活用することができれば、早期に空家所有者の所在を確定することがで
き、迅速な空家に係る措置を講じることができると思われる。

地方公務員法第34条第１項において、「職員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはなら
ない。その職を退いた後も、また、同様とする。」とされているが、空家等対策の推進に
関する特別措置法第10条第１項においては、「市町村長は、固定資産税の課税その他
の事務のために利用する目的で保有する情報であって氏名その他の空家等の所有者
等に関するものについては、この法律の施行のために必要な限度において、その保有
に当たって特定された利用の目的以外の目的のために内部で利用することができる」
とされていることから、同項に基づく、同項に規定する情報の利用に関しては、地方公
務員法第34条第１項との関係で問題とならないと解される。
提案にある介護保険、国民健康保険、生活保護に係る情報や、地域包括支援センター
が有する情報に関してどのような情報が空家等対策の推進に関する特別措置法の目
的を達成するために必要であるかを検討し、それぞれの情報に関する法律を所管する
厚生労働省等とも連携して、必要に応じた対応を検討する。

仙台市、石
巻市、柴田
町、千葉
市、横浜
市、静岡
市、名古屋
市、神戸
市、岡山
市、広島
市、北九州
市、福岡市

国土交通省
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01_土地利
用（農地除
く）

土地利用基
本計画の策
定義務の廃
止

土地利用基本計画におけ
る負担軽減のため、計画策
定の義務化の廃止を求め
る

本計画の目的とされている「土地利用の総合調整機能」については、農振法、
森林法、都市計画法等の土地利用に関する個別法に基づき実質的な調整が
行われており、本計画の調整機能は形式的なものとなっている。

大阪府、京
都市、堺
市、兵庫
県、神戸
市、和歌山
県、徳島
県、関西広
域連合

総務省、厚生
労働省、国土
交通省

空家等対策の推進
に関する特別措置
法第10条、第12条、
第14条、空家等に
関する施策を総合
的かつ計画的に実
施するための基本
的な指針一３（３）、
「特定空家等に対す
る措置」に関する適
切な実施を図るため
に必要な指針（ガイ
ドライン）第１章３
（１）、地方公務員法
第34条

市区町村の空家対策担当部局が福祉部局から空家等
所有者等に関する情報を確実に取得できるようになり、
住民票の住所が実態を反映していない場合や住民票
が職権削除されている場合であっても、市区町村の空
家対策担当部局が福祉関係情報を活用して空家等所
有者を特定し、空家法に基づく措置を講じることができ
るようになることで、特定空家等の迅速な解消、ひいて
は住民の安全安心の確保に繋がる。
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市区町村は、空家法第10条に基づき、空家等所有者を特定するために住民
票や固定資産課税情報を利用することができる。
しかしながら、住民票の異動がなされておらず住民票記載の住所が居所でな
い場合（例えば住所地が空家のままなど）や、空家に課されている固定資産
税額が免税点未満であって課税情報を取得できない場合には、住民票や固
定資産税課税情報だけでは所有者の居所を特定できない。
このような場合には、介護保険、国民健康保険、生活保護の情報や地域包括
支援センターが有する情報により、所有者の居所を特定できることがあるが、
地公法第34条の守秘義務に抵触するおそれがあることなどを理由に、空家等
所有者等に関する情報提供を受けられないことがあり、危険な空家に対して
当該所有者等への空家法に基づく改善依頼や勧告等を行うに当たっての支
障となっている。
実際に、府内の１市において、福祉部局へ空家等所有者等に関する情報提
供を求めた事例が３件あるが、その３件全てについて情報提供を受けられな
かった事例がある。

○土地規制についての個別五法（都計法、農振法、森林法、自然公園法及び自然環境保全
法）による地域・区域の指定等を行う際は、土地利用基本計画にかかわらず関係課で事前
協議が行われており、必ずしも土地利用基本計画が個別五法の上位計画として『総合調整
機能』を発揮しているとは思われず、地方の自主性・自立性を尊重する点から、同計画の策
定については、地方が選択できるようにすることも考えられる。なお、「計画図」については、
一定の有用性があると考える。

地方自治体の業務効率化 国土利用計画法第
９条

国土交通省 広島県、全
国知事会

伊勢崎市、長
野県、兵庫
県、奈良県、
岡山県、長崎
県、宮崎県

人口減少に伴う土地利用の効率化や災害リスク・自然環境保全を踏ま
えた土地利用への対応など土地利用上の課題は依然として存在し、国
土利用計画法の趣旨は重要なものであると認識しているが、土地利用
基本計画の策定や第38条審議会の審議等を経ずとも、調整指導方針
を別途定め、庁内連携組織体等により総合調整は可能であると考えて
いる。
現行法制上、土地利用基本計画が土地利用の総合調整を行う唯一の
存在であるということであるが、現状、各個別規制法の手続が先行し、
各計画の上位計画であるはずの土地利用基本計画はこれらを事後的
に追認するに留まっている。
国との調整に漏れが生じる可能性については、当県の提案では、土地
利用調整総合支援ネットワークシステム（LUCKY）の有用性に鑑み、変
更計画図の提供を引き続き行うこととしており、これまでと同様のタイミ
ングで国へ情報提供できるため、支障はないものと考えている。また、
国土利用計画法第９条第11項に基づく意見聴取において、約７割につ
いて意見が出されているということであるが、当県において、国の関係
行政機関から提出された意見等は、過去５年を見ても、すべて事実確
認に留まる内容と見受けられ、ご指摘いただいた、国の関係行政機関
から提出された意見等により、調整が整った具体例等があればご教示
いただきたい。
土地利用基本計画の機能を維持しつつ、計画変更にかかる事務負担
が軽減されること、庁内連携組織体をベースにすることで、情報共有や
調整がより密に行えると考えており、計画の策定義務の廃止を提案す
るものである。

土地利用基本計画は、個別規制法に基づく土地利用を目的とする計画では達成できな
い土地利用を総合調整するために導入されており、現行法制上、土地利用の総合調整
を行うための措置として、法制上唯一の存在であり、その策定は必須と考える。
国土の約半数は五地域（都市、農業、森林、自然公園、自然保全）のいずれかが重複
する地域であり、仮に土地利用基本計画の策定を任意制とした場合、個別規制法に基
づく計画について他の施策との総合的な調整を行う場が失われ、重複する地域におけ
る土地利用の優先順位や誘導方向が示されず、土地利用の展開が滞る危険性があ
る。
また、影響が国の管理する施設に及ぶ場合や都道府県域を越えて広域に及ぶ場合等
であって、個別法において調整されない事項について、国土交通省国土政策局を通じ
て都道府県から国の関係行政機関に相談することで国との調整の円滑化を図ってお
り、任意制となればこうした調整に漏れが生じる恐れがある。
現在、国土利用計画法第９条第11項に基づき、国土交通省は都道府県の土地利用基
本計画の変更に際し、関係行政機関に意見を聴き、都道府県にその意見を伝えてい
る。年間50件ほど土地利用基本計画の変更があり、うち約７割について何かしらの意
見が関係行政機関より提出されている。



措置方法
（検討状況）

実施（予定）
時期

これまでの措置（検討）状況 今後の予定

令和４年の地方からの提案等に関する対応方針（令和４年12月20日閣議決定）記載内容

対応方針の措置（検討）状況

各府省からの第２次回答提案募集検討専門部会からの主な再検討の視点（重点事項）地方六団体からの意見各府省からの第１次回答を踏まえた追加共同提案団体からの見解

運用指針の改正 令和5年3月15日 土地利用基本計画制度の運用に際して、各
都道府県がより効率的に当該制度を運用で
きるよう、「国土利用計画法に基づく国土利用
計画及び土地利用基本計画に係る運用指
針」（平29国土交通省国土政策局）を改正し、
その旨を都道府県に通知した。

「国土利用計画法に基づく国土利用計画及び
土地利用基本計画に係る運用指針」の改正
について（令和５年３月15日付け 国国計管第
105号 国土交通省国土政策局長通知）

ピロティに係る建築基準法上の床面積の取
扱いについて（令和５年３月13日付け国土交
通省住宅局建築指導課事務連絡）において、
建築物の床面積の算定にあたり、十分に外
気に開放され、かつ、屋内的用途に供しない
ピロティについては、床面積に算入しないこと
及びピロティが屋内的用途に供するか否かに
ついては、想定される使用状況など、個々の
計画内容に応じて適切に判断することを通知
した。

令和5年3月13日事務連絡５【国土交通省】
（６）建築基準法（昭25法201）
（ⅳ）建築物の床面積（施行令２条１項３号）の算定については、十分に
外気に開放され、かつ、屋内的用途に供しないピロティを建築物の床
面積に算入しないこと及びピロティが屋内的用途に供する部分か否か
については想定される使用方法等に応じて判断するものであることを、
特定行政庁及び指定確認検査機関に令和４年度中に通知する。

ピロティの取扱いについて特定行政庁の判断の参考となるよう、以下
の内容に係る通知を早急に発出する。
・建築物の床面積の算定にあたり、十分に外気に開放され、かつ、屋
内的用途に供しないピロティについては、床面積に算入しないこと。
・ピロティ部分が屋内的用途に供するか否かについては、当該部分の
使用実態により判断するものであり、個々の計画内容に応じて特定行
政庁において判断できること。

－－

空家等対策の推進に関する特別措置法（平
成26年法律第127号）第10条第１項に基づ
き、市町村（特別区を含む。以下同じ。）が保
有する福祉部局所管の介護保険等の情報
を、同法の施行のために必要な限度において
地方公務員法（昭和25年法律第261号）第34
条の守秘義務に抵触することなく内部利用す
ることが可能であることを明確化し、参考とな
る情報を示しつつ、市町村等に通知した。
（「空家等対策の推進に関する特別措置法第
10条第１項に基づく福祉部局等がその事務
のために利用する目的で保有する情報の内
部利用について（情報提供）」令和５年３月30
日付け国土交通省住宅局住宅総合整備課、
総務省自治行政局公務員部公務員課、厚生
労働省社会・援護局保護課、老健局介護保
険計画課、保険局国民健康保険課、保険局
高齢者医療課事務連絡）

令和5年3月30日事務連絡５【総務省（14）】【厚生労働省（25）】【国土交通省（９）】
地方公務員法（昭25法261）及び空家等対策の推進に関する特別措置
法（平26法127）
空家等の所有者等に関する情報の内部利用（空家等対策の推進に関
する特別措置法10条１項）については、市町村（特別区を含む。以下こ
の事項において同じ。）が保有する福祉部局所管の介護保険等の情報
を、同法の施行のために必要な限度において地方公務員法34条の守
秘義務に抵触することなく内部利用することが可能であることを明確化
し、参考となる情報を示しつつ、市町村に令和４年度中に通知する。

第１次回答のとおり、空家等対策の推進に関する特別措置法第10条第
１項によって、同項に基づく、同項に規定する情報の利用に関しては、
地方公務員法第34条第１項との関係で問題とならないと解されるた
め、本件解釈については通知等によって示すこととしたい。
さらに提案にある介護保険、国民健康保険、生活保護に係る情報や、
地域包括支援センターが有する情報に関してどのような情報が空家等
対策の推進に関する特別措置法の目的を達成するために必要である
かを検討し、関係府省等と連携して空き家対策担当部局及び福祉関係
部局に対して周知することとしたい。

【全国知事会】
提案団体の提案を考慮した検討を求める。
【全国町村会】
提案団体の意見を十分に尊重し、積極的に検討していただきたい。

－

－ 【全国知事会】
国において必要と考える政策目的の実現に関わる場合であっても、国
が定める計画等の策定という手法に限らず、地方公共団体自らの工夫
に基づく計画的な手法によることも可能であると考えられるため、具体
的な実行手法は地方に委ねるよう、政策実施の方法などの見直しを行
うこと。

５【国土交通省】
（23）国土利用計画法（昭49法92）
（ⅰ）土地利用基本計画（９条１項）については、都道府県の事務の効
率化のため、令和４年度中に「国土利用計画法に基づく国土利用計画
及び土地利用基本計画に係る運用指針」（平29国土交通省国土政策
局）を改正し、以下の措置を講ずる。
・土地利用基本計画は、国土利用計画（都道府県計画）と一体のものと
して策定することが可能であることを、総合調整機能を発揮した事例と
併せて周知する。
・土地利用に関する重要な事項等の調査審議に関する審議会（38条）
の運営については、類似の審議会等との統合、書面やオンラインによ
る開催など、地域の実情に応じた柔軟な対応が可能であることを、先進
的な事例と併せて周知する。

土地利用基本計画の総合調整機能が図られた事例としては、例えば、
空港に隣接し、都市地域と農業地域が重複する地域で、市街化調整区
域を市街化区域に編入することに伴う農業地域縮小のための計画変
更について調整を行ったところ、国土交通省（航空部局）より、航空機
騒音の観点から、住居系及び工業系の土地利用規制により市街地整
備を図っていく計画案の変更の取りやめを求める意見が提出され、調
整の結果、住宅系の土地利用を取りやめ、工業系の土地利用のみとす
るよう計画案が修正された事例
鉄道沿線地域において、都市地域と農業地域が重複する地域で、開発
に伴い農業地域縮小のための計画変更について調整を行ったところ、
国土交通省（鉄道部局）より、鉄道騒音防止のため、騒音の影響を受
けやすい土地利用の配置を避ける観点から、「都市計画運用指針」で
は「鉄道沿線については、原則として、住居専用地域を定めないことが
望ましい」としていることとの整合を確認したところ、第一種低層住居専
用地域に指定されている地域は第一種住居地域に用途変更を行うこと
とされた事例（同様の事例で、緩衝帯の設置等の対策を確認した事例
も複数ある。）
などがある。
今後は、上記の事例を運用指針において紹介するなど、土地利用基本
計画の策定意義について更なる理解の促進に努めて参りたい。
その他、提案団体も土地利用基本計画の「計画図」を一元的に管理・
公表している土地利用調整総合支援ネットワークシステム（LUCKY）の
有用性を認めているところであるが、仮に計画策定義務が廃止された
場合、都道府県によっては計画図の更新が止まり、全国の土地利用状
況を網羅する情報プラットフォームとしての機能が十分に発揮できなく
なる恐れがある。そもそも、LUCKYは、国と都道府県の間で行われる土
地利用基本計画の変更協議（現在は意見聴取）にかかる作業効率化
のために、電子データでのやり取りを実現したものであることから、計
画の策定義務が廃止されることで、変更協議の円滑化というシステム
運用の目的が希薄になりLUCKYの運用維持が困難になる恐れがあ
る。

計画策定等の見直しは、閣議決定された「経済財政運営と改革の基本
方針2022」で「国が地方自治体に対し、法令上新たな計画等の策定の
義務付け・枠付けを定める場合には、累次の勧告等に基づき、必要最
小限のものとすることに加え、努力義務やできる規定、通知等によるも
のについても、地方の自主性及び自立性を確保する観点から、できる
限り新設しないようにするとともに、真に必要な場合でも、計画等の内
容や手続は、各団体の判断にできる限り委ねることを原則とする。あわ
せて、計画等は、特段の支障がない限り、策定済みの計画等との統合
や他団体との共同策定を可能とすることを原則とする。」と明記され、地
方からはこの原則明記を高く評価するとともに、既存の計画の見直しを
求める声が強まっている。
この原則を十分に踏まえ、地方からの提案が最大限実現するよう前向
きに対応いただきたい。
第１次ヒアリングにおいては、土地利用基本計画の策定は必須であり、
土地利用の調整は個別規制法上の手続だけでなく、関係行政機関か
らの意見聴取により図られているとのことであったが、関係行政機関か
らの意見聴取の実態について事例を示すなど、土地利用基本計画の
総合調整機能について具体的に示されたい。
第１次ヒアリングにおいては、第38条審議会運営における都道府県事
務の簡素化・効率化等について実情を調査した上で、具体的な対応策
について検討したいとのことであったが、第２次ヒアリング時に当該調
査結果に基づく第38条審議会運営の効率化対応策について具体的に
示されたい。また、土地利用基本計画の策定に当たり、国土利用計画
（都道府県計画）等の他計画との一体的な策定を可能とするなど、計画
の内容や手続の見直しを進めるべきではないか。



区分 分野

求める措置の具体的内容提案事項名
管理
番号

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの見解

提案区分

各府省からの第１次回答追加支障事例追加共同団体名その他（特記事項）団体名
制度の所管・関係

府省
根拠法令等

制度改正による効果
（提案の実現による住民の利便性の向上、行政の効率化等）

具体的な支障事例

142 B　地方に対
する規制緩
和

09_土木・
建築

港湾計画改
訂に伴う技術
的支援

港湾計画改訂時における
技術的支援を求める。

平成31年に当県港港湾計画の改訂を行ったが、改訂（長期構想策定も含む）
に約５年、また環境調査や調査検討費などの事業費として486百万円要して
おり、補助制度がないため単県費で大きな負担となっている。
そのため改訂において必要となる各種データについて提供いただいていると
ころであるが、今後はより多様なデータ提供や社会動向分析等の技術的支援
を求める。

地方自治体の技術的負担の軽減。 港湾法第３条の３ 国土交通省 広島県 茨城県、神奈
川県、川崎
市、石川県、
京都府、鳥取
県、山口県、
宮崎県、四日
市港管理組
合

○当県においても、港湾計画の改訂時期を迎えており、改訂に係る調査費等を試算すると
約200百万円に上り、県単費で大きな負担となっているため、改訂において必要な各種デー
タの提供等の技術的支援を求める。
○令和２年に当県港港湾計画の改訂を行ったが、改訂（長期構想策定も含む）に約６年、ま
た環境調査や調査検討費などの事業費として約120百万円要しており、補助制度がないた
め単県費で大きな負担となった。
○長期構想計画及び港湾計画の改訂は社会情勢の動向分析や将来の貨物量推計など、
技術的に高度な解析調査業務が必要であるが、このような業務に対する知見の少ない港湾
管理者にとっては国からの技術的支援が必要である。また、港湾計画改訂等にかかる業務
委託費はすべて単独府費となっており、府財政の大きな負担となっている。技術的支援に合
わせて財政的支援も必要である。
○当県においても令和２年に港湾計画の改訂を行ったが、策定にあたり1．5億円程度の費
用を要しており、補助や起債等の財政措置がなく、単県費で大きな負担となっている。

港湾計画の改訂については、地方公共団体等の港湾管理者が実施していますが、国
は、必要に応じて、港湾管理者に技術的支援を行っております（例えば、港湾管理者が
求める他港の事例や関連データの提供など）。
ご意見のありました、より多様なデータ提供や社会動向分析等についても、国として、
港湾管理者と意見交換を行いながら、技術的支援を進めて参りたい考えです。

港湾管理者との意見交換を通じて、改訂に当たって必要となるデータ
の提供や貨物量推計に関する最新の知見等の提供を積極的に行うな
ど、さらなる支援の充実に努めていただき、港湾管理者の負担軽減と
なるよう支援をお願いします。

様々な採水手法が想定される水質調査を一律に規制対象外とすること
は困難だと理解できるが、当県の水質調査の行為内容は、次のように
船舶交通に支障をきたすとは考えられない。
・船長等の船員は、調査員と別に配置し、周囲の航行の状況を常に確
認していること
・調査船は作業中、エンジンを起動したままアンカーを下ろさないため、
緊急時には直ちに作業を中止し移動可能であること
・海中投入する資機材は、漁具と比較しても大きさや数量がはるかに
小さく、ロープが他船に絡む等周囲に及ぼす危険性が低いこと
・作業時間は、３分から長い場合でも30分程度と短時間であること
・採水作業は、基本的に海面状況が安定した状態で行い、低気圧接近
時や強風時等海面が荒れる場合は作業を中止等しており、漂流等によ
り船舶航行の安全に支障を及ぼす可能性が低いこと
以上のとおり、船舶交通に対する安全確保に細心の注意を払ってお
り、規制対象外の漁具の設置を含む漁業やレジャー目的の遊漁船等
の行為の態様と比較しても、現状の規制は必要以上に過度なものと考
える。軽微な作業まで一律に同様の手続きを求めることは、作業実施
者にとって大きな負担となっていると考える。
また、許可や届出の対象となる海域や行為が具体的に公表されておら
ず、その都度、対象か否かを海上保安部に確認することが必要な状況
の中で、水質汚染事故等の緊急時の水質調査などは予見できない
ケースもある。
ついては、船舶交通に支障をきたす恐れのない軽微な作業について
は、港則法及び海上交通安全法において手続きが必要な行為から除
外いただくことを再度ご検討いただきたい。

【現行制度について】
当県においては水質調査等のため、委託を含めた海上での採水作業を実施
している。
この採水作業に際しては、港則法及び海上交通安全法の適用対象であり、許
可申請や届出等の必要がある。
【支障事例】
採水作業等に係る許可申請や届出等に関する記載項目や海図の提出など作
業負担が大きい。
さらに審査期間を見越して作業日の一か月前までの提出も負担となっており、
悪天候等による調査予定日やその予備日を過ぎる場合は再度、許可申請が
必要となっている。また調査を民間業者に委託する場合は受託書の提出も求
められており、委託契約の都合上、４月から行う調査は一か月前までの申請
が困難となっている。
【制度改正の許容性】
漁具の設置を含めた漁業を行うために必要とされる行為やレジャー目的の行
為等は許可申請や届出等の対象外となっているにも関わらず、船長がデッキ
に常駐し、いかりを下ろすことなく30分程度停泊して採水及び採泥作業を行う
行為は対象となっている。水質調査等も行為の態様は変わらないことから、船
舶の安全な航行に支障をきたすとは考えにくい。

港則法第31条第１
項、海上交通安全
法第40条第１項、同
法第40条第７項、同
法第41条第１項、同
法第41条第４項、同
法施行規則第24
条、同施行規則第
26条

国土交通省 広島県、宮
城県、愛媛
県

茨城県、川崎
市、長崎県、
熊本市

－ 採水作業を含む水質調査の行為内容は、通常の航行形態と異なり、一定の場所への
船舶の停留や資機材の海中への投入を伴うものであることから、船舶交通に支障を及
ぼす恐れがある。また、船舶交通の安全を確保する観点から、水質調査を行う際は、
作業実施者において所要の安全対策を講じる必要があり、当庁としても事前に、その
内容を確認する必要がある。このため、原則として、このような行為は海上交通安全法
及び港則法上の許可等の対象と位置付けており、一律に規制対象から除外することは
困難である。
書類の提出期限に係るご指摘事項については、審査に当たり、船舶交通に与える影響
を踏まえた安全対策の精査や港則法等に基づく航行制限の要否等を判断する必要が
あるため、原則１ヵ月前までの書類提出を求めているところであるが、ご指摘のような
比較的迅速な処理が可能な許可申請については、申請の内容を事前にご相談いただ
くことによって、申請書が１ヶ月前を過ぎて提出されることも可としている。

地域における住宅に対する多様な需要に対応し、当該地域における居住の
安定を確保することは重要な課題であり、公営住宅についても本来の入居対
象者の入居が阻害されない範囲内で地域の実情に対応した弾力的な活用
（以下「地域対応活用」という。）を実施することが求められている。
この地域対応活用に係る公営住宅の目的外使用の承認を得るためには、「公
営住宅地域対応活用計画」（以下「活用計画」という。）を地方整備局に提出し
承認を得る必要があり、承認がおりるまでに相当の期間を要するものとなって
いる。
当市においても、人口減少対策や定住促進を目的とし、公営住宅の空き住戸
を活用して若者へ住戸を提供する社会実験を行うため、当該住戸に係る活用
計画の承認手続を平成21年２月27日国住備第117号国土交通省住宅局長通
知に基づき行ったが、承認を得るまでに４ヶ月程度の期間を要した。
地方整備局に提出する活用計画において、その目的及び必要性を記載する
必要があるが、その記載例として同通知に「ＵＩＪターン等により居住を希望す
る若者単身者向けの住宅が地域内に不足しているため」が挙げられている。
したがって、当市としては、人口減少対策や定住促進が目的外使用の目的及
び必要性として一般に認容されているものと考えており、そうであればそうした
目的による目的外利用について改めて事前に活用計画を地方整備局に提出
して承認を得る必要性は乏しく、事後報告や事前報告等の報告制とすれば足
りるものと考える。
今後、人口減少対策や定住促進施策を推進するには、公営住宅の目的外利
用承認に係る施策の迅速な推進が図られるようにすることが必要と考え、当
該手続の見直しを求める。
なお、報告制とすることが困難な場合にも、活用計画の記載事項の簡素化や
承認可能な記載例の周知徹底など、幅広に手続の見直しを求める。
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09_土木・
建築

地域対応活
用に係る公
営住宅の目
的外使用に
おける国の承
認手続の見
直し

人口減少対策や定住促進
を目的とした場合の地域対
応活用に係る公営住宅の
目的外使用における国の
承認手続については、事後
報告又は事前報告等をもっ
て足りることとすることで、
補助金等に係る予算の執
行の適正化に関する法律
第22条の承認があったもの
として取り扱うなど、幅広に
手続の見直しを求める。

人口減少対策や定住促進を目的とした場合の公営住
宅の目的外使用に係る承認手続の見直しを行うこと
で、迅速に人口減少対策や定住促進を推進することが
でき、ひいては地域の活性化を図るとともに、行政の効
率化を図ることができる。

「公営住宅の地域対
応活用について」
（平成21年２月27日
国住備第117号国土
交通省住宅局長通
知）、補助金等に係
る予算の執行の適
正化に関する法律
第22条

水質調査に係る海上での
採水作業等について、以下
のとおり許可申請、事前通
知又は届出の規制対象か
ら除外する。
①港則法については通知
を改正し、採水作業等は同
法第31条の「工事又は作
業」に含まれないこととす
る。
②海上交通安全法につい
ては通知の発出等により、
採水作業等は同法第40条
第１項第１号及び第41条第
１項第１号の「工事又は作
業」に含まれないこととす
る。または同法施行規則第
24条及び第26条に「採水作
業等に関すること」を追加
し、同法第40条第１項ただ
し書及び第41条第１項ただ
し書の除外規定の適用を
受けることとする。
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交通

水質調査等
に係る海上で
の採水作業
等について、
港則法上の
港長等の許
可や海上交
通安全法上
の海上保安
庁長官の許
可又は海上
保安庁長官
への届出を
不要とするこ
と

行政や民間事業者の事務負担の軽減が見込まれる。

国土交通省 長崎市 さいたま市、
松本市、京都
府、兵庫県、
熊本市、宮崎
市

－ 地域対応活用計画に基づく公営住宅の目的外使用については、地域における住宅に
対する多様な需要に対応し、当該地域における居住の安定を確保することを目的とし
て、公営住宅の本来の入居対象者の入居が阻害されない範囲内で弾力的な活用を認
めているものであるが、「目的外使用」であるため、補助金等に係る予算の執行の適正
化に関する法律（昭和30年法律第179号）第22条に基づく承認が必要となる。
そのため、計画内容が、地域における居住の安定確保に資するものかどうか、公営住
宅の本来入居対象者の入居が阻害されないかどうか確認した上で、承認をする必要が
あり、報告制とすることは困難であるが、今回のご提案については、実際の承認事務を
担当する地方整備局、北海道開発局及び内閣府沖縄総合事務局の担当職員等に対
する、承認可能な事例に関する周知を行うなど、必要な対応を検討することとしたい。
なお、通常は概ね２～３週間程度で承認を行っているところ、引き続き迅速な承認に努
めて参りたい。

１次回答において、「目的外使用」であるため、補助金等に係る予算の
執行の適正化に関する法律第22条に基づく承認が必要とのことである
が、同じく公営住宅の目的外使用である犯罪被害者等の公営住宅へ
の入居等については、公営住宅の本来の入居対象者の入居を阻害せ
ず、公営住宅の適正かつ合理的な管理に支障のない範囲内で、一定
の要件を満たした上であれば事後報告を持って承認があったものとさ
れている。
このように、目的外使用であっても一般に適正と認められる目的の利
用である場合は、事後報告により承認があったものとすることが現に認
められており、他の目的外使用についても、その目的が一般に適正と
認められるものであれば報告制とすることは可能と考える。
提案の地域対応活用計画に基づく公営住宅の目的外使用について
は、「公営住宅の地域対応活用について」（平成21年２月27日国住備
第117号国土交通省住宅局長通知）において、その使用目的の例示と
して「UIJターン等により居住を希望する若年単身者向けの住宅が地域
内に不足しているため。」と示されており、このような人口減少対策や定
住促進については、地域対応活用の趣旨に沿った適正な目的であり、
目的外使用承認の理由として一般に認容されていると思われる。その
ため、人口減少対策や定住促進を目的とした場合の地域対応活用に
係る公営住宅の目的外使用においては、事後報告で足りる場合の要
件を明確にすることで、報告制を可能とすることを検討いただきたい。
なお、報告制とすることが困難な場合にも、承認手続きの迅速化のた
めに計画書の記載事項の簡素化（過去３年の応募状況などは直近の１
年のみとする等）を検討していただきたい。



措置方法
（検討状況）

実施（予定）
時期

これまでの措置（検討）状況 今後の予定

令和４年の地方からの提案等に関する対応方針（令和４年12月20日閣議決定）記載内容

対応方針の措置（検討）状況

各府省からの第２次回答提案募集検討専門部会からの主な再検討の視点（重点事項）地方六団体からの意見各府省からの第１次回答を踏まえた追加共同提案団体からの見解

－ 【全国知事会】
港湾計画の改訂においては、多大な人役や予算を要することから、一
層の技術的支援を行うなど、さらなる支援の充実に努めること。

港湾計画の改訂においては、ご提案を踏まえ、必要となるデータの提
供や貨物量推計に関する最新の知見等の提供を積極的に行うなど、
港湾管理者と意見交換を行いながら、国として、港湾管理者の負担軽
減となるよう技術的支援を進めて参りたい考えです。

５【国土交通省】
（10）港湾法（昭25法288）
港湾計画（３条の３）については、船舶の大型化などの関連データや社
会動向分析、貨物量推計に関する最新の知見等のデジタル技術も活
用した提供など、当該計画の変更における港湾管理者の負担軽減に
資する技術的支援の在り方について検討し、令和４年度中に結論を得
る。その結果に基づいて必要な措置を講ずる。

通知等 令和5年3月17日 港湾計画（３条の３）については、船舶の大型
化などの関連データや社会動向分析、貨物
量推計に関する最新の知見等のデジタル技
術も活用した提供など、当該計画の変更にお
ける港湾管理者の負担軽減に資する技術的
支援の在り方について、地方整備局等に通
知を発出した。

港湾計画策定業務に係る港湾管理者への技
術的支援について(令和５年３月17日付け国
土交通省港湾局計画課長通知)

通知 令和５年２月22日 港則法及び海上交通安全法に基づく許可等
申請手続きについて、地方公共団体の事務
負担を軽減する観点から、作業の都度個別
に申請するのではなく、一定期間内の作業に
ついて一括して申請するなど、柔軟な対応が
現行制度上でも可能であることを明確化する
ため、各都道府県主管部局長宛に通知を発
出した。

港則法及び海上交通安全法に基づく許可等
申請手続について（令和５年２月22日海上保
安庁交通部航行安全課長通知）

地方公共団体及び地方整備局等の公営住宅
担当者向けの研修会等において、地域対応
活用計画の承認事例や承認に当たっての留
意事項等を周知した。

地方整備局向け打合せ：令和4
年10月17日
公営住宅管理担当者研修会
（地方公共団体向け）：令和4年
10月20日、令和4年10月27日、
令和4年11月10日
公営住宅整備事業等担当者会
議（地方整備局・地方公共団体
向け）：令和5年1月19日

研修会等による周知

５【国土交通省】
（２）港則法（昭23法174）及び海上交通安全法（昭47法115）
港則法及び海上交通安全法に係る作業の許可申請等（港則法31条１
項及び45条並びに海上交通安全法40条１項及び７項並びに41条１項
及び４項）に係る事務手続については、地方公共団体の事務負担を軽
減する観点から、作業の都度個別に申請するのではなく、一定期間内
の作業について一括して申請するなど、柔軟な対応が現行制度上も可
能である旨を明確化し、地方公共団体に令和４年度中に周知する。

 一次回答のとおり、船舶交通の安全確保の観点から、採水作業を含
む水質調査の実施に際して、所要の安全対策が講じられているか当庁
としても確認する必要があるため、規制対象から除外することは困難で
ある。
なお、港則法及び海上交通安全法ともに、船舶交通の安全上必要な海
域についてのみ許可申請等を求めているところである。
そのうえで、書類の提出期限等の手続き上の負担について、一次回答
のとおり、申請の内容を事前にご相談いただき、その内容を把握するこ
とができれば、申請書が１ヶ月前を過ぎて提出されることも含め現状で
も既に合理的な対応を行っている。また、ご懸念のような、事故発生等
により、緊急に調査を実施する必要がある場合においても、まずは電
話等で必要事項をあらかじめご連絡いただければ、迅速に許可等を出
すことは可能であるので、まずは最寄りの海上保安部署にご相談いた
だきたい。
一方、本提案を受けて、自治体の抱える支障事例を管下部署に共有
し、手続き面における合理化を再度徹底するとともに、前述のような柔
軟な対応について関係者に認知していただけるよう周知を行うこととし
たい。

－ 【全国知事会】
提案団体の提案を考慮した検討を求める。

－ 【全国知事会】
提案団体の提案を考慮した検討を求める。
【全国町村会】
提案団体の意向を踏まえ適切な対応を求める。

５【国土交通省】
（13）公営住宅法（昭26法193）
公営住宅の地域対応活用については、地域対応活用計画の承認手続
の迅速化を図るため、地方整備局等から当該計画の承認事例を収集
し、当該事例や、承認に当たっての留意事項を、会議等を通じて地方
整備局等及び地方公共団体に令和４年度中に周知する。

地域対応活用計画に基づく公営住宅の目的外使用については、地域
における住宅に対する多様な需要に対応し、当該地域における居住の
安定を確保することを目的として、公営住宅の本来の入居対象者の入
居が阻害されない範囲内で弾力的な活用を認めているものであり、活
用目的の内容のみならず、計画内容が公営住宅の本来入居対象者の
入居が阻害されないかどうか確認した上で承認をする必要があること
から、ご提案の事後報告制とすることは困難であるが、ご提案の趣旨
を踏まえ、承認までの手続きを迅速化することを目的として、実際の承
認事務を担当する地方整備局、北海道開発局及び内閣府沖縄総合事
務局（以下「各地方整備局等」という）より、地域対応活用計画の承認を
行っている事例を収集し、承認した計画の事例及び承認にあたっての
考え方を各地方整備局等担当職員間で本年中にも共有することとす
る。
さらに、公営住宅の事業主体の計画策定に資するよう、承認された計
画の事例、策定の留意点については10月以降開催される公営住宅の
担当者向けの研修会等で周知を行うこととする。
なお、ご見解の事例として挙げられている犯罪被害者等（災害被災者、
DV被害者、シックハウス症候群患者、ウクライナ避難民等）について
は、「住宅困窮」の緊急性が特に高いこと等の観点から、事後報告のみ
で足りることとしている。



区分 分野

求める措置の具体的内容提案事項名
管理
番号

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの見解

提案区分

各府省からの第１次回答追加支障事例追加共同団体名その他（特記事項）団体名
制度の所管・関係

府省
根拠法令等

制度改正による効果
（提案の実現による住民の利便性の向上、行政の効率化等）

具体的な支障事例
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03_医療・
福祉

サービス付き
高齢者向け
住宅の登録
基準の強化・
緩和に係る
高齢者居住
安定確保計
画の策定廃
止

登録基準の強化・緩和にか
かる高齢者居住安定確保
計画の策定を廃止し、計画
の策定有無に関わらず登
録事務を実施する自治体
の裁量とすること。

市町村高齢者居住安定確保計画の策定は任意であるものの、高齢者の居住
の安定確保に関する法律施行規則において、市町村高齢者居住安定確保計
画でサービス付き高齢者向け住宅の登録基準（面積基準、設備等）を強化又
は緩和することができるとされており、登録基準を緩和強化する場合には計
画を策定する必要がある。当市ではサービス付き高齢者向け住宅の充実を
目的に、登録基準の強化・緩和を行うために高齢者居住安定確保計画を策定
しているが、策定に多大な事務負担を要している。

策定に係る事務負担が軽減され、事業実施に注力する
ことができる

高齢者の居住の安
定確保に関する法
律（平成13年法律第
26号）第４条の２第２
項、国土交通省・厚
生労働省関係高齢
者の居住の安定確
保に関する法律施
行規則（平成23年厚
生労働省・国土交通
省令第２号）第15条
の２第１項

厚生労働省、
国土交通省

指定都市市
長会

いわき市、千
葉市、川崎
市、豊田市、
京都市、広島
市

－ 高齢者の居住の安定確保に関する法律（以下「高齢者住まい法」という。）では、地域
の実情に応じて、高齢者の居住の安定確保に係る施策を総合的かつ効果的に推進す
るため、住民に最も身近な市町村において、市町村高齢者居住安定確保計画を策定
できることとし、当該計画に、区域内における高齢者に対する賃貸住宅及び老人ホー
ムの供給の目標やその目標を達成するために必要なものを定めることとしている。
高齢者住まい法第５条第１項に規定されるサービス付き高齢者向け住宅（以下「サ高
住」という。）の登録の基準の一つとして、同法第７条第１項第９号は、「市町村高齢者
居住安定確保計画が作成されている市町村にあっては、基本方針及び市町村高齢者
居住安定確保計画に照らして適切なものであること」と規定しており、同号に基づく国土
交通省・厚生労働省関係高齢者の居住の安定確保に関する法律施行規則第15条の２
に基づき行われる規模及び設備等の基準の強化又は緩和は、サ高住の登録申請者
が当該市町村における登録基準及び登録基準の強化又は緩和の背景を容易に把握
できる観点からも、法令等に基づく高齢者居住安定確保計画において行われる必要が
ある。
また、地域の実情に応じたサ高住の供給促進を図るため、高齢者の居住の実態や住
宅の供給状況等を踏まえて、高齢者居住安定確保計画に供給目標等を定めることとし
ており、当該基準の強化又は緩和は、地域の住宅事情等に応じた柔軟な施策展開を
可能とするために設けられていることから、供給目標等の設定と一体となって同計画に
位置付けることが適当である。
なお、「住生活基本計画（都道府県計画）の変更について」（令和３年６月30日国住政
第20号、国不土第38号）に記載のとおり、市町村が法令等に基づき策定する住宅関係
の計画については、各法令等に定める所定の手続を踏めば、一の計画として策定して
差し支えなく、これにより、策定に係る事務負担は一定程度軽減されるものと考える。

登録基準の強化又は緩和にあたっては、高齢者居住安定確保計画を
策定したうえで、地方公共団体が登録事務に必要な事項（登録基準な
ど）を要綱等で定めているところである。計画策定又は改定には多大な
労力がかかることから、計画策定を必須とせず、要綱等で登録基準の
強化又は緩和を行えるようにしていただきたい。また、住宅関係の計画
に関して、各法令等に定める所定の手続を踏めば、一の計画として作
成して差し支えないと示していただいたところであるが、市町村におい
ては、住生活基本計画の策定が任意とされていることも踏まえ、高齢
者居住安定確保計画を単独で策定する場合の住民の意見聴取などの
手続の義務付けの緩和についても検討していただきたい。

土地利用基本計画図の変更において、変更手続の簡
素化及び円滑化が図られるとともに、第38条審議会へ
の諮問手続に係る委員負担及び事務局負担の大幅な
軽減が期待される。

国土利用計画法第
９条第10項、第14項

宮城県、城陽
市、兵庫県、
岡山県、福岡
県、長崎県

○森林地域の変更（１ha以上の林地開発許可に伴う森林地域の縮小）については、制度
上、林地開発完了後に審議会へ諮ることとなるため、審議会で変更の是非について議論す
る余地がなく、審議会委員から疑義を呈されている。
○森林地域については、現況が変わってから図面変更するため、完全に後追いとなってお
り、審議会への意見聴取の必要性は低い。当県では、運用で林地開発許可申請直後に会
長等に意見聴取し、審議会へは報告事項としている。

179 B　地方に対
する規制緩
和

01_土地利
用（農地除
く）

国土利用計
画法に定め
る土地利用
基本計画の
変更手続に
ついて、個別
規制法に基
づく土地利用
規制変更に
伴い「計画
図」を変更す
る場合には
審議会への
意見聴取を
不要とするこ
と

国土利用計画法により、土
地利用基本計画を変更す
る場合にはあらかじめ同法
第38条第１項の審議会そ
の他の合議制の機関（以下
「第38条審議会」という。）
の意見を聴かなければなら
ないこととされているが、個
別規制法に基づく土地利用
規制の変更に伴う「計画
図」の変更に限っては、審
議会への意見聴取を不要
とすることを求める。

土地利用基本計画は、土地利用の調整等に関する事項を文章表示したもの
（以下「計画書」という。）と５つの地域区分（都市地域、農業地域、森林地域、
自然公園地域、自然保全地域）を５万分の１の地形図により定めたもの（以下
「計画図」という。）で構成されている。
国土利用計画法第９条第10項の規定により、土地利用基本計画を定める場
合には、「あらかじめ、第38条第１項の審議会の意見を聴かなければならな
い」とされており、第９条第14項では土地利用基本計画の変更（政令で定める
軽易な変更を除く。）についても同様の扱いとされている。
「計画書」については、必要に応じて、第38条審議会への諮問手続を行い、
「計画書」の変更を行うとともに、定期的に、モニタリング調査を実施し、その
進捗管理に努めているところであり、現況を把握した上で土地政策全体を見
直すことにより、より効果的な土地政策の実現を図るとする国土利用計画法
の趣旨は担保されている。
他方で、「計画図」については、「計画書」に付随して作成される性質のもので
あり、「計画図」における５つの地域区分は個別規制法の定める区域と密接に
関係するものであるため、個別規制法に基づく変更と一体的に変更を行うこと
が望ましいとされている。（国土利用計画法に基づく国土利用計画及び土地
利用基本計画に係る運用指針第２章Ⅲ４（２））
個別規制法における土地利用規制の変更については、計画書策定時に第38
条審議会から答申を受け策定した「計画書」に即して行われていることに加
え、個別規制法に基づいて設置されている審議会等において十分に議論が
行われていることから、「計画図」の変更のみに止まる場合は、土地政策全体
の調整の必要性が乏しく、その都度第38条審議会へ諮問することは、形式的
な事務となっている。
とりわけ、森林地域の変更（林地開発許可に伴う森林地域の縮小）に関して
は、林地開発完了後、事後的に第38条審議会へ諮問する制度設計となって
おり、審議会に諮問する実益が失われている。

194 B　地方に対
する規制緩
和

03_医療・
福祉

登録基準の
強化・緩和に
かかる市町
村賃貸住宅
供給促進計
画の策定廃
止

登録基準の強化・緩和にか
かる賃貸住宅供給促進計
画の策定を廃止し、計画の
策定有無に関わらず登録
事務を実施する自治体の
裁量とすること。

市町村賃貸住宅供給促進計画の策定は任意であるものの、住宅確保要配慮
者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律施行規則において、市町村
賃貸住宅供給促進計画でセーフティネット住宅の登録基準（面積基準、備える
設備等）を強化又は緩和することができるとされており、登録基準を緩和強化
する場合には計画を策定する必要がある。当市では、セーフティネット住宅の
登録希望物件と面積要件のミスマッチを防ぐとともに、住宅確保要配慮者の
ニーズに合った低廉な家賃の登録住宅を増やすことを目的に、登録基準（面
積基準）の緩和を行うために神戸市住宅確保要配慮者向け賃貸住宅供給促
進計画を策定しているが、策定に多大な事務負担を要している。

策定に係る事務負担が軽減され、事業実施に注力する
ことができる

国土交通省 千葉県、長
野県、高知
県

登録基準の強化又は緩和にあたっては、賃貸住宅供給促進計画を策
定したうえで、地方公共団体が登録事務に必要な事項（登録基準など）
を要綱等で定めているところである。計画策定又は改定には多大な労
力がかかることから、計画策定を必須とせず、要綱等で登録基準の強
化又は緩和を行えるようにしていただきたい。また、住宅関係の計画に
関して、各法令等に定める所定の手続を踏めば、一の計画として作成
して差し支えないと示していただいたところであるが、市町村において
は、住生活基本計画の策定が任意とされていることも踏まえ、市町村
賃貸住宅供給促進計画を単独で策定する場合の協議会への意見聴取
などの手続の義務付けの緩和についても検討したうえで、明確に示し
ていただきたい。

住宅確保要配慮者
に対する賃貸住宅
の供給の促進に関
する法律第６条第１
項、住宅確保要配
慮者に対する賃貸
住宅の供給の促進
に関する法律施行
規則第16条

国土交通省 指定都市市
長会

いわき市、千
葉市、川崎
市、京都市、
広島市

－ 住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律（以下「セーフティ
ネット法」という。）では、地域の実情に応じて、住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅
（セーフティネット住宅）の供給の促進に関する施策を総合的かつ効果的に推進するた
め、住民に身近な市町村において、市町村賃貸住宅供給促進計画を策定できることと
し、当該計画に区域内における供給の目標やその目標を達成するために必要なものを
定めることとしている。
地域の実情に応じたセーフティネット住宅の供給促進を図るため、住宅確保要配慮者
の居住の実態や住宅の供給状況等を踏まえて、賃貸住宅供給促進計画に供給目標等
を定めることとしており、当該基準の強化又は緩和は、地域の住宅事情等に応じた柔
軟な施策展開を可能とするために設けられていることから、供給目標等の設定と一体
となって同計画に位置付けることが適当である。
また、セーフティネット住宅を地域に適切に供給するという観点から、その登録基準の
強化又は緩和の検討にあたっては、地方公共団体のみで意思決定を行うのではなく、
賃貸住宅の提供者、居住支援を行っている者等の意向も十分に踏まえた上で進める
べきであり、賃貸住宅供給促進計画中に規定し、セーフティネット法に基づいて協議会
への意見聴取といった手続きを踏む必要がある。
したがって、登録基準の強化又は緩和に際しては、引き続き賃貸住宅供給促進計画の
作成を必須のものとする。
なお、計画作成事務の合理化については、昨年新たな住生活基本計画（全国計画）が
作成されたことから、同年６月に「住生活基本計画（都道府県計画）の変更について」
（令和３年６月30日国住政第20号、国不土第38号）を発出し、市町村が法令等に基づき
作成する住宅関係の計画に関し、各法令等に定める所定の手続を踏めば、一の計画
として作成して差し支えないと示したところである。加えて、令和３年の地方からの提案
等に関する対応方針（令和３年12月21日閣議決定）において、都道府県賃貸住宅供給
促進計画の作成手続きに関し、事務負担軽減に資するような方策について、令和４年
度中に通知することとしており、引き続き地方公共団体の事務の合理化に努めて参り
たい。

「「計画図」の変更に際しても、審議会において、都道府県土の事情に
詳しい有識者から、大所高所の観点から都道府県土の利用につき意
見を聴取し、可能な限り土地政策に反映させたり、民意の反映に努め
る必要がある。」とのことであるが、土地利用規制の変更は、土地利用
基本計画に即して行われるものであることに加え、個別規制法の枠組
みの中で各審議会等において議論されることから、第38条審議会での
議論の内容が重複することとなり、また事実上、追認となっている。
特に、林地開発許可との関係については、国土交通省事務連絡等に
おいて、開発行為の完了後に地域森林計画の対象森林の除外と「計
画図」の変更を行うこととされているところ、開発行為完了後に第38条
審議会において後追いで「計画図」の変更を議論することは意見の反
映の余地がなく、全く意味がないものであると考える。
さらに、国土交通省が示す「運用指針」では、この点について「林地開
発許可が出た時点で第38条審議会へ報告する」、「森林地域の縮小そ
のものの是非ではなく、その後の当該土地及び周辺土地の利用調整を
論点とする」といった対応策が示されているが、いずれも審議会に意見
聴取をする本来の趣旨にそぐわないものであり、論点のすり替えにす
ぎないと考えている。
また、「書面による議決や審議会の長による専決も可能」とのことであ
るが、そうであるならば、やはり審議会の意見聴取を必須としている意
味はないと考える。
以上を踏まえ、個別規制法に基づく土地利用規制変更に伴う「計画図」
の変更についての審議会への意見聴取は不要であると考えており、是
非とも前向きにご検討いただきたい。

「計画図」は五地域（都市、農業、森林、自然公園、自然保全）の状況を、その重複状況
や周辺の土地利用、施設立地も含めて、空間的にわかりやすく地図上に示したもので
あり、その変更は土地利用基本計画による土地利用調整の主たる部分を占めている。
実際に第38条審議会では「計画書だけでは具体のところがないのでわかりにくい」とい
う声も出ている。
国土利用計画法第２条の基本理念にもあるように「国土の利用は、公共の福祉を優先
させ、自然環境の保全を図りつつ、地域の自然的、社会的、経済的及び文化的諸条件
に配意して」行うものであることから、法の趣旨を達成するためには、「計画書」はもとよ
り「計画図」の変更に際しても、審議会において、都道府県土の事情に詳しい有識者か
ら、大所高所の観点から都道府県土の利用につき意見を聴取し、可能な限り土地政策
に反映させたり、民意の反映に努める必要がある。
なお、第38条に基づく審議会の組織及び運営は条例制定を含め自治事務として都道
府県の裁量に委ねているところであり、審議会の開催についても、既に書面による議決
や審議会の長による専決も可能となっている。上記により、負担を軽減していただくな
ど、各都道府県の実情に即して柔軟に対応いただける仕組みとなっている。



措置方法
（検討状況）

実施（予定）
時期

これまでの措置（検討）状況 今後の予定

令和４年の地方からの提案等に関する対応方針（令和４年12月20日閣議決定）記載内容

対応方針の措置（検討）状況

各府省からの第２次回答提案募集検討専門部会からの主な再検討の視点（重点事項）地方六団体からの意見各府省からの第１次回答を踏まえた追加共同提案団体からの見解

１次回答のとおり、高齢者の住まいに係る施策を総合的かつ計画的に
展開する観点から、高齢者居住安定確保計画は、地域における高齢
者の住まいの供給に係る状況や要介護状態等にある高齢者の住まい
の実態を把握し、高齢者に対する賃貸住宅及び老人ホームの供給の
目標、その供給の促進に関する事項等を定めることとしている。
ご提案のサービス付き高齢者向け住宅の登録基準の強化・緩和につ
いては、地域における高齢者に対する賃貸住宅等の供給の目標およ
び実態に基づいて目標達成の手段の一つとして行われるものであるこ
とから、供給目標等の設定と一体となって同計画に位置付けることが
適当である。このため、引き続き、高齢者居住安定確保計画において、
登録基準の強化・緩和を行うこととする。
また、前述のとおり、高齢者居住安定確保計画の実施に当たっては、
地方公共団体のみならず、関係事業者、居住者等各主体の理解と協
力を得て、共助や自助の取り組みを促していくことが重要であることか
ら、住民の意見を反映させるために必要な措置を講ずるよう努めるもの
としている。
なお、高齢者居住安定確保計画は住生活基本計画だけではなく、各法
令等に定める所定の手続を踏めば、 他の計画と一体的に策定する工
夫も考えられることから、これによっても策定に係る事務負担は一定程
度軽減されるものと考えられ、引き続き、地方公共団体の事務の合理
化に努めてまいりたい。

５【厚生労働省（41）】【国土交通省（27）】
高齢者の居住の安定確保に関する法律（平13法26）
高齢者居住安定確保計画（４条１項及び４条の２第１項）については、
地方公共団体の事務負担を軽減するため、政策的に関連の深い他の
計画等と一体のものとして策定することが可能であることを明確化し、
地方公共団体に令和５年中に周知する。

地方公共団体に向けた全国会
議（全国介護保険・高齢者保健
福祉担当課長会議、公営住宅
整備事業等担当者会議）で周知

・全国介護保険・高齢者保健福
祉担当課長会議：令和５年３月
８日
・公営住宅整備事業等担当者
会議：令和５年６月22日

高齢者居住安定確保計画については、地方
公共団体の事務負担を軽減するため、政策
的に関連の深い他の計画等と一体のものとし
て策定することが可能である旨、厚生労働省
が主催する全国会議（全国介護保険・高齢者
保健福祉担当課長会議）及び国土交通省が
主催する全国会議（公営住宅整備事業等担
当者会議）で周知した。

－ 【全国知事会】
国において必要と考える政策目的の実現に関わる場合であっても、国
が定める計画等の策定という手法に限らず、地方公共団体自らの工夫
に基づく計画的な手法によることも可能であると考えられるため、具体
的な実行手法は地方に委ねるよう、法令や政策実施の方法などの見
直しを行うこと。

計画策定等の見直しは、閣議決定された「経済財政運営と改革の基本
方針2022」で「国が地方自治体に対し、法令上新たな計画等の策定の
義務付け・枠付けを定める場合には、累次の勧告等に基づき、必要最
小限のものとすることに加え、努力義務やできる規定、通知等によるも
のについても、地方の自主性及び自立性を確保する観点から、できる
限り新設しないようにするとともに、真に必要な場合でも、計画等の内
容や手続は、各団体の判断にできる限り委ねることを原則とする。あわ
せて、計画等は、特段の支障がない限り、策定済みの計画等との統合
や他団体との共同策定を可能とすることを原則とする。」と明記され、地
方からはこの原則明記を高く評価するとともに、既存の計画の見直しを
求める声が強まっている。
この原則を十分に踏まえ、地方からの提案が最大限実現するよう前向
きに対応いただきたい。
第１次回答において、登録基準の強化又は緩和に際しては、高齢者居
住安定確保計画の策定を必須のものとするとのことであるが、登録基
準の強化又は緩和を定めるに当たって一定の適正な手続を経たもので
あれば、計画という形式をとらず要綱等によることとしても問題ないの
ではないか。
都道府県においては、住生活基本計画の策定が義務付けられている
ため、住生活基本計画と一の計画として策定することにより事務負担
の軽減が図られる一方で、市町村においては、住生活基本計画の策
定が任意とされているため、住生活基本計画と一の計画として策定す
ることを可能とするのみでは必ずしも事務負担の軽減は図られない。そ
のため、高齢者居住安定確保計画を単独で策定する際の所定の手続
きの簡略化についても検討すべきではないか。

運用指針の改正 令和5年3月15日 土地利用基本計画制度の運用に際して、各
都道府県がより効率的に当該制度を運用で
きるよう、「国土利用計画法に基づく国土利用
計画及び土地利用基本計画に係る運用指
針」（平29国土交通省国土政策局）を改正し、
その旨を都道府県に通知した。

「国土利用計画法に基づく国土利用計画及び
土地利用基本計画に係る運用指針」の改正
について（令和５年３月15日付け 国国計管第
105号 国土交通省国土政策局長通知）

－

－ 【全国知事会】
国において必要と考える政策目的の実現に関わる場合であっても、国
が定める計画等の策定という手法によらず、地方公共団体自らの工夫
に基づく計画的な手法に寄ることも可能であると考えられるため、具体
的な実行手法は地方に委ねられるよう、法令や政策実施の方法などの
見直しを行うこと。
【全国町村会】
提案団体の意向を踏まえ適切な対応を求める。

市町村に対し、市町村賃貸住宅供給促進計
画と他の計画等と一体のものとして策定する
ことによる、市町村の事務負担の軽減に資す
るような方策を通知した。（「市町村賃貸住宅
供給促進計画と住生活基本計画の一体的な
作成について（周知）」令和５年３月20日付け
国土交通省住宅局住宅総合整備課事務連
絡）

令和5年3月20日事務連絡５【国土交通省】
（30）住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律
（平19法112）
市町村賃貸住宅供給促進計画（６条１項）については、政策的に関連
の深い他の計画等と一体のものとして策定することによる、市町村の
事務負担の軽減に資するような方策について、市町村に令和４年度中
に通知する。

計画策定等の見直しは、閣議決定された「経済財政運営と改革の基本
方針2022」で「国が地方自治体に対し、法令上新たな計画等の策定の
義務付け・枠付けを定める場合には、累次の勧告等に基づき、必要最
小限のものとすることに加え、努力義務やできる規定、通知等によるも
のについても、地方の自主性及び自立性を確保する観点から、できる
限り新設しないようにするとともに、真に必要な場合でも、計画等の内
容や手続は、各団体の判断にできる限り委ねることを原則とする。あわ
せて、計画等は、特段の支障がない限り、策定済みの計画等との統合
や他団体との共同策定を可能とすることを原則とする。」と明記され、地
方からはこの原則明記を高く評価するとともに、既存の計画の見直しを
求める声が強まっている。
この原則を十分に踏まえ、地方からの提案が最大限実現するよう前向
きに対応いただきたい。
第１次回答において、登録基準の強化又は緩和に際しては、賃貸住宅
供給促進計画の策定を必須のものとするとのことであるが、登録基準
の強化又は緩和を定めるに当たって一定の適正な手続を経たものであ
れば、計画という形式をとらず要綱等によることとしても問題ないので
はないか。
都道府県においては、住生活基本計画の策定が義務付けられている
ため、住生活基本計画と一の計画として策定することにより事務負担
の軽減が図られる一方で、市町村においては、住生活基本計画の策
定が任意とされているため、住生活基本計画と一の計画として策定す
ることを可能とするのみでは必ずしも事務負担の軽減は図られない。そ
のため、市町村賃貸住宅供給促進計画を単独で策定する際の所定の
手続きの簡略化についても検討すべきではないか。

１次回答のとおり、セーフティネット住宅を地域に適切に供給するという
観点から、市町村賃貸住宅供給促進計画においては、地域における住
宅確保要配慮者の居住の実態や住宅の供給状況等を踏まえて、賃貸
住宅供給促進計画に供給目標等を定めることとしている。ご提案の基
準の強化又は緩和は、地域の住宅事情等に応じた柔軟な施策展開を
可能とするために設けられていることから、供給目標等の設定と一体と
なって同計画に位置付けることが適当である。また、その登録基準の
強化又は緩和の検討にあたっては、計画策定主体となる市町村のみで
意思決定を行うのではなく、賃貸住宅の提供者、居住支援を行ってい
る者等の意向も十分に踏まえた上で進めるべきであり、協議会への意
見聴取といった手続を踏む必要があると考える。このため、引き続き市
町村賃貸住宅供給促進計画において、登録基準の強化・緩和を行うこ
ととする。
他方、計画作成事務の合理化を図る観点から、市町村が法令等に基
づき作成する住宅関係の計画に関し、各法令等に定める所定の手続
を踏めば、一の計画として作成して差し支えないと示しており、また、賃
貸住宅供給促進計画の作成手続に関しては、事務負担軽減に資する
ような方策について、令和４年度中に通知することとしている。引き続き
地方公共団体の事務の合理化に努めて参りたい。

計画策定等の見直しは、閣議決定された「経済財政運営と改革の基本
方針2022」で「国が地方自治体に対し、法令上新たな計画等の策定の
義務付け・枠付けを定める場合には、累次の勧告等に基づき、必要最
小限のものとすることに加え、努力義務やできる規定、通知等によるも
のについても、地方の自主性及び自立性を確保する観点から、できる
限り新設しないようにするとともに、真に必要な場合でも、計画等の内
容や手続は、各団体の判断にできる限り委ねることを原則とする。あわ
せて、計画等は、特段の支障がない限り、策定済みの計画等との統合
や他団体との共同策定を可能とすることを原則とする。」と明記され、地
方からはこの原則明記を高く評価するとともに、既存の計画の見直しを
求める声が強まっている。
この原則を十分に踏まえ、地方からの提案が最大限実現するよう前向
きに対応いただきたい。
第１次ヒアリングにおいては、土地利用基本計画の策定は必須であり、
土地利用の調整は個別規制法上の手続だけでなく、関係行政機関か
らの意見聴取により図られているとのことであったが、関係行政機関か
らの意見聴取の実態について事例を示すなど、土地利用基本計画の
総合調整機能について具体的に示されたい。
第１次ヒアリングにおいては、第38条審議会運営における都道府県事
務の簡素化・効率化等について実情を調査した上で、具体的な対応策
について検討したいとのことであったが、第２次ヒアリング時に当該調
査結果に基づく第38条審議会運営の効率化対応策について具体的に
示されたい。また、土地利用基本計画の策定に当たり、国土利用計画
（都道府県計画）等の他計画との一体的な策定を可能とするなど、計画
の内容や手続の見直しを進めるべきではないか。

５【国土交通省】
（23）国土利用計画法（昭49法92）
（ⅰ）土地利用基本計画（９条１項）については、都道府県の事務の効
率化のため、令和４年度中に「国土利用計画法に基づく国土利用計画
及び土地利用基本計画に係る運用指針」（平29国土交通省国土政策
局）を改正し、以下の措置を講ずる。
・土地利用基本計画は、国土利用計画（都道府県計画）と一体のものと
して策定することが可能であることを、総合調整機能を発揮した事例と
併せて周知する。
・土地利用に関する重要な事項等の調査審議に関する審議会（38条）
の運営については、類似の審議会等との統合、書面やオンラインによ
る開催など、地域の実情に応じた柔軟な対応が可能であることを、先進
的な事例と併せて周知する。

現行の運用指針において、
土地利用基本計画と国土利用計画（都道府県計画）の一体的な策定を
可能とする
38条審議会と他の審議会との統合を可能とする
38条審議会の書面による開催及び議決や会長による専決とすることも
許容する
など、都道府県の事務負担軽減に努めてきたところである。38条審議
会運営の更なる簡素化・効率化の検討について、現在行っている都道
府県に対してのアンケート調査において、上記のような簡素化・効率化
についての認知度や上記以外の事例を調査しているところであり、結
果を踏まえ、更なる周知の徹底や得られた情報を運用指針で紹介する
など努めて参りたい。いずれにしても、当該アンケート結果を踏まえた
具体の方向性については２次ヒアリングの場でお示ししたい。

【全国知事会】
土地利用計画に係る計画図の変更手続きについては、審議会の意見
聴取を行う実質的な意義が乏しいと認められる場合には、意見聴取を
不要とするような例外規定を設けるなど、提案団体の提案を考慮した
検討を求める。また、審議会の開催について、書面による議決や、審議
会の長による専決も可能である旨について、十分な周知を行うべきで
ある。
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205 B　地方に対
する規制緩
和

01_土地利
用（農地除
く）

土地区画整
理事業にお
ける区域内
の建築行為
等の許可に
必要な施行
者への意見
照会に係る
取扱いの整
理

土地区画整理法（昭和29年
法律第119号）第76条第２
項の規定について、現状
（市町村規程）と整合が取
れていないため、意見照会
を行う者や意見照会を行う
時期について整理していた
だき、申請者の負担軽減に
つながるように見直しを
行って欲しい。

土地区画整理事業では、行政の認可・告示を受け、宅地造成等が行われる。
そのため、その計画に支障をきたすことを防ぐために、事業中の区域内での
建築行為等について、土地区画整理法第76条の規定により、都道府県知事
等から許可を受けなければならないとされている。
当町では、土地区画整理法第76条に規定する許可等について県から権限移
譲を受け、業務を行っており、許可の申請があった場合には、同条第２項の規
定により、施行者（土地区画整理組合等）に意見照会を行い、その結果を受け
許可・不許可の通知を行っている。これに対し、他市町村の取扱いを確認した
ところ、施行者の意見を確認することを申請段階で申請者に求めているもの
や施行者を経由して申請を行うよう求めているもの等市町村によって、取扱い
が異なっていた。
法律では、「許可の申請があった場合において、その許可をしようとするとき
は、施行者の意見を聴かなければならない。」としているため、申請書の受理
後に、町による審査を行い、許可要件を満たすようであれば施行者への意見
照会を行わなければならないものと解釈していた。
申請者手続の負担軽減（市町村による取扱いの違いによるもの）を目的に取
扱規程等の作成に取り組んでいたが、上記の内容により法定手続の解釈に
苦慮している。

市町村により軽微な違いはあれ、意見照会を行う者が
明確化されれば、申請者の確認作業等の負担軽減に
つながる。実務と整合が取れていない制度について、
見直しを行うことで適法性が担保される。

土地区画整理法第
76条第２項

国土交通省 利府町 － － 土地区画整理法第76条第１項に規定する許可の申請があった場合、同条第２項の規
定により許可権者である都道府県知事等（地方自治法第252条の17の２に基づく事務
処理特例の条例により町村に権限移譲された場合においては当該町村長）は、施行者
の意見を聴かなければならないとされており、現行規定上意見聴取を行う主体及びそ
の時期は明確にされている。
なお、当該許可に係る審査事務を円滑に進めることにより申請者の手続負担を軽減す
るため、許可権者が申請しようとする者に対し当該許可に係る建築行為等が事業の施
行の障害となるおそれがないか等について施行者と事前協議等することを求めること
は土地区画整理法において妨げられるものではなく、当該許可に係る審査事務の運用
については、地域の実情に応じて各許可権者において判断されるべきものと考える。

申請者と施行者による事前協議は土地区画整理法において妨げられ
るものではなく、同法第76条第１項に規定する許可に係る審査事務の
運用については、各許可権者において判断するものとのことだが、許
可権者によって審査手続が異なることにより、申請者が各自治体へ手
続きの方法の確認する必要が生じている等、現に申請者の負担となっ
ているという実態もある。そのため、意見照会を行う者や意見照会を行
う時期について整理していただき、申請者の負担軽減につながるよう
に何らかの見直しを検討いただきたい。

220 B　地方に対
する規制緩
和

01_土地利
用（農地除
く）

工業団地造
成事業に関
する都市計
画及び事業
計画の変更
に関する規制
緩和

工業団地造成事業に関す
る都市計画に定める事項
について、「宅地の利用計
画」の記載内容について、
柔軟な運用ができることを
提示することを求める。ま
た、工業団地造成事業の
施行の認可申請書に記載
する事業計画について、事
業目的や施行地区に変更
がなく、道路、公園、排水等
の必要な機能が確保され
ており、区画道路等の位
置、形状の僅かな変更であ
る場合には、事業計画の変
更に係る国土交通大臣の
認可を不要とすることを求
める。

【現行制度について】
工業団地造成事業に関する都市計画においては、都市計画法に定める事項
のほか、「宅地の利用計画」などを定めることとされている。都市計画の内容
を変更する必要が生じたときは、遅滞なく当該都市計画を変更しなければなら
ず、原則として、都市計画を決定する際と同様、その案の公告・縦覧、関係市
町村の意見聴取や都市計画審議会の審議、変更後の都市計画の告示・縦覧
等の手続が必要となる。
また、都市計画事業の施行の認可申請書に記載する事業計画には、「設計の
概要」を定めることとされている。都道府県が施行する都市計画事業の事業
計画の内容を変更しようとする場合、省令で定める「軽易な変更」に該当しな
い限り、事業計画の変更について国土交通大臣の認可を受けなければならな
い。
【生じている支障】
上記のため、工業団地造成事業において、事業目的や施行地区に変更がな
く、道路、公園、排水等の必要な機能も確保されているにも関わらず、宅地の
利用計画の記載内容に少しでも変更があれば、都市計画の変更手続及び事
業計画の変更の認可を受ける手続をしなければならない。
これらの手続は時間を要するため、工業団地造成事業において、事業用地の
分譲開始の遅延や、引き合いのある企業の立地機会を逸する等の支障を生
じさせている。
【土地区画整理事業の場合について】
他方、工業団地造成事業と同様に市街地開発事業の一である土地区画整理
事業に関する都市計画においては、「宅地の利用計画」などを定めることを要
していないため、事業の施行地区に変更がなければ、事業用地の面積など宅
地の利用計画に変更があっても都市計画の変更は生じない。また、同事業に
係る事業計画についても、土地区画整理法及び同法施行令において、事業
計画の変更の認可を要さない「軽微な変更」に該当する類型が広範かつ詳細
に定められているため、一定範囲内の変更であれば認可を要さない。このた
め、手続に時間を費やすことなく、柔軟かつ迅速な事業の施行が可能となって
いる。

事業の内容の僅かな変更であれば、都市計画の変更
及び事業計画の変更認可申請に係る手続の省略が可
能となり、事業の迅速な施行が可能となる。また、それ
らの手続に係る地方公共団体職員の事務手続の負担
が軽減される。

都市計画法第21条
及び第63条第１項、
都市計画法施行規
則第50条、首都圏
の近郊整備地帯及
び都市開発区域の
整備に関する法律
第５条第１項

国土交通省 群馬県 ひたちなか
市、前橋市、
伊勢崎市、館
林市

○現状、当市としては空き工業用地が不足している状況にあり、今後の市の発展と産業の
活性化を図る上で、喫緊の課題となっている。その解決策である新規工業団地の造成につ
いては、工業団地造成事業による手法も、その手段の一つとして今後検討する必要が出て
いる。企業誘致においては、事業者のニーズに沿ったスピード感も必要であり、今後当市で
も工業団地を造成しようとする際に、同様に事業用地の分譲開始の遅延や引き合いのある
企業の立地機会を逸する等の支障を防ぐ必要があることから、当該規制緩和は有用である
と考える。

工業団地造成事業に関する都市計画においては、都市計画法第12条第２項に定める
事項のほか、首都圏の近郊整備地帯及び都市開発区域の整備に関する法律第５条第
１項の規定により、「公共施設の配置及び規模」並びに「宅地の利用計画」を定めること
としている。
また、同条第２項第２号の規定に基づき、同事業を施行する区域が製造工場等の生産
能率が十分に発揮されるよう適切な配置及び規模の道路、排水施設、公園又は緑地
その他の施設を備えた工業団地となるように定めることとしている。
「公共施設の配置及び規模」について、都市計画として定められているもの及び本事業
の都市計画と同時に定める予定のもの以外の道路に関しては、標準幅員及び配置の
方針を記載することとして、都市計画決定権者において一般的に運用されていると承
知しており、必ずしも個別路線毎に幅員や位置について詳細に記載する必要があるも
のではないと考えられる。
また、「宅地の利用計画」については、面積や比率等を記載することとして一般的に運
用されていると承知しているが、「公共施設の配置及び規模」と同様に、一定の幅を
もって記載することを可能としているものと考えられる。
よって、都市計画決定時の公共施設の配置及び規模として定めた内容の範囲内にお
ける、区域内の道路の位置等の変更であれば、同条第２項第２号の規定に従っている
ことを前提に、都市計画の変更にあたり柔軟な対応をすることが可能と考えられる。
提案者は土地区画整理事業の事業計画において認可を要さない軽易な変更が工業団
地造成事業より広範に定められている旨を述べているが、土地区画整理事業は換地
方式で公共施設を整備し、宅地の区画形状を整える事業であり、事業計画が認可され
都市計画事業として実施する際も地区内の権利者は引き続き同じ地区内に権利を有
し、施行者に収用権は付与されない。一方で、工業団地造成事業は、都市計画事業と
して事業を行うことで収用権が付与されるものであり、同じ市街地開発事業であるもの
の、認可後の地権者の財産権に与える影響が異なるなど、両事業は大きく性格が異な
る。
そのため、収用権が付与される工業団地造成事業においては、事業計画の僅かな変
更であっても、改めて都市計画事業の変更に係る認可を要するものである。

１．都市計画について
「公共施設の配置及び規模」について、必ずしも個別路線毎に幅員や
位置について詳細に記載するものではなく、都市計画決定権者におい
て柔軟な運用を行っていることは承知している。
「宅地の利用計画」について、面積や比率等を記載することとされてお
り、一定の幅をもって記載することが可能との回答であるが、法令に規
定はないものの、「改訂 新都市計画の手続（平成13年６月財団法人都
市計画協会）」に「「面積」は、小数点以下第１位まで記載する」と記載
があるため、0.1ha単位で記載しているところであり、一定の幅とは
0.1ha以下であると考えている。このため、道路幅員の変更や区画道路
の廃止などで、0.1haを超えてしまうと都市計画の変更が生じてしまい、
変更手続きに時間を要し、事業用地の分譲開始の遅延や、進出を希望
している企業の立地機会を逸する等の支障が生じている。
このような支障を解決するため、「一定の幅」としてどのような記載が許
容されるのか明確に示すとともに、工場用地面積について、ある割合
の変動（±20％程度）までは変更手続を不要としていただきたい。
２．事業計画の変更について
事業計画の変更が生じるのは、用地買収後に引き合い企業からの要
望等によるものが多いため、事業計画の変更に関して、「事業目的や
施行地区に変更がなく、道路、公園、排水等の必要な機能が確保され
ており、区画道路等の位置・形状の僅かな変更である場合」、用地買収
した区域については、地権者の財産権に及ぼす影響は非常に少ないも
のと考えられる。そのため、事業計画の変更に係る国土交通大臣の認
可を不要としていただきたい。

198 B　地方に対
する規制緩
和

01_土地利
用（農地除
く）

空家等対策
計画及び事
業実施計画
の廃止又は
事業実施計
画の策定の
みを空き家対
策総合支援
事業の申請
要件とするこ
と

補助金（空き家対策総合支
援事業）申請要件となって
いる空家等対策計画及び
事業実施計画の策定を廃
止すること、あるいは、事業
実施計画の策定のみを補
助金の支給要件とすること

国の補助金（空き家対策総合支援事業）の活用にあたっては、「空家等対策
計画」の策定および「民間事業者等と連携する評議会と策定した事業実施計
画」の策定が要件とされているが、両者は「計画の実施区域」についてや、「基
本方針・目標」等重複する内容が多く、多大な事務負担が生じている。

策定に係る事務負担が軽減され、事業実施に注力する
ことができる

空家等対策の推進
に関する特別措置
法第６条第１項、住
宅市街地総合整備
事業制度要綱（令和
３年３月31日国住市
第150号）、空き家対
策総合支援事業事
務処理要領

国土交通省 指定都市市
長会

千葉市、川崎
市、佐久市、
浜松市、豊田
市、京都市、
西宮市、山陽
小野田市、嘉
麻市、大分県

○空き家対策総合支援事業の活用にあたっては、「空家等対策計画」の策定および「空き家
対策総合実施計画」の策定が要件とされているが、重複する内容が多く、多大な事務負担
が生じている。
○空家等実態調査を実施するにあたり、補助金（空き家対策総合支援事業）の活用を検討
したが、「民間事業者等と連携する評議会と策定した事業実施計画の策定」という要件の
ハードルが高かったため、やむを得ず、要件のハードルが低い交付金を活用することとなっ
た。また限られた人員で空き家対策事業を実施していることもあり、補助金を受けるために
民間事業者等と連携する評議会と策定した事業実施計画を策定する時間的余裕がない状
況となっている。

空家等対策計画と空き家対策総合実施計画の２つを策定することは負
担が大きいため、空き家対策総合支援事業の実施にあたっては、両計
画の作成を不要とし、例えば補助金申請書において、事業の実施区
域、施行者、事業規模、実施予定時期等に関する必要最低限の記載
により、より機動的に当該事業を活用できるよう検討をお願いしたい。
仮に空き家対策総合実施計画の作成が必要とされるとしても、別途空
家等対策計画を作成しなくとも、空家等対策計画の記載内容をより具
体化した空き家対策総合実施計画を作成することにより、総合的かつ
計画的な空家対策を進めることは十分可能である。現実的には、市内
の空家等対策計画の対象とする地区と空き家対策総合実施計画の実
施地区は同一であることが通常であり、対象地区の概要や課題等も共
通であることから両計画の記載内容の多くが重複することになっている
のが現状である。その場合に、空き家対策総合実施計画の記載事項
の簡素化の検討を行うとの回答であるが、空家等対策計画の作成自
体を補助金交付要件から削除することについて、検討をお願いしたい。
若しくは、空家等対策計画に記載すべき内容を包含した空き家対策総
合実施計画を作成した場合、当該記載内容については、空家法第15
条に規定する空家等対策計画に規定したと取り扱うこととするよう、検
討をお願いしたい。

空家等対策の推進に関する特別措置法（以下「空家法」という。）第４条において、市町
村は空家等対策計画の作成及び空家等に関する対策の実施その他の空家等に関す
る必要な措置を適切に講ずるよう努めるものとされている。空き家対策総合支援事業
は、同法第15条において、国は市町村が行う空家等対策計画に基づく空家等に関する
対策の実施に要する費用について補助をするものとされていることを踏まえ、創設され
たものであることから、空家等対策計画の策定を要件としている。
また、空き家対策総合支援事業により市町村等に対して効果的な支援を行うために
は、事業の実施区域や、施行者、対象、事業規模、実施予定時期を適切に把握する必
要があることから、具体的な対策の実施に関する計画（以下「空き家対策総合実施計
画」という。）の策定を要件としている。空家等対策計画は市町村の空家等に関する総
合的な計画を定めるものであるのに対して、空き家対策総合実施計画は具体的な事業
の計画を定めるものである。空き家対策総合支援事業による支援を受ける際には、原
則両方の計画を策定する必要がある。ただし、空家等対策計画の対象とする地区と空
き家対策総合実施計画の実施地区が完全に一致する場合等は、実施地区の概要や
課題等の項目によっては両計画で同様の内容が記載されることが考えられる。このよ
うな場合においては、空家等対策計画の提出をもって、空き家対策総合実施計画にお
ける同様の箇所の記載を不要とすること等が考えられることから、空き家対策総合実
施計画における記載事項の簡素化等について検討を行うこととする。
※空家等対策計画
空家法第６条において、市町村はその区域内で空家等に関する対策を総合的かつ計
画的に実施するため、同法第５条に基づく「空家等に関する施策を総合的かつ計画的
に実施するための基本的な指針」（平成27年２月26日総務省・国土交通省告示第１号）
に即して定めることができるもの。
同計画においては、空家法第６条において①空家等に関する対策の対象とする地区
及び対象とする空家等の種類その他の空家等に関する対策に関する基本的な方針、
②計画期間、③空家等の調査に関する事項、④所有者等による空家等の適切な管理
の促進に関する事項、⑤空家等及び除却した空家等に係る跡地の活用の促進に関す
る事項、⑥特定空家等に対する措置その他の特定空家等への対処に関する事項、⑦
住民等からの空家等に関する相談への対応に関する事項、⑧空家等に関する対策の
実施体制に関する事項及び⑨その他空家等に関する対策の実施に関し必要な事項を
定めるものとされている。



措置方法
（検討状況）

実施（予定）
時期

これまでの措置（検討）状況 今後の予定

令和４年の地方からの提案等に関する対応方針（令和４年12月20日閣議決定）記載内容

対応方針の措置（検討）状況

各府省からの第２次回答提案募集検討専門部会からの主な再検討の視点（重点事項）地方六団体からの意見各府省からの第１次回答を踏まえた追加共同提案団体からの見解

－ － 現行規定上意見聴取を行う主体及びその時期は明確にされているとこ
ろではあるが、土地区画整理法第76条第１項に規定する許可に係る審
査事務を円滑に進めることにより、許可申請者の負担軽減につながる
よう、当該許可に係る審査事務の運用（許可権者が申請しようとする者
に対し施行者と事前協議等することを求めること等）については地域の
実情に応じて各許可権者において判断することが可能である旨を、会
議等を通じ、全国の地方公共団体に対し周知していく。

５【国土交通省】
（15）土地区画整理法（昭29法119）
土地区画整理事業の区域内における建築行為等の許可申請に係る施
行者への意見聴取（76条２項）については、都道府県知事等が申請を
する者に対し施行者と事前に協議することを求めるなど、地域の実情を
踏まえた運用が可能であることを、会議等を通じて地方公共団体に令
和５年中に周知する。

地方公共団体の担当課長が集
まる会議での周知

令和５年４月19日実施 土地区画整理事業の区域内における建築行
為等の許可申請に係る施行者への意見聴取
については、都道府県知事等が申請をする
者に対し施行者と事前に協議することを求め
るなど、地域の実情を踏まえた運用が可能で
あることを、令和５年４月19日開催の令和５年
度全国市街地整備主管課長会議において周
知した。

（ⅰ）地方公共団体の担当課長
が集まる会議での周知

令和5年4月17日 工業団地造成事業に関する都市計画におい
て定めることとしている「宅地の利用計画」に
ついては、「公共施設の配置及び規模」にお
いて定める内容と対応するように定めるな
ど、一定の幅をもって記載することが可能で
あることについて、令和５年度全国都市計画
主管課長会議において周知した。

（ⅱ）地方公共団体の担当課長
が集まる会議での周知

令和5年4月17日 工業団地造成事業に関する都市計画事業の
事業計画を変更する場合に、当該事業の事
業スケジュールに支障を来さないために考え
られる対応について、令和５年度全国都市計
画主管課長会議において周知した。

１．都市計画について
今般の工業団地造成事業に関する都市計画において定めることとして
いる「宅地の利用計画」について、面積を小数点以下第１位までの記載
として一般的に運用されていることは承知しているが、第1次回答のと
おり、「公共施設の配置及び規模」と同様に、一定の幅をもって記載す
ることを可能としているものと考えられる。このため、都市計画決定の
内容の範囲内において柔軟な対応をすることが可能と考えられる。
「宅地の利用計画」の面積の一定の幅をもった記載については国として
考え方を整理し、「宅地の利用計画」の面積について必要に応じて一定
の幅を持った記載が可能である旨と併せて、都市計画決定権者が集ま
る機会での周知等によって対応してまいりたい。
２．事業計画の変更について
都市計画事業においては、その認可基準の一つとして、都市計画法第
61条第１項第１号において「事業の内容が都市計画に適合し、かつ、
事業施行期間が適切であること」を定めており、事業の施行に際して、
都市計画と適合しているかを確認することを求めている。
また、都市計画事業の事業計画を変更する場合は、施行区域の変更
を伴わない場合であっても、都市計画事業が施行者に収用権を付与す
る性質を有することに鑑みて、定められた都市計画との適合を改めて
確認する必要がある。
このため、換地の手法を用いて事業地内に関係者の権利が原則残っ
たまま事業が行われる土地区画整理事業等を除き、一般的な都市計
画事業については、軽易な変更の対象を「都市計画施設の整備に関す
る事業の設計の概要の変更で、他の都市計画施設の整備に関する事
業の認可若しくは承認又はその変更に伴うもの」に限定し、それ以外の
変更については、認可にかからしめることとしているところである。
提案者は具体的な支障事例として、これらの手続に時間を要し、事業
用地の分譲開始の遅延や、引き合いのある企業の立地機会を逸する
等の支障が生じる旨を述べている。これらの支障に対しては、事業の
実施と並行して手続を実施できるケースがあることや、早期に国に相談
いただくことで、事業スケジュールに支障が出ないような形で対応でき
るケースがあることについて、事業者となる地方公共団体が集まる機
会での周知等によって対応してまいりたい。

５【国土交通省】
（18）首都圏の近郊整備地帯及び都市開発区域の整備に関する法律
（昭33法98）、近畿圏の近郊整備区域及び都市開発区域の整備及び開
発に関する法律（昭39法145）及び都市計画法（昭43法100）
（ⅰ）工業団地造成事業に関する都市計画において定める「宅地の利
用計画」（首都圏の近郊整備地帯及び都市開発区域の整備に関する
法律（以下「首都圏近郊整備法」という。）５条１項、近畿圏の近郊整備
区域及び都市開発区域の整備及び開発に関する法律（以下「近畿圏
近郊整備法」という。）７条１項）については、一定の幅をもった記載が
可能であることについて考え方を整理し、地方公共団体に令和５年中
に周知する。
（ⅱ）工業団地造成事業の認可の申請書に記載する事業計画の変更
（都市計画法63条）については、国土交通大臣の認可を受けるに当
たって事業のスケジュールに支障を来さないために可能な手法を整理
し、地方公共団体に令和５年中に周知する。

－ 【全国知事会】
宅地の利用計画については、一定の幅をもって記載することによる柔
軟な対応が可能なことについては理解したが、「一定の幅」としての許
容範囲を明示すること。
また、事業計画の変更について、目的や施行地区に変更がなく、地権
者の財産権に及ぼす影響が少ない場合は、国土交通大臣の認可を不
要とするなど、提案団体の提案を考慮した検討を求める。

計画策定等の見直しは、閣議決定された「経済財政運営と改革の基本
方針2022」で「国が地方自治体に対し、法令上新たな計画等の策定の
義務付け・枠付けを定める場合には、累次の勧告等に基づき、必要最
小限のものとすることに加え、努力義務やできる規定、通知等によるも
のについても、地方の自主性及び自立性を確保する観点から、できる
限り新設しないようにするとともに、真に必要な場合でも、計画等の内
容や手続は、各団体の判断にできる限り委ねることを原則とする。あわ
せて、計画等は、特段の支障がない限り、策定済みの計画等との統合
や他団体との共同策定を可能とすることを原則とする。」と明記され、地
方からはこの原則明記を高く評価するとともに、既存の計画の見直しを
求める声が強まっている。
この原則を十分に踏まえ、地方からの提案が最大限実現するよう前向
きに対応いただきたい。
「宅地の利用計画」について、一定の幅をもって記載することが可能と
のことだが、具体的にはどのような記載が可能なのか。提案団体の支
障を解決できるよう可能な限り広範に認めていただきたい。また、地方
が判断に迷うことのないよう認められる範囲や具体的な記載方法を明
確に示していただきたい。
工業団地造成事業は事業者に収用権が付与されるものであって土地
区画整理事業とは性格が異なるとのことだが、提案は「事業目的や施
行地区に変更がなく、道路、公園、排水等の必要な機能が確保されて
おり、区画道路等の位置・形状の僅かな変更である場合」に限って大
臣認可を不要とすることを求めるものであり、収用適格事業の正当性
や住民の信頼に影響のない範囲の変更といえ、国土交通大臣認可の
手続は不要ではないか。提案団体の支障に寄り添った手続の簡素化
を図っていただきたい。

「住宅市街地総合整備事業制度要綱」（平16
国土交通事務次官）を改正し（令和５年３月
31日最終改正）、空家等対策計画に記載す
べき事項を包含した空き家対策総合実施計
画を策定した場合は、空家等対策計画の別
途の作成を補助の要件としないことするなど
の事務の効率化について、地方公共団体に
対して通知した。
加えて、空き家対策総合実施計画を策定する
際の民間事業者等を構成員とする協議会等
との連携方法について、空家等対策の推進
に関する特別措置法第７条に基づく協議会で
ある必要はなく、市区町村の判断で柔軟に対
応するよう地方公共団体に対して通知した。
（令和５年３月31日付け国土交通省住宅局住
宅総合整備課住環境整備室事務連絡）

令和5年3月31日「住宅市街地総合整備事業制
度要綱」（平16国土交通事務次
官）の改正
事務連絡

空き家対策総合支援事業について、現行制度においては、空家等対
策計画及び空き家対策総合実施計画の両計画を策定することが補助
の要件となっている。
一次回答において回答しているとおり、両計画において重複する内容
が記載される場合があるため、その場合については重複部分について
記載を不要化することを検討する。
また、一次回答に対する提案団体の見解及び提案募集検討専門部会
からの主な再検討の視点を踏まえて、空き家対策総合実施計画に記
載すべき事項を記載した空家等対策計画又は空家等対策計画に記載
すべき事項を記載した空き家対策総合実施計画を作成した場合につい
ては、空き家対策総合支援事業の補助対象と扱うよう検討する。
空き家対策総合実施計画の策定手続きにおいては、空き家対策には
不動産や建築の実務者の知見が重要であることから、実施区域内に
おいて空き家対策に取組む民間事業者等を構成員とする協議会等と
連携して作成することを求めているが、当該協議会等は必ずしも市町
村長や市町村の議会の議員、学識経験者等を構成員とした空家等対
策の推進に関する特別措置法第７条に基づく協議会である必要はな
い。協議会等との連携の在り方については市町村の判断で柔軟に対
応していただくことが可能となっている。

－ 【全国知事会】
空き家対策総合支援事業の補助金申請にあたって策定が求められて
いる空家等対策計画及び事業実施計画について、必要最小限の内容
とすること。
【全国市長会】
積極的な提案の実現を強く求める。
【全国町村会】
提案団体の意見を十分に尊重し、積極的に検討していただきたい。

計画策定等の見直しは、閣議決定された「経済財政運営と改革の基本
方針2022」で「国が地方自治体に対し、法令上新たな計画等の策定の
義務付け・枠付けを定める場合には、累次の勧告等に基づき、必要最
小限のものとすることに加え、努力義務やできる規定、通知等によるも
のについても、地方の自主性及び自立性を確保する観点から、できる
限り新設しないようにするとともに、真に必要な場合でも、計画等の内
容や手続は、各団体の判断にできる限り委ねることを原則とする。あわ
せて、計画等は、特段の支障がない限り、策定済みの計画等との統合
や他団体との共同策定を可能とすることを原則とする。」と明記され、地
方からはこの原則明記を高く評価するとともに、既存の計画の見直しを
求める声が強まっている。
この原則を十分に踏まえ、地方からの提案が最大限実現するよう前向
きに対応いただきたい。
第１次ヒアリングを踏まえ、空き家対策総合実施計画に空家等対策計
画に相当する内容を盛り込めば、空家等対策計画を策定したものとみ
なし、補助要件を満たす方向で早急に検討いただきたい。
協議会等との連携を求めている空き家対策総合実施計画の策定手続
きについて、簡素化を図るべきではないか。

５【国土交通省】
（31）空家等対策の推進に関する特別措置法（平26法127）
空き家対策総合支援事業における空き家対策総合実施計画について
は、令和４年度中に「住宅市街地総合整備事業制度要綱」（平16国土
交通事務次官）を改正し、空家等対策計画（６条）に記載すべき事項を
包含した空き家対策総合実施計画を策定した場合は、空家等対策計
画の別途の作成を補助の要件としないこととするなどの事務の効率化
を図る。
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（提案の実現による住民の利便性の向上、行政の効率化等）

具体的な支障事例

土地利用審査会は、適正かつ合理的な土地利用を図るための土地取引事後届出制度
において、取引後の土地の利用目的に対する都道府県知事の勧告に対して意見を述
べることや、地価の急激な高騰を防ぐための土地取引規制制度において、対象となる
区域の設定が相当であることを確認すること等の役割を担う機関である。
これらの制度は、総合的かつ計画的な国土の利用を図るために必要なものである一
方、住民生活や事業実施に深く関わる土地取引を直接規制するという点で国民の財産
権を制約するものであるため、これらの制度の適正な運用のためには、公共の福祉に
関し公正な判断をすることができる第三者機関の関与が必要不可欠である。
特に、土地取引事後届出制度については、不適切な土地利用がなされようとしている
場合にはできるだけ速やかに利用目的の変更を勧告することが必要であり、また、行
政側の判断が早期に示されることは土地利用しようとする届出者の立場からも必要で
あるため、届出から最長でも６週間以内に限って勧告が可能とされており、第三者機関
は常設されていることが必要である。
このため、土地利用審査会は、必置であることが求められると考えている。
また、地方公共団体の業務の効率化の観点からは、土地利用審査会の委員の任期
を、「審査事務等の継続性の確保等を考慮し、適切な任期とするべき」旨を周知してお
り、都道府県の判断により長期間の任期とすることが可能である。

土地利用審査会は、国土利用計画法の規定により、都道府県に設置さ
れている附属機関であり、全国に一般的に適用される土地取引の規制
の一つである事後届出制における届出に対して、土地利用の目的が
土地利用基本計画に適合しないことを知事が勧告する場合に、知事に
対して意見を述べることや、地価の急激な上昇時に設定される規制区
域等の区域の指定を知事が行う際に、指定のあり方について意見を述
べるなど、広範な権限が認められている。
しかし、現状において、地価が急激に上昇するような局面が生じる可能
性が低いことから、当県においては、平成６年以来、土地取引規制を行
う監視区域等の設定がなされたことはなく、審査会が意見を述べる機
会がない。
土地取引に係る事後届出制に移行して以来、当県では、土地利用基
本計画に適合しないような不適正な取引に対する勧告事案も発生して
いない。近年、全国的にみても勧告事案は発生しておらず、審査会の
機能が十分に発揮されているとはいえない。そもそも、勧告に至る前
に、農業振興地域の整備に関する法律（農振除外）など各個別基本法
において、諸計画に照らして適正な対応が取られていることから、国土
利用計画法サイドから不適正な利用目的に対して勧告にまで至るとい
う事案はない。
以上のことから、審査会は、常設の必置機関ではなく、地価上昇の局
面や土地利用の実状に応じて、都道府県が総合的に設置の可否を判
断する「任意設置」とするべきである。ただし、委員の任命にあたって
は、国民の財産権の制約に大きな制約を与える審査会であることを踏
まえ、議会同意が必要とする制度は尊重したい。

地価が急激に上昇すると予見される際に土地利用審
査会を設置するなど、地方の状況に応じ土地利用審査
会を設置することを都道府県が判断できるようになれ
ば、設置の必要がないときには委員の任命や審査会の
運営に係る事務手続が不要となり、行政の効率化が図
られる。

国土利用計画法第
39条第１項

国土交通省 群馬県 川崎市、京都
市、兵庫県、
岡山県、宮崎
県

○本案件については、委員選任の事務コストが支障として挙げられる。地価の急激な上昇
に備え、機動的な対応のために、土地利用審査会の設置も一定の意義があると考えるが、
近年の土地利用の債権化（金融商品化）もあり、付議内容の再考も必要だと考える。

支障事例は数多くあり、全ての事項についての記載は困難であるが、次のよ
うな支障事例が存在する。
１．予算要望手続において、前年度及び前々年度の予算配分額等を入力する
が、前年度等の交付申請や完了実績、昨年度の同手続が承認済みであるた
め、これらの数値等データはシステム内で蓄積されているのにもかかわらず、
自動反映されないため、再度入力が必要となっており、誤りを誘発する仕様と
なっている。このような支障事例は、いずれの申請手続においても同様であ
り、特に早急な改修が必要と考える。
２．都道府県は市町村からの申請及び問合わせに応じなければならないが、
システムについて説明や研修等を受けておらず手探りで応答しており、事務
量が過大となっている。「よくある質問」は、各団体からの問合わせ及び回答
をエクセルファイルで掲載しているのみで、解決に繋がらないケースが多い。
また、電話等即時に対応可能な国への問合せ手段がないため、国からの回
答があるまでの数日間は事務が停滞する。
３．作業する入力画面が水平方向に長く右にスクロールし入力するが、左端に
表示される要素事業名が固定されていないため、入力中画面から表示されな
くなり、都度スクロールし戻り確認しながらの入力を余儀なくされている。
４．各申請において同一の数値を入力する事項につき、一度入力した数値が
引き継がれず、各欄に複数回の入力が必要であり、入力誤りが生じやすい。
特に実施計画と交付申請手続の国費額欄においては、国費額欄３箇所全て
が同じ数値となるのにもかかわらず、各欄へ入力を求められる。
５．実施計画及び交付申請に先立ち、団体別内訳表についての手続を実施し
なければならないが、とりまとめる団体である都道府県が手続をしないと、同
整備計画内の市町村は、実施計画等手続を開始することが出来ず、早期の
申請手続に支障を来している。各団体において申請額等を当然把握してお
り、当該団体別内訳表作成手続の廃止が望ましい。
６．システムで表示されている入力欄等の項目は非常に多いが、入力必須欄
や任意入力欄等の違いが明確ではなく、マニュアルなどを逐一確認しながら
の作業となっているため、作業効率が悪く、誤りを誘発する仕様となっている。
７．完了予定年月日欄がカレンダーからの選択入力方式となっており、別の要
素事業の欄へのコピーアンドペーストが出来ないため、操作性が非常に悪
い。

236 B　地方に対
する規制緩
和

09_土木・
建築

社会資本整
備総合交付
金システムに
おける実施計
画及び交付
申請手続き
等の更なる改
善

社会資本整備総合交付金
システムについては、昨年
の地方分権提案により、一
部重複する申請手続きが
解消されたところであるが、
未だ各申請手続に当たって
は支障が多く、マニュアル
も不十分であるため、早急
に地方公共団体の意見を
反映した手続の改善を図る
とともに、システムの問合
わせへの即応対応を可能
とする電話等での受付体制
を構築すること。

222 B　地方に対
する規制緩
和

01_土地利
用（農地除
く）

国土利用計
画法に定め
る土地利用
審査会の必
置規定の見
直し

国土利用計画法に定める
土地利用審査会につき、常
設の必置ではなく、地価の
急激な上昇時に各都道府
県がその地価の状況や土
地利用の実状に鑑みて法
に基づく審査会の事務が発
生すると見込まれる際に設
置すれば足りることとする
など、各都道府県の任意設
置とする。

【現行制度について】
国土利用計画法第39条により、都道府県は、土地利用審査会を置き、その委
員は都道府県議会の同意を得て任命することになっている。土地利用審査会
は、土地利用目的に対する勧告、規制区域指定の事後確認、監視区域・注視
区域の指定、解除への意見陳述等を業務としている。
【支障事例】
現状において地価が急激に上昇する恐れがないため、当県においては、平成
６年以来、規制区域や注視区域、監視区域の指定がない状況である。また、
平成10年に土地取引について契約の締結後に届出を行う事後届出制となっ
て以来、土地利用基本計画に適合せず周辺地域の合理的な土地利用を図る
ために著しい支障がある時に行う勧告案件も生じていない。さらに、現状の土
地利用審査会の開催頻度は、３年に１回、土地利用審査会委員の任期が満
了する際の委員選任に合わせ開催しているのみであり、土地利用審査会の
活動実態が全くない状況である。そのような状況下で、土地利用審査会の設
置が法律上で義務付けられており、制度が形骸化しているといえる。
現在の日本経済の状況を考えると、土地利用審査会の審議が必要となる「地
価が急激に上昇する局面」はほとんど発生する余地はないと考えられる。仮
に地価が急激に上昇する傾向が予見される場合が生じたとしても、このような
事態は突発的に発生するものではなく、予測が可能と考えられることから、地
価が急激に上昇する傾向が予測された段階で土地利用審査会を設置すれば
対応が可能である。
以上より、土地利用審査会は、常設の必置ではなく、地価の急激な上昇時に
各都道府県がその地価の状況や土地利用の実状に鑑みて法に基づく審査会
の事務が発生すると見込まれる際に設置すれば足りることとするなど、各都
道府県の任意設置に改めるべきである。

社会資本整備総合交付金システムを実際に利用してい
る地方公共団体の意見を反映したシステムの改善を行
い、問合わせへの即応対応が可能となることで、事務
の効率化・円滑化が図られるとともに、誤り等が生じに
くくなる。
また、これにより、地方公共団体だけではなく、申請書
等を受理し、内容を確認する各地方整備局の作業負担
軽減も図ることができる。

社会資本整備総合
交付金交付要綱、シ
ステム名称「社会資
本整備総合交付金
システム（SCMS)」

国土交通省 ご指摘の支障事例について、引き続き、作業の負担軽減につながるよう、地方公共団
体の意見を踏まえ、システムの改善等に努めて参ります。

提案では支障事例を可能な限り詳細にお示ししたところであるが、第１
次回答では各支障事例に対し、具体的な改善策や期限が示されてい
ないため、提案している支障事例等が速やかに解消されるよう、各支
障事例別にいつまでにどのように改善するのか、具体的かつ計画性の
ある回答をいただきたい。

○１．予算要望手続において、昨年度の同手続が承認済みであるため、これらの数値等
データはシステム内で蓄積されているのにもかかわらず、自動反映されない。２．システム上
の入力制限が都道府県と市町村で異なるようで、県に対し確認や説明を要し業務が進まな
い。３．作業する入力画面が、入力中画面から表示されなくなり、都度スクロールし戻り確認
しながらの入力を余儀なくされている。４．各申請において同一の数値を入力する事項につ
き、各欄に複数回の入力が必要で誤りやすい点がある。５．実施計画及び交付申請に先立
ち、団体別内訳表についての手続を実施しなければならないが、とりまとめる団体である都
道府県が手続をしないと、同整備計画内の市町村は、実施計画等手続を開始することが出
来ず、早期の申請手続に支障を来している。６．システムの、入力必須欄や任意入力欄等
の違いが明確ではなく、マニュアルなどを逐一確認しながらの作業となっているため、作業
効率が悪い。７．完了予定年月日欄がカレンダーからの選択入力方式となっており、操作性
が非常に悪い。
○システム入力をするにあたり、システム上にあるマニュアルを参照して作業を進めている。
マニュアルには解釈・手順が不明（省略されている等）な箇所があるため、マニュアルの手
順を理解する時間と入力作業に係る時間とで大幅な時間を割く必要がある。担当者が変
わった場合等、システムでの入力作業に不慣れな職員でも手順が理解しやすい、見やすい
マニュアルへの改正を求める。
○システムにおいて、以前入力したデータが反映されず、何度も同じ内容を入力する必要が
あり、効率が悪い。また、操作性が悪いと思う部分がある。
完了実績報告手続きにおいて、過年度提出済みのデータが自動反映されないため、提出年
度に改めて報告済みの内容も手入力しなければならなくなっている。
具体的には、事業箇所別の入力画面において、前年度までに提出している終了実績報告の
執行済額・繰越額のデータを再度入力しなければならなくなっている。また、「交付対象事業
費」欄において、システム内にて提出済みの整備計画のデータが反映されず、手入力をして
いる。「執行事業費」欄においても、過年度提出済みの完了実績報告等の金額を引用し反
映させることができない。
○作業する入力画面が水平方向に長く右にスクロールし入力するが、左端に表示される要
素事業名が固定されていないため、入力中画面から表示されなくなり、都度スクロールし戻
り確認しながらの入力を余儀なくされている。各申請において同一の数値を入力する事項に
つき、一度入力した数値が引き継がれず、各欄に複数回の入力が必要であり、入力誤りが
生じやすい。システムで表示されている入力欄等の項目は非常に多いが、入力必須欄や任
意入力欄等の違いが明確ではなく、マニュアルなどを逐一確認しながらの作業となっている
ため、作業効率が悪く、誤りを誘発する仕様となっている。
○登録後に修正が発生した場合、調書を再度入力する必要があるため、修正時の作業軽
減を検討してほしい。
○実務上不具合が生じた場合はマニュアルをまずは確認しますが、難解かつ不十分であ
り、対応に大変苦慮している。
○具体的な支障事例の２について、当県でも早着分申請時にエクセルにて問合せを行い、
回答までに数日を要した。その結果本来予定していたスケジュールから大幅に遅れ、事業
課及び市町村の負担をかける結果となった。システムについての研修や説明会がなく、マ
ニュアルも不十分である。

帯広市、いわ
き市、茨城
県、ひたちな
か市、高崎
市、さいたま
市、川越市、
東京都、江東
区、小平市、
小田原市、山
梨県、松本
市、岐阜市、
豊橋市、京都
府、京都市、
寝屋川市、広
島市、芦屋
町、大村市、
熊本市、八代
市、大分県、
延岡市

秋田県、岩
手県、横手
市、大館
市、男鹿
市、湯沢
市、鹿角
市、由利本
荘市、潟上
市、大仙
市、仙北
市、三種
町、八峰
町、五城目
町、八郎潟
町、美郷
町、羽後
町、東成瀬
村、川越
市、八王子
市、新潟
県、高知県



措置方法
（検討状況）

実施（予定）
時期

これまでの措置（検討）状況 今後の予定

令和４年の地方からの提案等に関する対応方針（令和４年12月20日閣議決定）記載内容

対応方針の措置（検討）状況

各府省からの第２次回答提案募集検討専門部会からの主な再検討の視点（重点事項）地方六団体からの意見各府省からの第１次回答を踏まえた追加共同提案団体からの見解

事務連絡 令和5年3月22日 土地利用審査会の効率的な運用の参考とな
るように、類似の審議会等と統合して運用を
行うこと、書面やオンラインによる開催を行う
こと及び委員の任期を長期間とすることが可
能であることについて、取組事例と併せて、都
道府県及び指定都市に令和５年３月22日付
国土交通省不動産・建設経済局土地政策課
事務連絡により周知した。

第１次回答のとおり、国土利用計画法の土地取引規制制度は、住民生
活や事業実施に深く関わる土地取引を直接規制するという点で国民の
財産権を制約するものであるため、これらの制度の適正な運用のため
には、公共の福祉に関し公正な判断をすることができる第三者機関の
関与が必要不可欠である。
特に、土地取引事後届出制度については、不適切な土地利用がなされ
ようとしている場合にはできるだけ速やかに利用目的の変更を勧告す
ることが必要であり、また、行政側の判断が早期に示されることは土地
利用しようとする届出者の立場からも必要であるため、届出から最長で
も６週間以内に限って勧告が可能とされている。都道府県知事に土地
取引の届出がなされた後に、都道府県議会の同意を得た上で土地利
用審査会の委員の任命を行い、審査会において勧告の必要性を検討
し、当該届出から６週間以内に勧告を行うことは、事実上極めて困難で
あると考えられる。
このため、任意設置とすることにより法の目的が事実上達成されないこ
ととなりかねないため、土地利用審査会は常設されていることが必要で
あると考えている。
なお、土地利用審査会の組織及び運営に関し必要な事項は、都道府
県の条例で定めることとされている。地方公共団体の業務の効率化の
観点から、都道府県の裁量で、委員の任期を長期間とすること、類似
の審議会等と統合した運用を行うこと、書面やオンラインによる開催と
することも可能であることを通知することとしたい。

－ 【全国知事会】
地方の実情を踏まえ、各都道府県の任意設置とすべく検討を求める。

－ 【全国知事会】
提案団体の提案を考慮した検討を求める。
【全国町村会】
提案団体の意向を踏まえ適切な対応を求める。

社会資本整備総合交付金システムの操作性の改善については、ご提
案頂いた以外にも多数の改修要望があることから、それらをすべて考
慮した上で改修による影響等を踏まえつつ、来年度以降検討してまい
りたい。
電話等の問い合わせ先の設置については、問い合わせ内容に正確に
回答する観点から、対応が困難だが、マニュアルの記載内容の改善や
問い合わせ一覧の提供は随時実施してまいりたい。
実施に関する計画、交付申請についての国費欄の自動入力について
は、当該国費欄に異なる数値が入力される可能性があることから、対
応は困難である。
団体別内訳表については、各地方公共団体等の内訳金額を把握する
ために必要な手続であり廃止することは困難である。

５【国土交通省】
（34）社会資本整備総合交付金
社会資本整備総合交付金の申請等については、申請等に係る入力事
務を効率化するため、令和４年度中に社会資本整備総合交付金システ
ムを改修し、操作性等を改善する。

令和5年3月18日 ・社会資本整備総合交付金システムにおい
て、子画面を表示させた入力方法の選択を可
能にした上で、入力必須項目欄や入力任意
項目欄を明確化する改修を実施。
・日付項目について直接入力及びコピー／貼
り付けによる入力を可能にする改修を実施。

システムの改修

５【国土交通省】
（23）国土利用計画法（昭49法92）
（ⅲ）土地利用審査会（39条）の運営については、類似の審議会等との
統合、書面やオンラインによる開催など、地域の実情に応じた対応が
可能である旨を、土地利用審査会の運営を効率化している取組事例と
併せて、地方公共団体に令和４年度中に通知する。



区分 分野

求める措置の具体的内容提案事項名
管理
番号

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの見解

提案区分

各府省からの第１次回答追加支障事例追加共同団体名その他（特記事項）団体名
制度の所管・関係

府省
根拠法令等

制度改正による効果
（提案の実現による住民の利便性の向上、行政の効率化等）

具体的な支障事例

242 B　地方に対
する規制緩
和

02_農業・
農地

都道府県が
行う土地改良
事業に併せ
て実施される
確定測量の
成果に係る
認証申請の
手続について
国土交通大
臣への直接
申請を可能と
すること

都道府県が行う土地改良
事業に併せて実施される確
定測量の成果に係る国土
調査法第19条第５項の認
証申請の手続について、指
定までの期間を短縮させる
ため、地方農政局長等及び
事業所管大臣である農林
水産大臣の経由を廃止し、
都道府県知事から国土交
通大臣に直接認証申請を
することが可能となるよう、
制度の見直しを求める。

【現行制度について】
都道府県が行う土地改良事業に併せて実施される確定測量の成果に係る国
土調査法第19条第５項に基づく認証申請の手続については、「国土調査法第
19条第５項の成果の認証に準ずる指定の申請に係る事務取扱い等について
（昭和56年１月５日農林水産省農村振興局長通達）」により、都道府県知事
は、確定測量の成果を、地方農政局長等を経由して農林水産大臣に送付す
ることにより認証申請を行うこととなっている。
さらに、国土調査法第19条第７項に基づき、事業所管大臣である農林水産大
臣は、都道府県知事から認証申請のあった確定測量の成果を国土調査の成
果と同一の効果があるものとして指定をする場合、事前に国土交通大臣の承
認を得るものとされている。
また、平成30年より、国土調査法第19条第５項に基づく認証申請の手続を行
う際は、同様の手続により事前申請を行うこととなっている。
【支障事例】
当県では、事前申請を終え、令和２年12月に農林水産大臣に送付した16件の
本申請全てが、令和４年３月時点で指定を受けていないなど、農林水産大臣
を経由させることで申請から指定までに長期間を要しており、土地改良事業実
施後も長期間地籍調査済みとならず、その成果の活用が遅れている。

土地改良工事実施後の測量成果が速やかに国土調査
に準ずるものであることが担保され、早期にその成果
が利用可能となる。

国土調査法第19条
第５項、第７項、国
土調査法第19条第
５項の成果の認証
に準ずる指定の申
請に係る事務取扱
い等について（昭和
56年１月５日農林水
産省農村振興局長
通達）

農林水産省、
国土交通省

長野県 白鷹町、川崎
市、新潟県、
京都府、宮崎
県、沖縄県

○農林水産省に対して令和３年２月、３月に本申請、令和３年５月、10月に事前申請を行っ
ているが、令和４年６月時点で認証指定を受けておらず、その成果の活用が遅れている。
○提案団体同様、当県でも、認証申請してから指定までに長期間を要しており、早期に測量
成果の活用ができていない現状である。
○当府においては、近畿農政局の事前確認の後に、近畿農政局に対して申請（資料送付）
を行っているところ。令和２年に近畿農政局に申請前の事前確認で送付した５件の全てが、
未だに申請書の正式な施行をできておらず事務処理が滞り、現時点（令和４年６月時点）に
おいても申請書を送付できていない状況にある。よって、農林水産大臣を経由させることで
申請から指定までに長期間を要しており、土地改良事業実施後も長期間地籍調査済みとな
らない状況にある。

都道府県が行う土地改良事業に併せて実施される確定測量の成果に係る認証申請の
手続について、国土交通大臣への直接申請も可能とする見直しを検討してまいりた
い。

都道府県、団体営事業における、土地改良事業に併せて実施される確
定測量の成果に係る認証申請の手続については、農林水産大臣を経
由して国土交通大臣へ認証申請を行うことになるため、承認までの期
間を要している。
現行制度を見直し、従来の農林水産大臣の経由については、国土交
通大臣から農林水産大臣への情報提供に代替させるなどにより不要と
することで、承認までの期間を短縮し、確定測量の成果を早急に活用
することができるものと考える。
今回、国土交通大臣への直接申請も可能とする見直しを検討していた
だけるとのことで、速やかな事業実施のためにも、ぜひ実現していただ
けるようお願いしたい。

239 B　地方に対
する規制緩
和

11_その他 豪雪地帯安
全確保緊急
対策交付金
事業の実施
に必要とされ
ている豪雪地
帯安全確保
事業計画の
作成を不要と
する見直し

豪雪地帯安全確保緊急対
策交付金事業を実施する
に当たり、道府県が主体と
なり、市町村等事業実施主
体が行う事業を取りまとめ
て豪雪地帯安全確保事業
計画を作成することとなっ
ているが、当該計画の廃止
を求める。特に、市町村の
みが事業実施主体となる場
合であってその経費を道府
県が負担しないときの道府
県による事業計画の作成を
不要とすることを求める。

豪雪地帯安全確保事業計画は、道府県又は市町村が豪雪地帯安全確保緊
急対策交付金事業を実施するに当たり、道府県が主体となり、市町村等事業
実施主体が行う事業を取りまとめて作成するよう実施要綱等で定められてい
るところ、その作成が負担となっている。
特に、当該交付金を道府県が活用せず市町村のみが活用する場合であって
も、道府県が市町村の計画・実績等を取りまとめて事業計画を作成・更新する
必要がある。この場合、事業内容の単なる取りまとめであり、道府県の施策を
反映したものではないにもかかわらず、道府県に事務負担が発生している。
当県では、事業を実施する県下市町村との調整や資料作成等に一定程度時
間を要しており、今後事業を実施する市町村が増加した場合に、より一層の
事務負担が見込まれる。
また、事業計画には当該交付金事業の実施以外の活用目的もないため、事
業計画の作成は不要と考える。

当県としても、管下の市町村の取組状況を把握することは重要と考え
ているところであるが、管下の市町村の取組状況の把握は、道府県の
判断により必要に応じて実施すれば足りることであり、国が事業計画の
作成を義務付ける理由にはならない。また、本交付金に係る交付申請
に当たって、市町村等各事業実施主体では、事業概要資料を作成して
いるところであり、道府県は、当該事業概要資料の情報提供があれ
ば、事業計画を取りまとめ作成しなくとも、管下市町村の取組状況の把
握が可能である。
さらに、国の審査項目である（１）実施する事業が、地域における死傷
事故の減少に寄与するものであること、（２）事業の実施に当たっては、
地域住民の十分な協力が得られるものであること、（３）計画の内容が
当該地域の死傷事故の防止に関し有効かつ効果的であることは、いず
れも事業概要資料のみで十分確認可能であるから、事業計画に記載
する成果目標等は不要と考える。
なお、当県では、県下１村の事業計画の取りまとめ作成に当たり、国及
び村との調整に約10時間、資料作成等に約10時間の事務負担が発生
した。仮に、事業計画を引き続き作成することが必要であったとしても、
各事業実施主体で作成することが、不要な調整による事務負担が生じ
ず適当と考える。
こうした支障が解決するよう、事業計画の廃止を基本として、事務負担
の軽減について検討を求める。

電気、ガス等の供給事業者が保有する契約情報を活
用することで空家等の所有者を迅速に把握できる。ま
た、税情報等を活用することで、空家等の所有者に対
して効果的、効率的な対応を進めることが可能となる。

空家等対策の推進
に関する特別措置
法第10条、ガス事業
法第54条、電気事
業法第23条、地方
公務員法第34条、
地方税法第22条

総務省、経済
産業省、国土
交通省

川崎市、札
幌市、仙台
市、千葉
市、横浜
市、相模原
市、新潟
市、名古屋
市、堺市、
神戸市、岡
山市、広島
市、北九州
市、福岡
市、熊本市

深川市、いわ
き市、ひたち
なか市、千葉
市、松本市、
浜松市、豊田
市、京都市、
枚方市、茨木
市、八尾市、
寝屋川市、山
陽小野田市、
久留米市、大
分県

「「特定空家等に対する措置」に関する適切な実施を図るために必要な指針
（ガイドライン）」において、空家の所有者等の特定に当たり想定される調査方
法として、水道・電気・ガスの供給事業者の保有情報や郵便転送情報の確認
調査などが挙げられており、民間事業者の保有する契約情報について、空家
対策の取組のために取得可能と捉えることができる表現となっている。
しかしながら、当市において本ガイドラインをガス事業者に対し示したうえで使
用者情報を開示することが可能か確認したところ、ガス事業法において許容さ
れる目的外提供に当たらないことから開示について難色を示された事例があ
る。実際は各事業法において契約情報の目的外提供が禁止されているため、
市町村長による空家等対策の推進に関する特別措置法に基づく情報提供の
求めを受けて契約情報を提供する場合には各事業法における契約情報の目
的外提供の禁止規定に反することにはならない旨が明確になっていなけれ
ば、事業者は契約情報を市町村に提供してよいか判断ができないものと考え
られる。
電気、ガス等の供給事業者が保有する契約情報について、その提供が可能
であることを、通知等により明確化することを求める。
次に、現行においては、課税台帳による取得可能な情報として空家所有者の
氏名、住所、電話番号が開示されており、空家所有者の把握については有効
であるが、空家等への対応を効果的、効率的に進めるためには、課税保留や
差押え情報等個別の空家の詳細な情報を把握する必要があると考える。課
税保留の状況が把握できれば、所有者調査に時間をかけることなく、初期段
階から所有者不明空家として相続人調査に着手し、相続財産管理人制度の
活用に向け必要な費用について予算措置ができ、迅速に対応が進められる。
また、差押え情報が把握できれば、空家特措法による措置を一時見合わせる
など、個別の対応を迅速に判断できることから、あわせて幅広に税情報等の
開示範囲の拡大も求める。
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和
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市町村長が
空家等対策
の推進に関
する特別措
置法に基づき
電気、ガス等
の供給事業
者の保有す
る契約情報
の提供を受
けることが可
能であること
の明確化及
び税情報等
の開示範囲
の拡大

市町村長は、空家等対策
の推進に関する特別措置
法の施行のため必要があ
るときは、関係する地方公
共団体の長その他の者に
対して、空家等の所有者等
の把握に関し必要な情報
の提供を求めることができ
るとされているが、電気、ガ
ス等の供給事業者が保有
する契約情報の提供を受
けることが可能であること
を、通知等により明確化す
ることを求める。あわせて、
課税保留や差押え情報が
取得できるよう、税情報等
の開示範囲の拡大を求め
る。

空家等の所有者を迅速に把握し、空家対策を効果的・効率的に推進し
ていくためにも電気やガス等の供給事業者が保有する情報を活用する
ことは重要だと考えている。そのため、各事業者への通知の発出時期
等を具体的に御教示いただきたい。
また、税情報の開示範囲の拡大に関して、 空家特措法の目的を達成
するために、空家対策を推進していくには、空家に関して効果的・効率
的により多くの詳細な情報を正確に把握する必要がある。課税保留が
されている空家については、所有者が不明または不存在であることが
概ね特定できることから、課税保留に関する情報が把握できれば、指
導等に至るまでの時間の浪費を解消できるメリットに加え、空家特措法
の手続きによらず、財産管理人制度の活用など、より合理的な手続き
を早い段階で判断できるため、把握すべき重要な情報の一つで「空家
特措法の施行のために必要な限度」の情報といえると考える。
課税保留に関する情報を把握するための代替手段はないと考える。ま
た、迅速な空家の課題解決を図ることで、防災、衛生、景観面等の地
域住民の生活環境が向上し、地域住民の生命、身体又は財産を保護
することができる。地方税法上の空家所有者の保護と空家特措法上の
地域住民の生命、身体又は財産の保護を比較衡量しても、課税保留
の情報については、公益上有益で必要な範囲内で行う情報提供である
と考えられるため、その必要性を総合的に勘案し検討いただきたい。
なお、差押えの情報については、登記簿謄本の取得によることも可能
であると考えるため、当市において、より効率的な情報の把握につい
て、引き続き検討してまいりたい。

【総務省、経済産業省、国土交通省】
空家等対策の推進に関する特別措置法（以下「空家法」という。）第10条第３項におい
て、「市町村長は、この法律の施行のために必要があるときは、関係する地方公共団
体の長その他の者に対して、空家等の所有者等の把握に関し必要な情報の提供を求
めることができる。」とされており、提案にある電気、ガス等の供給事業者が保有する情
報についても、同項を根拠として提供を求めることができる。
その上で、電気やガス等の供給事業者が保有する情報については、各法を所管してい
る省庁間で協議の上、空家法第10条第３項に基づき、情報提供を求めることができる
情報として位置づけられていることについて各事業者への通知等について必要な対応
を検討したい。
【総務省、国土交通省】
次に提案後段の税情報の開示範囲の拡大についてであるが、固定資産税の課税関係
情報については地方税法第22条の守秘義務の対象となり、原則として外部に提供でき
ないところ、他の行政機関から法令の規定に基づき情報の提供の求めがあった場合に
は、その重要性や緊急性、代替的手段の有無、全体的な法秩序の維持の必要性等を
総合的に勘案し、保護法益間の比較衡量を行った上で、必要な範囲内で行う情報提供
については守秘義務に抵触しないと解されている。
このため、空家法において「市町村長は、固定資産税の課税その他の事務のために利
用する目的で保有する情報であって氏名その他の空家等の所有者等に関するものに
ついては、この法律の施行のために必要な限度において、その保有に当たって特定さ
れた利用の目的以外の目的のために内部で利用することができる。」（空家法第10条
第１項）と規定し、情報提供の求めに関する規定を設けた上で、「固定資産税の課税の
ために利用する目的で保有する空家等の所有者に関する情報の内部利用等につい
て」（平成27年２月26日付け国土交通省住宅局住宅総合整備課長・総務省自治行政局
地域振興室長通知）を発出し、地方税法第22条の守秘義務に抵触することなく、空家
法の施行のために必要な限度において、空家等施策担当部局が法に基づく措置を講
ずる目的のために、内部で利用することが可能な情報その範囲を明確化しているとこ
ろである。
他の法令により固定資産税の課税情報を利用できる場合においても、内部利用できる
情報は所有者の氏名等に限られているものであり、提案にある課税保留情報や差押え
情報については、空家等の所有者等の氏名、住所、電話番号のような「空家法の施行
のために必要な限度」の情報とはいえないことから、内部利用の対象とすることは困難
である。

○当市は水道情報を基本に対応しているので、電気・ガス供給事業者への照会は行ったこ
とはないが、一部の空き家においては水道の未加入があるので、そのような場合に電気・ガ
スの契約情報が得られることは有益であると思われる。また、相続人不存在により課税保留
となっている情報が活用できることは、提案のとおり財産管理制度の適用を早い段階で検討
できるなど、空き家対策にとって非常に効果的と考える。（可能であれば、税部門が相続人
不存在を把握した時点で、空き家対策部門にその旨の情報提供がなされる仕組みが必要と
考える。）
○当市では、特定空家の所有者の所在が不明であることから不在者財産管理人選任申立
てを行ったが、財産目録の作成にあたり負債を把握するため電力会社に使用料の未納の有
無を照会したが教えてもらえず、また、税部局に市税の滞納情報の提供を求めたが地方税
法第22条の守秘義務により教えてもらえなかった。通常の空家対策においても固定資産税
額等の情報提供を受けることができないが、納税額や滞納情報などの経済状況を把握した
うえで改善の働きかけを行うことができれば所有者の実情にあわせて効果的なアプローチ
が可能になる。税情報の提供の考え方は、平成27年２月26日付け総税固第15号「固定資産
税の課税のために利用する目的で保有する空家等の所有者に関する情報の内部利用等に
ついて」において、地方税法第22条の守秘義務に抵触しないものとして、空家等の所有者等
の氏名、名称、住所、電話番号に限定して明記されていることに起因するが、空家等対策の
推進に関する特別措置法の施行のために必要な限度の情報は上記のみではないため、守
秘義務の解除について柔軟な対応を求める。
○住民票上は空家の住所のまま、所有者等の所在不明である状態が時々ある。電気、ガス
など行政では分からない情報も駆使して、所有者の所在が分かれば、解決困難な空き家へ
の対策の一助になると考える。
○当市においても、民法の財産管理人制度を活用して管理不良空家等の措置を進めた事
例があるが、管理人の申立を行うかどうかを判断する際に、空家等の老朽化の状況だけで
なく、申立て費用や予納金が回収できるかどうかについても、大きな判断材料となっている。
当該空家所有者の市税の滞納状況や財産差押等の債務に関する情報があれば、必要費
用の回収の見込みが立てられるので、財産管理人申立制度を利用しやすくなると考える。

－ 国土交通省としては、各道府県において、管下の市町村に実施する施策等、道府県全
体の取組状況を把握することが重要と考えていることから、豪雪地帯安全確保事業計
画を道府県が主体となって作成することを求めているところ。引き続き事業計画の作成
をお願いしたい。
なお、事業計画の承認に当たっては、道府県の過度な事務負担とならないよう、
（１）実施する事業が、地域における死傷事故の減少に寄与するものであること
（２）事業の実施に当たっては、地域住民の十分な協力が得られるものであること
（３）計画の内容が、当該地域の死傷事故の防止に関し有効かつ効果的であること
のみを審査内容としているところ。また、事業計画の作成については随時ご相談もお受
けしているところ。
国土交通省としても自治体の事務負担の軽減は重要と考えており、具体的に作業の事
務負担となっている点等があれば、手続の見直しについて検討して参りたい。

事業計画策定・変更に係る地方公共団体職員の事務
負担軽減が図られる。

豪雪地帯安全確保
緊急対策交付金事
業実施要綱第２条、
第４条、第５条、第６
条、豪雪地帯安全
確保緊急対策交付
金事業交付要綱第
２条

国土交通省 長野県 宮城県



措置方法
（検討状況）

実施（予定）
時期

これまでの措置（検討）状況 今後の予定

令和４年の地方からの提案等に関する対応方針（令和４年12月20日閣議決定）記載内容

対応方針の措置（検討）状況

各府省からの第２次回答提案募集検討専門部会からの主な再検討の視点（重点事項）地方六団体からの意見各府省からの第１次回答を踏まえた追加共同提案団体からの見解

－ 【全国知事会】
申請から指定までの期間が短縮されるよう、事務の迅速化を求める。
【全国町村会】
提案団体の意向及び関係府省の回答を踏まえ適切な対応を求める。

都道府県、団体営事業における、土地改良事業に併せて実施される確
定測量の成果に係る認証申請の手続については、「国土調査法第19
条第5項の成果の認証に準ずる指定の申請に係る事務取扱い等につ
いて（昭和56年１月５日付け農林水産省構造改善局長通達）」を令和４
年度末に改正し、令和５年度の申請から国土交通大臣への直接申請
も可能とする見直しを行う予定である。

５【農林水産省（４）】【国土交通省（11）】
国土調査法（昭26法180）
都道府県等が行う土地改良事業の確定測量に係る成果の認証申請
（19条５項）の手続については、現行制度では、都道府県知事等から農
林水産大臣に申請し、農林水産大臣が国土交通大臣の承認（19条７
項）を得た上で、その成果を地籍調査の成果と同一の効果があるもの
として指定することとしているが、「国土調査法第19条第５項の成果の
認証に準ずる指定の申請に係る事務取扱い等について」（昭56農林水
産省構造改善局長）を令和４年度中に改正し、令和５年度の申請から、
都道府県知事等から国土交通大臣に対して直接申請することも可能と
する。

通達改正 令和5年4月1日 都道府県等が行う土地改良事業の確定測量
に係る成果の認証申請（19条５項）の手続に
ついては、都道府県知事等から国土交通大
臣に対して直接申請することも可能とするた
め、令和５年４月１日付け４農振第3430号に
て、「国土調査法第19条第５項の成果の認証
に準ずる指定の申請に係る事務取扱い等に
ついて（昭和56年１月５日付け農林水産省構
造改善局長通達）」を改正した。

【茨木市】
税情報の開示範囲の拡大に関して、課税保留情報や差押え情報など
空家等の所有者等の氏名、住所、電話番号以外の情報は空家法の施
行のために必要な限度の情報とは言えず、内部利用の対象とすること
は困難との回答であったが、空家対策を担う市町村の実務においては
上記のみの情報では不十分であり、空家対策を行う上での阻害要因と
なっている。例えば、財産管理人制度を活用する場合や、通知しても連
絡がない管理不全の空家所有者に対する更なる働きかけの際は、納
税額や滞納情報などの情報が得られれば、より効果的な対策が可能と
なる。平成27年に空家法が施行されて５年以上が経過しており、現状
を踏まえた運用の見直しを行う時期にあるのではないか。今後ますま
す空家の増加が予想されることに鑑みて、実効性の高い空家対策を行
う観点から、空家法の施行のために必要な限度の情報について見直す
とともに、あわせて地方税法第22条の守秘義務の解除を柔軟に行うこ
とが必要であると考える。

－ 【全国知事会】
国において必要と考える政策目的の実現に関わる場合であっても、国
が定める計画等の策定という手法によらず、地方公共団体自らの工夫
に基づく計画的な手法に寄ることも可能であると考えられるため、具体
的な実行手法は地方に委ねられるよう、法令や政策実施の方法などの
見直しを行うこと。

国土交通省としては、引き続き、各道府県において、管下の市町村が
実施する施策等、道府県全体の取組状況を把握いただきたいと考えて
いる。
一方で、ご指摘のとおり、現状は、事業計画の承認に関する国の審査
事項に関わる事項に加え、個別事業の内容等についても事業計画へ
の記載を求めているところ。今般のご意見を踏まえて、個別の事業内
容については市町村からの提出を求めるなど、豪雪地帯安全確保緊
急対策交付金における事業計画のあり方や内容の見直し等について
検討を進めているところである。

計画策定等の見直しは、閣議決定された「経済財政運営と改革の基本
方針2022」で「国が地方自治体に対し、法令上新たな計画等の策定の
義務付け・枠付けを定める場合には、累次の勧告等に基づき、必要最
小限のものとすることに加え、努力義務やできる規定、通知等によるも
のについても、地方の自主性及び自立性を確保する観点から、できる
限り新設しないようにするとともに、真に必要な場合でも、計画等の内
容や手続は、各団体の判断にできる限り委ねることを原則とする。あわ
せて、計画等は、特段の支障がない限り、策定済みの計画等との統合
や他団体との共同策定を可能とすることを原則とする。」と明記され、地
方からはこの原則明記を高く評価するとともに、既存の計画の見直しを
求める声が強まっている。
この原則を十分に踏まえ、地方からの提案が最大限実現するよう前向
きに対応いただきたい。
道府県内市町村の取組状況の把握は道府県の判断により必要に応じ
て実施すれば足りることであり、国が義務付ける理由にはならないので
はないか。
審査内容の（１）～（３）に対して事業計画の記載項目が必要以上に設
定されているのではないか。

豪雪地帯安全確保緊急対策交付金事業実施
要綱第５条第２項に定める事業計画主体（第
５条第１項に定める事業実施主体が行う事業
を第６条に定める豪雪地帯安全確保事業計
画に取りまとめる主体）について、道府県に
加えて市町村を追加し、市町村が豪雪地帯
安全確保事業計画を直接作成・提出できるよ
うに要綱を改正し、道府県に通知した。

豪雪地帯安全確保緊急対策交付金事業実施
要綱及び豪雪地帯安全確保緊急対策交付金
交付要綱の改正について（令和５年３月14日
付け国国地第71号 国土交通省国土政策局
長）

電気又はガスの供給事業者等の保有する契
約情報等については、空家等対策の推進に
関する特別措置法（平成26年法律第127号）
に基づき、市町村長（特別区の区長を含む。）
が提供を求めることができる情報である旨
を、各事業者及び各市町村等に対して通知し
た。
・「電気又はガスの供給事業者等が保有する
契約情報等の空家等対策の推進に関する特
別措置法第10条第３項に基づく各事業者へ
の提供依頼について（情報提供）」（令和５年
３月29日付け資源エネルギー庁電力・ガス事
業部ガス市場整備室長事務連絡）
・「電気又はガスの供給事業者等が保有する
契約情報等の空家等対策の推進に関する特
別措置法第10条第３項に基づく各事業者へ
の提供依頼について（情報提供）」（令和５年
３月31日付け資源エネルギー庁電力・ガス事
業部電力産業・市場室長事務連絡）
・「電気又はガスの供給事業者等が保有する
契約情報等の空家等対策の推進に関する特
別措置法第10条第３項に基づく各事業者へ
の提供依頼について（情報提供）」（令和５年
３月30日付け国土交通省住宅局住宅総合整
備課事務連絡）

事務連絡 令和５年３月

要綱改正 令和5年3月14日５【国土交通省】
（19）豪雪地帯対策特別措置法（昭37法73）
「豪雪地帯安全確保緊急対策交付金事業実施要綱」（令３国土交通
省）において、道府県が主体となり作成し国土交通省に提出することと
されている豪雪地帯安全確保事業計画については、市町村が直接、国
土交通省に提出することも可能とする方向で検討し、令和４年度中に
結論を得る。その結果に基づいて必要な措置を講ずる。

５【経済産業省（２）】【国土交通省（14）】
ガス事業法（昭29法51）、電気事業法（昭39法170）及び空家等対策の
推進に関する特別措置法（平26法127）
電気又はガスの供給事業者が保有する契約情報については、市町村
長（特別区の長を含む。）が空家等対策の推進に関する特別措置法10
条３項に基づき情報提供を求めることができる情報であることを明確化
し、供給事業者及び市町村（特別区を含む。）に令和４年度中に通知す
る。

電気やガス等の供給事業者が保有する情報については、空家法第10
条第３項に基づき、情報提供を求めることができる情報として位置づけ
られていることについて、関係府省間で協議の上、令和４年度内を目途
に各事業者への通知を行うこととしたい。
税情報の開示範囲の拡大に関して、提案団体からは課税保留情報の
代替的手段はないと見解を示されており、確かに「課税保留情報は課
税情報以外から取得することはできない」と考えるが、一方で本来代替
的手段の有無という論点においては、課税保留情報から得ようとしてい
る効果である「所有者が不明または不存在であることが概ね特定でき
る」ことについて、「課税保留情報が代替的手段のない情報であるか」
が検討されるべき点であると考える。
この点については、既に空家法において利用可能とされている戸籍情
報等の情報を調査することから得ることが可能であるものと考えられ、
代替的手段については存在するものであること等を踏まえれば、課税
保留情報については「空家特措法の施行のために必要な限度」の情報
とはいえない。
このため、ご提案の税情報等の開示範囲の拡大については対応が困
難であると考える。

【全国町村会】
提案団体の意向及び関係府省の回答を踏まえ適切な対応を求める。



区分 分野

求める措置の具体的内容提案事項名
管理
番号

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの見解

提案区分

各府省からの第１次回答追加支障事例追加共同団体名その他（特記事項）団体名
制度の所管・関係

府省
根拠法令等

制度改正による効果
（提案の実現による住民の利便性の向上、行政の効率化等）

具体的な支障事例

少子高齢化が進む現在において、廃校となった小中学校等の既存公
共物の有効活用は喫緊の課題であり、今後も、廃校等の利用しなく
なった公共施設は増加するものと想定される。それらを有効活用できれ
ば、地域の雇用・産業の活性化も見込まれる。
なお、当県においては、コワーキングスペース等を設置したいとの相談
は年１～２件ほどあり、廃校等の活用は一定のニーズがあるものと思
料。
また、当県において統廃合等の再編を検討している高校は29校あり、
うち15校が第48条特例許可によらなければコワーキングスペース等へ
の用途変更が認められない第一種低層住居専用地域又は第一種中高
層住居専用地域に立地している。近い将来、廃校となる高校の利活用
を検討するうえで、許可基準の明確化が必要となっている。
第１次回答においては「今後の対応について検討する」とされている
が、廃校が生じることとなった場合、許可基準が明確となっていれば、
各自治体で廃校の有効活用を検討する際の選択肢が増え、スムーズ
な活用につながることが想定されることから、コワーキングスペースを
含め、幅広に許可基準の明確化をする方向で速やかに検討いただき
たい。
また、「調査をまずは実施」とされているが、調査等の具体的なスケ
ジュールをお示しいただき、許可基準の早期明確化に向けご検討いた
だきたい。

少子高齢化社会において、県内各地で小中学校の統廃合が進んでいる。各
自治体では、工夫しながら、廃校となった校舎の活用策として、コワーキング
スペースやオフィス、地域コミュニティが存続するための新たな活用方法を考
えている。
しかしながら、現行の規定では廃校舎をコワーキングスペース等に活用しよう
とする場合に、用途地域の規制から、それらの用途への変更が困難な場合が
あり、廃校舎の有効活用ができない状況にある。
また、令和３年６月25日付け国住街第96号のシェアオフィス等に関する技術
的助言については、空き家等を活用した比較的規模の小さいものを対象とし
たものであると考えられる。しかしながら、当県が考える廃校舎等の利活用と
なると、比較的大きく、多くの集客が見込まれるため、これらの場合の「良好な
住居の環境を害するおそれがない」ことの判断に苦慮している。

廃校舎等の公共物の利活用が促進されるとともに、地
域コミュニティの維持に寄与できる。

建築基準法第48条 国土交通省 長野県 金沢市、広島
市、熊本市

○今後、小中学校等の統廃合の増加が見込まれる中で、廃校施設を柔軟に活用できるよ
う、基準の明確化や制限の緩和等の法整備が必要となる。

コワーキングスペース等の類似の用途に関する第48条特例許可実績の調査をまずは
実施し、第一種低層住居専用地域等における当該用途のニーズや周辺への影響等を
把握した上で、今後の対応について検討する。

244 B　地方に対
する規制緩
和

09_土木・
建築

廃校等の公
共物の用途
変更における
基準の明確
化

第一種低層住居専用地域
で使用されていた小中学校
など、既存の公共物の有効
活用のため、低層住居専
用地域におけるコワーキン
グスペース等の設置に係る
建築基準法第48条のただ
し書き許可の新たな許可準
則を定め、特定行政庁が許
可する基準の明確化を求
める。

ひたちなか
市、さいたま
市、三鷹市、
長野県、名古
屋市、京都
市、兵庫県、
広島市、大村
市

①＜令和2年10月
12日＞時事通信記
事
②＜令和3年9月30
日～＞朝日新聞朝
刊連載記事
③＜令和4年1月7
日＞日経新聞記事

特別区長会【現行制度とその課題】
都市公園にシェアサイクルポートを設置するためには、①「都市再生整備計
画」を作成しシェアサイクルポートの設置について記載することで占用許可の
特例を得る（都市再生特別措置法第62条の２）か、②シェアサイクルポートを
都市公園法上の「公園施設」と位置付けて設置を許可する（都市公園法第２
条・第５条、同法施行令第５条）か、２通りの方法が考えられる。
しかし、①の場合は、計画の作成に公園管理者や地元や議会等との調整、パ
ブリックコメントの実施、それに伴う計画案の修正など、丁寧な調整と膨大な
時間が必要となり、①の方法によることは現実的でない。
そのため、②の方法によることとしたいと考えているが、シェアサイクルポート
を「公園施設」として設置してよいか法令上明らかでなく、設置許可の可否が
公園管理者の解釈に委ねられているため、許可に二の足を踏んでいる公園
管理者も多い。
【支障】
シェアサイクルの利用実績は毎年大きく伸びている。また、新型コロナウイル
スの感染拡大に伴って、「新しい生活様式」において自転車の活用が推奨さ
れるなど、新たな移動手段として、社会的な認知度と需要が急激に高まってい
る。そのような中で、上記課題により、都市公園内への柔軟なサイクルポート
設置が出来ない状況となっている。

本提案の趣旨は、シェアサイクルポートを都市公園法における公園施
設として明確に位置付けることにより、都市再生整備計画の策定にか
かる自治体職員の事務コストの削減のみならず、シェアサイクルサービ
スの柔軟かつ安定的な運用を目指すものである。
第１次回答にて「現行制度においては、その解釈を柔軟に行うことが可
能」とあるが、現状ではシェアサイクルポートが公園施設に明確に位置
付けられていないことから、公園管理者が設置可否の判断に躊躇して
しまい、むしろ柔軟な解釈の妨げとなっている。現に都市公園内にシェ
アサイクルポートを設置する手段を、法的根拠が明確な都市再生整備
計画の作成による占用許可の特例に限定し、公園施設としての設置許
可を行わないこととしている都道府県庁もある。また、公園管理者の弾
力的な判断によりシェアサイクルポートを一時的に設置できたとしても、
上位の決裁権者等の見解の相違や異動等により設置許可が更新され
ない可能性がある等、事業の運用が不安定な状況となっている。
「自転車活用推進計画」（令和３年５月28日閣議決定）において「サイク
ルポートの設置促進等により、シェアサイクルの普及を促進する」とさ
れていることも踏まえ、シェアサイクルポートを公園施設として明確に位
置付けることを求める。
なお、「公園利用者以外の者の利用のみを想定して設置するシェアサ
イクルポート」とあるが、都市公園にシェアサイクルポートを設置すれ
ば、公園利用者がそのシェアサイクルポートを利用することは当然に想
定される。非現実的なケースを想定した留保を付すことで公園管理者
によって解釈に差が生じるようなことがないようにしていただきたい。

260 B　地方に対
する規制緩
和

08_消防・
防災・安全

耐震改修促
進計画を廃
止し、同計画
の策定を社
会資本整備
総合交付金
の要件としな
いこと

耐震改修促進計画の策定
を廃止し、同計画の策定を
社会資本整備総合交付金
の要件としないことを求め
る。

B　地方に対
する規制緩
和

245

○耐震改修促進計画の策定を要件とすることは、法的な義務がなく、また、内容が重複する
計画の策定を求められるものであり、二重の事務負担が生じている。

住宅・建築物耐震改修事業は、耐震改修促進法の目的及び国が基本方針において定
める目標等の達成に向けて、地方公共団体が目標を定め、建築物所有者への啓発や
指導を併せて行うなど、計画的かつ総合的に耐震診断や耐震改修を促進することが効
果的であることから、こうした内容を記載した耐震改修促進計画を定めた地方公共団
体が当該計画に基づき実施する施策に対して支援するものである。
また、社会資本整備総合交付金は、地方公共団体が、地域課題に応じた定量的な目
標を設定した社会資本総合整備計画を作成し、計画に対して配分された国費を計画に
記載された各事業に自由に充当することが出来るものであることから、社会資本総合
整備計画の作成・提出は必要である。
ご指摘の計画策定に係る事務負担については、耐震改修促進計画に記載すべき内容
を包含した社会資本総合整備計画を作成した場合には、当該記載内容に係る部分は
耐震改修促進計画に該当することを明確化する方向で検討を行うこととする。

市町村の場合、耐震改修促進計画の策定が法律上努力義務とされて
いるにも関わらず、社会資本整備総合交付金を活用して交付対象事業
を実施する場合に、耐震改修促進計画の策定が交付要綱により実質
的に義務付けられていることは不適当だと考える。また、社会資本整備
総合交付金を活用する場合は、耐震改修促進計画の記載内容を包含
した社会資本総合整備計画も策定する必要があり、内容が重複する二
つの計画の策定に事務負担が生じている。
提案の趣旨をご理解いただきご検討いただいていることは感謝申し上
げるが、交付要綱を改正するなど、必要な対応の実現に向けて、早急
に検討を進めていただきたい。

市町村における「耐震改修促進計画」の策定は法的義務ではない（耐震改修
促進法第６条により努力義務）にも関わらず、社会資本整備総合交付金にお
いて「事業主体である地方公共団体が定めた耐震改修促進計画」が交付対
象事業の要件とされている。一方、同交付金を充てて交付対象事業を実施し
ようとする場合は、耐震化促進事業の概要や目標を記載した、「社会資本総
合整備計画」を作成し、国土交通大臣に提出しなければならない。
以上により、耐震改修促進計画の策定を要件とすることは、法的義務がなく、
また内容が重複する計画の策定を求められるものであり、二重の事務負担が
生じている。

国土交通省都市公園法第２条、
都市公園法第５条、
都市公園法施行令
第５条第６項、都市
再生特別措置法第
62条の２、自転車活
用推進法

都市におけるサイクルポートの密な設置が可能となり、
通勤や観光等の幅広い目的でシェアサイクルが使用さ
れることになり、住民サービスの向上に資する。
また、複数年にまたがる計画策定等を経ずに最短で一
か月程度での設置が可能となり、自治体職員の事務負
担の軽減に繋がる。
その他、有事の際の職員の移動方法としても活用が可
能であり、運営事業者と災害発生時の協定を結んでい
る自治体もあることから、災害時における都市公園の
機能にも資する。

都市公園内にシェアサイク
ルポートを設置することが
できるようにするため、都市
公園法における公園施設
のうち「飲食店、売店、駐車
場、便所、その他の便益施
設で政令で定めるもの」を
定める都市公園法施行令
第５条第６項に「自転車を
賃貸する事業の利用者の
利便に資する施設」を追加
する。又は、同項の「これら
に類するもの」にシェアサイ
クルポートが含まれている
ことを明確化する。

シェアサイク
ルポートを都
市公園法に
おける公園施
設として位置
づけるための
制度の整備

10_運輸・
交通

設置しようとする施設が公園施設に該当するか否かについては、公園管理者が、当該
施設の機能や利用形態を当該都市公園の設置目的や性格に照らして具体的に判断す
るものであり、現行制度においては、その解釈を柔軟に行うことが可能である。
シェアサイクルポートについては、都市公園の効用を全うする施設であると公園管理者
が判断した場合には、都市公園法施行令第５条第６項の「駐車場」に類するものとし
て、現行制度において設置することができるため、ご提案のとおり、その旨を明確にす
る通知の発出等により地方公共団体に周知してまいりたい。
なお、公園利用者以外の者の利用のみを想定して設置するシェアサイクルポートのよう
に、設置しようとする施設が都市公園の効用を全うする施設とはいえない場合は、都市
再生特別措置法上の占用許可特例のスキームを活用して設置されたい。

○当市においても、他部局からの依頼により都市公園内へのシェアサイクルポート設置を
行っているが、都市公園上の「公園施設」としての位置づけが明確ではないため、「都市再
生整備計画」を作成し、条例改正を行った上で、占用許可の特例により設置の許可を行って
いる。一方で市内にある他自治体所管の都市公園においては、「公園施設」として許可を
行っており、管理者によって判断が異なる事例が発生している。
当市としては、シェアサイクルポートが「公園施設」であるかないかについて、法令上の明確
な基準は必要と考える。
○当市も現在、シェアサイクルポートを都市公園法の便益施設として設置を許可している。
許可にあたり、公園管理者として解釈の妥当性の検討や説明に多くの時間を割いている
ケースもある。
○区市町村の事情により都市再生整備計画を策定できず、公立公園への設置が進まない
事例がある。
○提案と同様に、当市においても都市公園内にシェアサイクルポートの設置を検討してお
り、都市公園法における公園施設の設置許可により、便益施設（その他これらに類するも
の）として許可をすることを考えている。本判断は公園管理者の解釈に委ねられているた
め、都市公園法施行令第５条第６項への追記、もしくは国からの通達として、シェアサイクル
ポートが含まれていることを明確化してもらいたい。

策定に係る事務負担が軽減され、事業実施に注力する
ことができる

建築物の耐震改修
の促進に関する法
律（平成７年法律第
23号）第６条、社会
資本整備総合交付
金交付要綱

国土交通省 神戸市 茨木市、寝屋
川市、長崎
県、熊本市



措置方法
（検討状況）

実施（予定）
時期

これまでの措置（検討）状況 今後の予定

令和４年の地方からの提案等に関する対応方針（令和４年12月20日閣議決定）記載内容

対応方針の措置（検討）状況

各府省からの第２次回答提案募集検討専門部会からの主な再検討の視点（重点事項）地方六団体からの意見各府省からの第１次回答を踏まえた追加共同提案団体からの見解

５【国土交通省】
（６）建築基準法（昭25法201）
（ⅱ）用途地域の制限に適合しない建築物の建築に係る特定行政庁に
よる許可（48条１項から14項）のうち、第一種低層住居専用地域等に存
する廃校に係る用途変更の許可については、廃校の利活用の促進に
資するよう、他の用途に活用するために許可した事例を収集し、地方
公共団体に令和４年度中に通知する。

－ 【全国知事会】
提案団体の提案を考慮した検討を求める。

特定行政庁に対し、既に第48条特例許可実績の調査を実施し、コワー
キングスペース等の類似の用途に関する許可実績を確認しているとこ
ろ。今後、調査結果を踏まえ、対応について検討する。

都市公園に設置する自転車駐車場については、都市公園法施行令第
５条第６項の「駐車場」に含まれるものとしている。例えば、都市計画運
用指針においても、都市計画法の運用として「自転車駐車場を都市計
画に定める場合においては、法第11条第１項第１号の「駐車場」として
都市計画決定を行うことが望ましい」とされている。
現に、シェアサイクルポートは都市公園法上の「駐車場」として多く設置
されているところであり、通知によってその旨を明確にすることが、運用
の一貫性を担保するうえでも望ましいところ、シェアサイクルポートが都
市公園法上の公園施設に該当することを通知により明確にするととも
に、地方公共団体の間で解釈の差が生じることのないよう担当者会議
の場で周知することで、当該運用の浸透を速やかに図ってまいりたい。
具体的には、既存の公園利用者又は将来的な公園利用者の利便の確
保等に資するものであれば都市公園の効用を全うする施設として認め
られ、公園施設に該当する旨を通知で示してまいりたい。
なお、民間事業者等の設置者がシェアサイクルポートについて公園利
用者以外の者の利用のみを想定して設置することはありうるが、シェア
サイクルポートの利用実態としては、公園利用者の利用が全くなく、利
便性に寄与しないということは殆ど想定されないと考えている。

５【国土交通省】
（16）都市公園法（昭31法79）
シェアサイクルポートについては、公園施設（２条２項）として設置が可
能であることを明確化し、地方公共団体に通知する。
［措置済み（令和４年12月９日付け国土交通省都市局公園緑地・景観
課長通知）］

第１次ヒアリングにおいて、シェアサイクルポートが都市公園法上の公
園施設である「駐車場」に該当すると説明があったが、多くの追加共同
提案団体から支障が示されていることを踏まえると当該説明が浸透し
ているとは言えないのではないか。政令を改正し、シェアサイクルポート
が都市公園法上の公園施設に該当することを明確にすべきではない
か。
「公園利用者以外の者の利用のみを想定して設置するシェアサイクル
ポート」は現実的に想定されないのではないか。

－

計画策定等の見直しは、閣議決定された「経済財政運営と改革の基本
方針2022」で「国が地方自治体に対し、法令上新たな計画等の策定の
義務付け・枠付けを定める場合には、累次の勧告等に基づき、必要最
小限のものとすることに加え、努力義務やできる規定、通知等によるも
のについても、地方の自主性及び自立性を確保する観点から、できる
限り新設しないようにするとともに、真に必要な場合でも、計画等の内
容や手続は、各団体の判断にできる限り委ねることを原則とする。あわ
せて、計画等は、特段の支障がない限り、策定済みの計画等との統合
や他団体との共同策定を可能とすることを原則とする。」と明記され、地
方からはこの原則明記を高く評価するとともに、既存の計画の見直しを
求める声が強まっている。
この原則を十分に踏まえ、地方からの提案が最大限実現するよう前向
きに対応いただきたい。
耐震改修促進計画の策定は法律上努力義務とされているにも関わら
ず、交付要綱により策定を実質的に義務付けていることは過重な義務
付けではないか。
第１次ヒアリングを踏まえ、社会資本総合整備計画の記載内容により、
住宅・建築物耐震改修事業の内容が確認できれば、耐震改修促進計
画の策定を交付要件としない方向で早急に検討を進めていただきた
い。

地震国である我が国において、大地震時における被害を抑制するため
には、住宅・建築物の耐震化を早急に推進する必要がある一方、耐震
性の不足する既存不適格建築物は現行基準に適合させる法的義務の
ないこと、耐震改修等の経済的負担が大きいこと、所有者等が耐震化
のメリットを感じにくいことなど課題が多い。こうした課題に対応するた
め、耐震改修促進法においては、規制的措置（耐震診断義務付け、指
導・助言・指示・公表等）、誘導的措置（認定による規制緩和・表示・助
成等）、普及啓発を組み合わせて計画的かつ総合的に施策を講じるこ
ととし、地方公共団体に耐震改修促進計画を定めることを求めている
（令和３年４月時点で、都道府県についてはすべて、市町村については
98％が耐震改修促進計画を定めて耐震化に取り組んでいる。）。
住宅・建築物耐震改修事業は、耐震改修促進法に基づく誘導措置の
財政的な裏付けとなる支援措置であり、また、限られた国費を効率的
に活用する観点から、地方公共団体が耐震改修促進計画に基づき施
策に効果的に取り組む場合に重点化して支援を行っているものであ
る。
今回の提案及び「計画等は（略）策定済みの計画等の統合（略）を可能
とする。」という閣議決定の内容を踏まえ、地方公共団体の事務負担を
軽減するため、耐震改修促進計画を社会資本総合整備計画に統合す
ることを可能とする。具体的には、耐震改修促進計画に記載すべき内
容を包含した社会資本総合整備計画については、当該記載内容に係
る部分は耐震改修促進計画に該当し、別の計画を策定することなく、
支援対象とすることを明確化する通知を発出する。

－ 【全国知事会】
社会資本整備総合交付金の申請に当たって策定が求められている計
画について、必要最小限の内容とすること。
なお、防災分野において内容の重複が見られるものは統廃合などの見
直しを行うこと。

－

５【国土交通省】
（25）建築物の耐震改修の促進に関する法律（平７法123）
社会資本整備総合交付金の交付対象事業のうち、住宅・建築物耐震
改修事業については、市町村（特別区を含む。以下この事項において
同じ。）の事務負担を軽減するため、市町村耐震改修促進計画（６条１
項）に記載すべき内容を包含した社会資本総合整備計画を策定すれ
ば、当該記載内容に係る部分は市町村耐震改修促進計画に該当し、
別途計画を策定せずとも同交付金の交付対象とすることとし、その旨を
市町村に令和４年度中に通知する。

住宅・建築物耐震改修事業について、市町村
耐震改修促進計画に記載すべき内容を包含
した社会資本総合整備計画を策定すれば、
当該記載内容に係る部分は市町村耐震改修
促進計画に該当し、別途市町村耐震改修促
進計画を策定せずとも同交付金の交付対象
とする旨について、令和５年３月２日に地方公
共団体に対して通知済み。

住宅・建築物耐震改修事業の交付要件等に
ついて（技術的助言）（令和５年３月２日付け
国土交通省住宅局市街地建築課長、建築指
導課長通知）

令和5年3月2日通知

用途地域の制限に適合しない建築物の建築
に係る特定行政庁による許可（48条１項から
14項）のうち、第一種低層住居専用地域等に
存する廃校に係る用途変更の許可について
は、廃校の利活用の促進に資するよう、他の
用途に活用するために許可した事例を収集
し、地方公共団体に通知した。

廃校の用途変更に係る建築基準法第48条の
規定に基づく許可の事例について（令和５年
１月19日付け国土交通省住宅局市街地建築
課事務連絡）

令和5年1月19日事務連絡



区分 分野

求める措置の具体的内容提案事項名
管理
番号

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの見解

提案区分

各府省からの第１次回答追加支障事例追加共同団体名その他（特記事項）団体名
制度の所管・関係

府省
根拠法令等

制度改正による効果
（提案の実現による住民の利便性の向上、行政の効率化等）

具体的な支障事例

神戸市 伊勢崎市、相
模原市、長野
県、稲沢市、
堺市、広島市

－ 立地適正化計画は、都市計画運用指針（Ⅳ－１－３－６）において、「市町村マスタープ
ランに立地適正化計画の記載事項も盛り込んで作成することが望ましい。」という記載
があるとおり、両者を一体的なものとして作成することは可能である。
一方で、立地適正化計画は、その策定により、届出義務対象となることに加え、各種特
例措置の要件となることから当該計画の内容については都市再生特別措置法第81条
第22項における住民への合意形成プロセスを経ることや、公正かつ専門的な第三者の
意見を踏まえる手続きが必要である。
また、市町村マスタープランに都市・地域総合交通戦略の趣旨が含まれている場合に
は、当該市町村マスタープランをもって都市・地域総合交通戦略とみなすことが可能で
あるが、補助金等の制度の運用に当たっては補助金等に関する要綱に掲げる要件を
満たす必要がある。
このように、上記要件を満たしたうえで、立地適正化計画や都市・地域総合交通戦略と
一体として作成された市町村マスタープランであれば、立地適正化計画や都市・地域
総合交通戦略としての性質を有することから、各計画に基づく補助金等の制度の運用
は当然に可能である。

当市では、限られた財源・人員の中で、事務負担を軽減し、行政課題
の解決や新型コロナウイルス感染症対策等の新たな課題の解決に真
摯に対応するため、策定済みの計画の見直しや統合等を全市的に積
極的に進めているところであり、今後、都市計画マスタープラン等、都
市計画に関連する計画についても統合等を検討していく予定である。
国においても、令和４年６月７日に閣議決定された「経済財政運営と改
革の基本方針2022」の中で、「法令上新たな計画等の策定の義務付
け・枠付けを定める場合には、累次の勧告等に基づき、必要最小限の
ものとすることや計画等は、特段の支障がない限り、策定済みの計画
等と統合する」ことが明記されており、今後、全国的に計画の統合等の
動きが起こることが想定されることから、同様の取組事例について、関
係者が集まる会議やホームページ等で取組事例の紹介等を行ってい
ただきたい。

265 B　地方に対
する規制緩
和

01_土地利
用（農地除
く）

自治体にお
いて独自に
策定している
防災に関する
計画を立地
適正化計画
における防災
指針とみなす
こと

防災に関する計画を策定し
ていれば、立地適正化計画
においても防災指針を策定
していることとみなすこと

平成26年度に都市再生特別措置法の改正より、コンパクトなまちづくりを促進
するため「立地適正化計画」制度が創設され、本市においては「都市空間向
上計画」として策定したところであるが、令和２年６月に都市再生特別措置法
が改正され、都市における防災・減災対策（防災指針）の位置づけが義務化さ
れたことから、今後、都市空間向上計画（立地適正化計画）の改正の際には、
防災指針の追加が必要となった。
防災指針の策定にあたっては、災害リスクの高い地域の抽出やリスクをふま
えた居住誘導区域の設定・見直し、地区ごとの課題に対応した対策の検討等
を要件としているところであるが、既に公表されている計画等において、災害
リスクや避難に関する周知・啓発を実施していること、防災部局等において、
災害に対する対応方針の検討等を実施していることから、防災指針を策定す
る場合、既存の計画・検討と同様の記載内容となることが想定され、非効率で
ある。

策定に係る事務負担が軽減され、事業実施に注力する
ことができる

264 B　地方に対
する規制緩
和

01_土地利
用（農地除
く）

立地適正化
計画及び総
合交通戦略
の趣旨を都
市計画マス
タープランに
統合するとと
もに、同計画
による補助金
等制度の運
用を可能とす
ること

都市計画マスタープランに
各計画に関する趣旨を記
載していれば、各計画を策
定しているとみなすこと。
あわせて、都市計画マス
タープランの決定手続きを
もって、その他の計画も決
定したとみなすこと
また、各計画を統合した都
市計画マスタープランをもっ
て、補助金等の制度を運用
可能とすること

都市計画マスタープランにおいては、都市計画の方針を定めるうえで、土地利
用や都市交通、自然環境等に関する現況や動向を幅広く勘案し策定している
が、立地適正化計画、総合交通戦略にも同趣旨の記載内容が見られ、非効
率となっている。

策定に係る事務負担が軽減され、事業実施に注力する
ことができる

都市計画法、都市
再生特別措置法

国土交通省

防災指針は、災害リスクや課題の分析により立地適正化計画に定める居住誘導区域
等の設定に影響を及ぼすものであることに加え、防災対策の取組方針に基づき、将来
のまちの姿を決める要素となる防災対策の方向性を決定するものである。
そのため立地適正化計画の内容の一部である防災指針の策定については、都市再生
特別措置法第81条第22項における住民への合意形成プロセスを経ることや、公正か
つ専門的な第三者の意見を踏まえる手続きが必要である。

都市再生特別措置
法

国土交通省 神戸市 伊勢崎市、相
模原市、稲沢
市、堺市、広
島市

－ 第１次回答では、「防災指針は、災害リスクや課題の分析により立地適
正化計画に定める居住誘導区域等の設定に影響を及ぼすものである
ことに加え、防災対策の取組方針に基づき、将来のまちの姿を決める
要素となる防災対策の方向性を決定するものである」から、「都市再生
特別措置法第81条第22項における住民への合意形成プロセスを経る
ことや、公正かつ専門的な第三者の意見を踏まえる手続きが必要」と
のことだが、そうであるならば、必ずしも都市再生特別措置法第81条第
22項の手続に限定せずとも、「住民への合意形成プロセスを経る」とと
もに「公正かつ専門的な第三者の意見を踏まえる手続き」を踏んだ上で
策定された防災に関する計画であれば、立地適正化計画の内容の一
部である防災指針とみなしても、制度の趣旨に反するものではないと考
える。
既に公表されている計画等において災害リスクや避難に関する周知・
啓発を実施している都市においては、防災指針を新たに策定してもこ
れと同様の記載内容となることが想定され、改めて立地適正化計画に
防災指針を定めることは非効率である。
したがって、「住民への合意形成プロセスを経る」とともに「公正かつ専
門的な第三者の意見を踏まえる手続き」を踏んだ上で策定された防災
に関する計画がある都市については、立地適正化計画において防災
指針を策定していることが要件となっている補助制度等の適用を受け
ることを可能とされたい。



措置方法
（検討状況）

実施（予定）
時期

これまでの措置（検討）状況 今後の予定

令和４年の地方からの提案等に関する対応方針（令和４年12月20日閣議決定）記載内容

対応方針の措置（検討）状況

各府省からの第２次回答提案募集検討専門部会からの主な再検討の視点（重点事項）地方六団体からの意見各府省からの第１次回答を踏まえた追加共同提案団体からの見解

都市再生特別措置法第81条第22項に定める住民合意プロセス等所定
の手続きを経た上で、立地適正化計画を市町村マスタープランと一体
的に作成いただくこと、また、都市・地域総合交通戦略を市町村マス
タープランと一体的に作成いただくことが可能であることについて、計
画策定主体となる市町村含めた都道府県の担当者が集まる機会等を
通じ改めて事例とともに周知することを検討したい。

５【国土交通省】
（22）都市計画法（昭43法100）及び都市再生特別措置法（平14法22）
住宅及び都市機能増進施設の立地の適正化を図るための計画（都市
再生特別措置法81条）及び都市・地域総合交通戦略（「都市・地域総合
交通戦略要綱」（平21国土交通省都市・地域整備局長）第三）について
は、市町村の都市計画に関する基本的な方針（都市計画法18条の２）
と一体のものとして策定することが可能であることを明確化するため、
参考となる事例を示しつつ、令和４年度中に「立地適正化計画作成の
手引き」（令４国土交通省都市局都市計画課）及び「都市・地域総合交
通戦略のすすめ～総合交通戦略策定の手引き～」（令４国土交通省都
市局）を改訂する。

計画策定等の見直しは、閣議決定された「経済財政運営と改革の基本
方針2022」で「国が地方自治体に対し、法令上新たな計画等の策定の
義務付け・枠付けを定める場合には、累次の勧告等に基づき、必要最
小限のものとすることに加え、努力義務やできる規定、通知等によるも
のについても、地方の自主性及び自立性を確保する観点から、できる
限り新設しないようにするとともに、真に必要な場合でも、計画等の内
容や手続は、各団体の判断にできる限り委ねることを原則とする。あわ
せて、計画等は、特段の支障がない限り、策定済みの計画等との統合
や他団体との共同策定を可能とすることを原則とする。」と明記され、地
方からはこの原則明記を高く評価するとともに、既存の計画の見直しを
求める声が強まっている。
この原則を十分に踏まえ、地方からの提案が最大限実現するよう前向
きに対応いただきたい。
都市計画マスタープランに立地適正化計画、及び都市・地域総合交通
戦略の趣旨や補助金等の制度を運用するにあたって必要な記載事項
が盛り込まれており、当該都市計画マスタープランが住民への合意形
成プロセスや公正かつ専門的な第三者の意見を踏まえた手続を経たも
のであれば、当該都市計画マスタープランを策定していることをもって、
立地適正化計画、都市・地域総合交通戦略を策定していることとみな
し、補助金等の制度を運用することが可能な旨、通知等で明確に示し
ていただきたい。

－ －

－ 【全国知事会】
防災分野において内容の重複が見られる計画については、統廃合など
の見直しを行うこと。
【全国町村会】
提案団体の意向を踏まえ適切な対応を求める。

住宅及び都市機能増進施設の立地の適正化
を図るための計画に記載する、居住誘導区
域にあっては住宅の、都市機能誘導区域に
あっては誘導施設の立地及び立地の誘導を
図るための都市の防災に関する機能の確保
に関する指針（以下、「防災指針」という）につ
いては、市町村が独自に定める防災に関す
る計画が防災指針の内容を含み、かつ、都市
再生特別措置法第81条22項に定める手続を
経た場合、当該計画を防災指針と位置付ける
ことが可能であることを明確化するため、令
和５年３月31日に「立地適正化計画作成の手
引き」を改訂し、ホームページへ公表の上、地
方公共団体宛て改訂の旨メールにて周知し
た。

令和５年３月31日手引きの改訂５【国土交通省】
（28）都市再生特別措置法（平14法22）
住宅及び都市機能増進施設の立地の適正化を図るための計画（81条）
に記載する、居住誘導区域にあっては住宅の、都市機能誘導区域に
あっては誘導施設の立地及び立地の誘導を図るための都市の防災に
関する機能の確保に関する指針（81条２項５号。以下この事項におい
て「防災指針」という。）については、市町村が独自に定める防災に関す
る計画が防災指針の内容を含み、かつ、81条22項に定める手続を経た
場合、当該計画を防災指針と位置付けることが可能であることを明確
化するため、令和４年度中に「立地適正化計画作成の手引き」（令４国
土交通省都市局都市計画課）を改訂する。

計画策定等の見直しは、閣議決定された「経済財政運営と改革の基本
方針2022」で「国が地方自治体に対し、法令上新たな計画等の策定の
義務付け・枠付けを定める場合には、累次の勧告等に基づき、必要最
小限のものとすることに加え、努力義務やできる規定、通知等によるも
のについても、地方の自主性及び自立性を確保する観点から、できる
限り新設しないようにするとともに、真に必要な場合でも、計画等の内
容や手続は、各団体の判断にできる限り委ねることを原則とする。あわ
せて、計画等は、特段の支障がない限り、策定済みの計画等との統合
や他団体との共同策定を可能とすることを原則とする。」と明記され、地
方からはこの原則明記を高く評価するとともに、既存の計画の見直しを
求める声が強まっている。
この原則を十分に踏まえ、地方からの提案が最大限実現するよう前向
きに対応いただきたい。
地方公共団体において独自に策定している防災に関する計画につい
て、必ずしも都市再生特別措置法第81条第22項の手続に限定せずと
も、「住民への合意形成プロセスを経る」とともに「公正かつ専門的な第
三者の意見を踏まえる手続き」を踏んだ上で策定されているのであれ
ば、立地適正化計画の内容の一部である防災指針とみなしても、制度
の趣旨に反するものではないのではないか。
「住民への合意形成プロセスを経る」とともに「公正かつ専門的な第三
者の意見を踏まえる手続き」を踏んだ上で策定された災害に対する計
画がある地方公共団体については、立地適正化計画の内容の一部で
ある防災指針とみなすことを可能とするとともに、立地適正化計画にお
いて防災指針を策定していることが要件となっている補助制度等の適
用を受けることを可能とすべきではないか。

立地適正化計画に都市再生特別措置法第81条第２項第５号の防災指
針の記載を追加する場合は同法第81条第22項の手続きを不要とする
軽微な変更に該当しない。その理由は、防災指針は、検討に当たって
災害リスクを踏まえた居住誘導区域の設定や、既に設定している居住
誘導区域の見直しを行うことが必要とされており、その検討の結果、災
害リスクが特に大きいことを勘案し居住誘導区域に含めないこととした
区域においては一定の開発行為等に対して市町村への届出が義務付
けられること、防災対策の取り組み方針に基づく防災対策や方向性を
決定すること、住民の居住地や生活利便性に影響が生じること、居住
誘導区域内で講じられる各種の特例措置が適用されないことから、十
分な住民の合意形成プロセスを経ることや都市計画に関する公正かつ
専門的な第三者の意見を踏まえることが重要であり、同法第81条第22
項の手続きが必要とされている。
なお、防災指針の策定にあたって、地域防災計画等既存の防災に係る
計画と整合し、また記載内容については相互に参照することが望まし
い旨、すでに公表資料で周知しているものの、改めて、自治体が任意
に作成している計画について、当該計画の記載内容を踏まえながら策
定可能である旨、市町村等が集まる機会等を通じ立地適正化計画に
おいて防災指針を策定していることが要件となっている補助制度等の
紹介と併せて周知をしてまいりたい。

住宅及び都市機能増進施設の立地の適正化
を図るための計画及び都市・地域総合交通
戦略については、市町村の都市計画に関す
る基本的な方針と一体のものとして策定する
ことが可能であることを明確化するため、参
考となる事例を示しつつ、令和５年３月31日
に「立地適正化計画作成の手引き」及び「都
市・地域総合交通戦略のすすめ～総合交通
戦略策定の手引き～」を改訂し、ホームペー
ジへ公表の上、地方公共団体宛て改訂の旨
メールにて周知した。

令和５年３月31日手引きの改訂



区分 分野

求める措置の具体的内容提案事項名
管理
番号

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの見解

提案区分

各府省からの第１次回答追加支障事例追加共同団体名その他（特記事項）団体名
制度の所管・関係

府省
根拠法令等

制度改正による効果
（提案の実現による住民の利便性の向上、行政の効率化等）

具体的な支障事例

267 B　地方に対
する規制緩
和

01_土地利
用（農地除
く）

所有者不明
土地等対策
計画の他の
計画との一体
的策定

「所有者不明土地等対策計
画」を国補助金の要件とし
ないこと、あるいは、既存の
「空家等対策計画」または
「空き家対策総合実施計
画」への必要内容の盛り込
みによる計画策定でも可と
すること

今後増加が見込まれる所有者不明土地について、その「利用の円滑化の促
進」と「管理の適正化」のため、市町村等が実施する所有者不明土地対策を
支える仕組みを盛り込んだ法改正がなされた。
土地の管理不全状態の解消等の所有者不明土地等対策事業に要する費用
について、国の補助金が新設されたが、その利用のためには「所有者不明土
地等対策計画」の策定が要件となっており、新規策定が必要となっている。当
市では、所有者不明土地の管理不全状態解消のための財産管理人申立のた
めの予納金（事業費100万円×５件=500万円程度。国費１/２=250万円程度）
としての利用が想定されるが、計画策定に要する費用・時間・労力等（検討会
開催約10回として費用約100万円、職員の時間・労力　２人×10日間×10回
分＝約1600時間）のコストが大きい。
所有者不明土地対策については、空家空地対策と共通する点が多く、新規に
「所有者不明土地等対策計画」を策定するとしても、管理適正化のために構
ずべき施策や実施体制整備に関する事項を記載するなど、両者には重複す
る部分が多いと思われ、今後二つの計画が策定されることになると非効率で
ある。

策定に係る事務負担が軽減され、事業実施に注力する
ことができる

改正「所有者不明土
地の利用の円滑化
等に関する特別措
置法（平成30法律第
49号）」 第45条第１
項、所有者不明土
地等対策事業費補
助金制度要綱（令和
４年３月28日 国不
土第102号）

国土交通省 神戸市 相模原市、浜
松市、堺市、
枚方市、岡山
県

○補助制度が確立されたばかりであり、所有者不明土地対策計画の策定を国の補助金の
要件とするならば、国において計画モデル（ひな形など）を示すなど、市町村の策定を支援い
ただきたい。
○空家対策と似通った箇所もあり、地域づくりや危機管理、道路管理とカバーする範囲が広
い。

所有者不明土地対策計画は、令和４年法律第38号による改正後の所有者不明土地の
利用の円滑化等に関する特別措置法（以下、「改正所有者不明土地法」という。）第45
条第2項各号に掲げる事項がおおむね記載されていれば、既存の空家等対策計画に
兼ねる形で策定することが可能である。
また、改正所有者不明土地法の施行に向けて、改正所有者不明土地法第3条に定め
る基本方針に所有者不明土地対策計画の作成に関する基本的な事項を追加するほ
か、所有者不明土地対策計画の作成のための手引きについても策定を予定している。

所有者不明土地対策計画について、既存の空家等対策計画に兼ねる
形で策定することが可能とのことであるが、その旨を別途通知等で明
確にしていただきたい。
また、所有者不明土地対策計画の作成のための手引きの策定につい
て具体的なスケジュールを御教示いただくとともに、改正所有者不明土
地法第45条第２項の「おおむね」の内容については、必要最低限かつ
弾力的に取り扱っていただけるよう手引きに盛り込んでいただきたい。

11_その他B　地方に対
する規制緩
和

290 総務省、国土
交通省

地方自治法、都市
公園法

各自治体や各施設の状況に応じて、複数の機能を併
せ持たない場合でも１施設に複数の指定管理者を指定
することが可能であることが明確になれば、P-PFIのよ
うな民間活力活用による公園の魅力増進や利用者の
利便向上を一層推進することが可能となる。
また、管理運営状況評価を各指定管理者ごとに行うこ
とにより、それぞれ特色のある施設の適切なPDCAを実
施することが可能になるなど、P-PFI事業の魅力的な都
市公園の創出や利用者サービスの向上という事業効
果を十分に発揮することができると見込まれる。

【現在の制度】
指定管理者の指定については、「指定管理者制度のすべて 制度詳解と実務
の手引【改訂版】」（第一法規、2009）123頁によると、指定管理者制度は、『一
の公の施設について、同時に二以上の指定管理者を指定することは原則とし
て適当ではない。しかしながら、一の公の施設が複数の機能を併せ持つよう
な場合に、同時に二以上の指定管理者を指定することが管理の効率化につ
ながると判断され、施設の管理責任についても明確に区分することができる
のであれば、同時に二以上の指定管理者を指定することも法律上排除されて
いない。』とされている。
しかしながら、このことに関する取扱い等が通知等で明確に示されていないた
め、「一つの公の施設が複数の機能を併せ持つ場合」でなければ、一の公の
施設で同時に二以上の指定管理者を指定することが出来ないという解釈が生
じてしまう。
【支障事例】
平成29年の都市公園法改正で公募設置管理制度（以下、「P-PFI」という。）が
創設され、飲食店、売店等の公園利用者の利便向上に資する公募対象公園
施設の設置と、その収益を活用した周辺の園路、広場等の特定公園施設の
整備改修等を一体的に行う者を公募により選定できることとなった。
この特定公園施設の管理については、国土交通省のガイドライン（都市公園
の質の向上に向けたPark-PFI活用ガイドライン）によると、公募対象公園施設
を設置・運営するP-PFI事業者を指定管理者とすることが可能で、一体的に管
理することが公園の魅力増進や利用者の利便の向上につながるとされてい
る。
しかし、既に別の指定管理者が管理している公園の一部に新たにP-PFIを導
入する場合、複数の機能を併せ持たないため、１施設１指定管理者の原則か
ら、P-PFI事業者を個別に指定管理者に指定することが困難となり、特定公園
施設と公募対象公園施設の一体的管理による効果が発揮できない状況が生
じてしまう。

指定管理者制度の運用に
ついて、各施設の状況等に
応じ、一の公の施設に、同
時に二以上の指定管理者
を指定することが可能であ
ることを明確化してほしい。

一の公の施
設に同時に
二以上の指
定管理者の
指定が可能
であることの
明確化

総務省及び国土交通省から平成15年９月２日国都公緑第76号国土交
通省都市・地域整備局公園緑地課長通知「指定管理者制度による都
市公園の管理について」の解釈として、「既に指定管理者による管理が
行われている公園（又はその一部の区域）について、既存の指定管理
者との管理区分を明確にできる場合、当該区域の一部を第三者が指
定管理者として管理することは妨げられていないところであり、Park－
PFI事業を行う場合も同様である。」との回答が得られたことから、この
解釈を十分に参考とし、指定管理者制度を運用していく。なお、上記の
旨を通知等により改めて地方公共団体へ周知願いたい。

平成15年９月２日国都公緑第76号国土交通省都市・地域整備局公園緑地課長通知
「指定管理者制度による都市公園の管理について」（以下「本通知」という。）の第１項
において、都市公園の全体又は区域の一部の管理を指定管理者に行わせることがで
きると定めている。
また、本通知の第４項に基づき、例えば、PFI事業者が事実行為として整備した公園の
一部を、指定管理者制度により当該PFI事業者に管理させることができる。
本通知においては、既に指定管理者による管理が行われている公園（又はその一部
の区域）について、既存の指定管理者との管理区分を明確にできる場合、当該区域の
一部を第三者が指定管理者として管理することは妨げられていないところであり、Park
－PFI事業を行う場合も同様である。よって、既に指定管理者制度により管理されてい
る公園の一部を、Park－PFI事業者が事実行為として整備している場合について、当該
Park－PFI事業者が指定管理者制度により当該区域を管理することも可能である。
一方で、一の公の施設について同時に二以上の指定管理者を指定することについて
は、原則として適当ではないものの、各地方公共団体において、同時に二以上の指定
管理者を指定することが管理の効率化につながると判断され、施設の管理責任につい
ても明確に区分できるのであれば、地方自治法上排除されていないところである。

○当県の県立都市公園におけるP－PFI制度の導入事例はないが、今後、民間活力の積極
的な導入を図ることとしており、より柔軟な公園管理のあり方として、提案内容については、
概ね賛同。
○当課においては、所管しているのが地域の拠点施設という性格上、地域運営組織以外に
指定管理をさせることは考えていないところであるが、制度として複数の指定管理者を指定
することについては、市の所有施設全体を考えた場合に利便性の向上につながることも期
待される。

花巻市、宮城
県、長野県、
京都市、兵庫
県、高松市、
熊本市

東京都



措置方法
（検討状況）

実施（予定）
時期

これまでの措置（検討）状況 今後の予定

令和４年の地方からの提案等に関する対応方針（令和４年12月20日閣議決定）記載内容

対応方針の措置（検討）状況

各府省からの第２次回答提案募集検討専門部会からの主な再検討の視点（重点事項）地方六団体からの意見各府省からの第１次回答を踏まえた追加共同提案団体からの見解

－ 【全国知事会】
既存計画で対応が可能である旨について、十分な周知を行うべきであ
る。

計画策定等の見直しは、閣議決定された「経済財政運営と改革の基本
方針2022」で「国が地方自治体に対し、法令上新たな計画等の策定の
義務付け・枠付けを定める場合には、累次の勧告等に基づき、必要最
小限のものとすることに加え、努力義務やできる規定、通知等によるも
のについても、地方の自主性及び自立性を確保する観点から、できる
限り新設しないようにするとともに、真に必要な場合でも、計画等の内
容や手続は、各団体の判断にできる限り委ねることを原則とする。あわ
せて、計画等は、特段の支障がない限り、策定済みの計画等との統合
や他団体との共同策定を可能とすることを原則とする。」と明記され、地
方からはこの原則明記を高く評価するとともに、既存の計画の見直しを
求める声が強まっている。
この原則を十分に踏まえ、地方からの提案が最大限実現するよう前向
きに対応いただきたい。
第１次回答において、所有者不明土地対策計画について、既存の空家
等対策計画に兼ねる形で策定することが可能とのことであるが、その
旨を通知等で明確にするべきではないか。

所有者不明土地対策計画について、既存の空家等対策計画に兼ねる
形で策定することが可能である旨は、通知等で明確に示す予定であ
る。
また、所有者不明土地対策計画の作成のための手引きにおいて、必ず
しも改正所有者不明土地法第45条第２項各号に掲げる全ての事項を
計画に記載する必要がない旨を明記する予定である。
なお、改正所有者不明土地法第３条に基づく基本方針及び所有者不
明土地対策計画の作成のための手引きは、改正所有者不明土地法の
施行にあわせて公表する予定である。

５【国土交通省】
（33）所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法（平30法
49）
所有者不明土地対策計画（45条）については、当該計画を作成する市
町村の事務負担を軽減するため、既存の空家等対策計画（空家等対
策の推進に関する特別措置法（平26法127）６条）と一体のものとして策
定することが可能であることを明確化し、市町村に通知する。
［措置済み（令和４年11月１日付け国土交通省不動産・建設経済局土
地政策課長通知）］

【全国知事会】
現行制度で対応可能である旨について、十分な周知を行うべきであ
る。

－ ５【総務省（２）】【国土交通省（１）】
地方自治法（昭22法67）及び都市公園法（昭31法79）
指定管理者が管理している公園又はその一部の区域については、既
存の指定管理者との管理区分を明確にできる場合に、当該区域の一
部をPark-PFI事業者等の第三者が指定管理者として管理することが可
能であることを、地方公共団体に通知する。
［措置済み（令和４年12月９日付け国土交通省都市局公園緑地・景観
課長通知）］

今後、既に指定管理者による管理が行われている公園（又はその一部
の区域）について、既存の指定管理者との管理区分を明確にできる場
合、当該区域の一部をPark－PFI事業者等の第三者が指定管理者とし
て管理することも可能である旨、通知により地方公共団体への周知を
図ってまいりたい。
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